
（平成２１年１１月２６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 30 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 20 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 57 件

国民年金関係 21 件

厚生年金関係 36 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

大阪国民年金 事案 3573 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年６月から 51年３月まで  

             ② 昭和 62年１月から同年３月まで 

 私は、元夫と離婚後の昭和 51 年又は 52 年ごろ、実家で娘を預かっても

らっていた亡き義姉から、私が助成金を受給するために、国民年金の加入

手続及び国民年金保険料の納付をしてくれたと聞いている。 

その後、少しづつ義姉が納付してくれた保険料を返済していたので、申

立期間①の未納となっていた私の保険料は義姉がすべて納付してくれたと

思うが、義姉が納付してくれた保険料の合計はよく覚えていない。 

私は、前夫と結婚後、自分で保険料を納付するようになり、未納期間が

生じないように注意して納付していた。たとえ、納付を忘れても、督促さ

れれば必ず納付するようにしていた（申立期間②）。 

申立期間①の保険料は義姉が、申立期間②の保険料は私が納付していた

と思うのに、未納と記録されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、３か月の短期間である上、申立人は、国民年金手帳

記号番号が払い出された年度当初の昭和 51 年４月から 60 歳に到達するまで

の間、申立期間②を除き未納期間は無い。 

また、申立人は申立期間②当時は、自身で保険料を納付していたと陳述す

るところ、申立人が所持する領収証書から、申立期間②前後の保険料は現年

度納付され、申立期間直後の昭和 62 年４月の保険料は申立期間②の保険料が

現年度納付が可能な同年４月中旬に納付されていることが確認できる。 

さらに、申立人は申立期間②を含む前後の期間ごろに、生活状況に大きな



                      

  

変化は無かったとしており、申立期間②の保険料も、そのころ納付されたと

考えるのが自然である。 

一方、申立期間①については、申立人の義姉が昭和 51 年又は 52 年ごろに

申立人の国民年金加入手続を行い、申立期間①の保険料をさかのぼって納付

してくれたと申し立てている。 

しかし、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 52 年１月ごろに払い出さ

れており、この手帳記号番号を使用して、申立期間①の保険料は現年度納付

できず、大部分の期間の保険料は、制度上、時効により納付することができ

ない。 

また、申立期間①のうち、時効により納付できない期間の保険料を納付す

るためには、特例納付による必要があるが、当時、特例納付実施期間中では

無かった。 

さらに、申立人は、その後、義姉が納付してくれた申立期間①の保険料を

分割して義姉に返済したとしているが、返済した保険料額などの詳細につい

ての記憶は無いとしている。 

加えて、申立人は国民年金の加入手続及び申立期間①の保険料納付に直接

関与しておらず、加入手続及び申立期間①の保険料を納付したとする義姉は

既に死亡しており、当時の納付状況等の詳細は不明である。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 62 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 3574 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年２月及び同年３月並びに 55 年２月

及び同年３月の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 39年３月まで 

             ② 昭和 54年２月及び同年３月 

             ③ 昭和 55年２月及び同年３月 

    私は昭和 39 年 11 月に結婚し、Ａ市で生活を始めた。夫婦で市役所に行

き、入籍と転居手続をしたとき係の人に勧められ夫婦二人の国民年金加入

手続をした。その時、保険料は 36 年４月からと言われ、３年間さかのぼ

った保険料、夫婦二人分で 7,200円を納付した。  

    それ以後は、集金人に来てもらい保険料を納付していたが、昭和 49 年に

Ｂ市に転居してからは、集金人が来ていた記憶が無いので、昭和 53 年度

及び 55 年度は、銀行に行き期限までに納めていたと思う。未納があるの

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①の保険料は、昭和 39 年 12 月にＡ市役所で国民年金

の加入手続の際、36 年４月までさかのぼって納付することを勧められ、夫婦

二人分の保険料３年間分 7,200 円を市の窓口で納付し、申立期間②及び③の

保険料については、納付書を使い銀行から納めていたと申し立てている。 

申立期間①について、申立人夫婦の所持する国民年金手帳を見ると、昭和

39 年 12 月 15 日に発行されていることが確認でき、この時点で申立期間①の

うち、36 年４月から 37 年９月までの保険料は時効の成立により、制度上、

納付することができない。 

   また、申立人は３年間さかのぼった保険料を、Ａ市の窓口で納付したと申

し立てているところ、市では過年度保険料を扱っておらず、また、市庁舎内



                      

  

の金融機関でも過年度分の国民年金保険料は扱っていなかったことから申立

内容と符合しない。 

   一方、申立期間②及び③について、申立人夫婦の納付状況をみると、社会

保険庁の記録から、昭和 39 年 12 月に国民年金手帳の交付を受け、現年度納

付が可能な同年４月までさかのぼって保険料を納付した後、60 歳で資格が喪

失となる平成７年＊月までの保険料は申立期間②及び③を除き未納が無く、

国民年金加入手続を行った後は、納付意識が高かったものと考えられる。 

また、特殊台帳の記録を見ると、昭和 53 年１月から同年３月までの保険料

を同年６月に、56 年２月及び同年３月の保険料を 59 年１月に過年度納付し

ていることが確認でき、催告があった場合には、遅れながらも保険料を納付

していたことが分かる。また、いずれの期間も各年度の年度末に当たり、申

立期間②及び③も年度末であることから、当時何らかの事情により年度末は

納付が遅れていたものと考えられるが、昭和 52 年度及び 55 年度の納付状況

をみると、申立期間②及び③の保険料についても過年度払いによる納付があ

ったものとみても不自然ではない。 

さらに、申立期間②及び③はそれぞれ２か月と短期間であり、申立人夫婦

の納付意識の高さに 鑑
かんが

みれば、申立期間②及び③の保険料を納付していたも

のとみるのが相当である。 

  その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 54 年２月及び同年３月並びに 55 年２月及び同年３月の国民年金保険料

を納付していたものと認められる。



                      

  

大阪国民年金 事案 3575 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年２月及び同年３月並びに 55 年２月

及び同年３月の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 39年３月まで 

             ② 昭和 54年２月及び同年３月 

             ③ 昭和 55年２月及び同年３月 

    私は昭和 39 年 11 月に結婚し、Ａ市で生活を始めた。夫婦で市役所に行

き、入籍と転居手続をしたとき係の人に勧められ夫婦二人の国民年金加入

手続をした。その時、保険料は 36 年４月からと言われ、３年間さかのぼ

った保険料、夫婦二人分で 7,200円を納付した。  

    それ以後は、集金人に来てもらい保険料を納付していたが、昭和 49 年に

Ｂ市に転居してからは、集金人が来ていた記憶が無いので、昭和 53 年度

及び 55 年度は、銀行に行き期限までに納めていたと思う。未納があるの

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①の保険料は、昭和 39 年 12 月にＡ市役所で国民年金

の加入手続の際、36 年４月までさかのぼって納付することを勧められ、夫婦

二人分の保険料３年間分 7,200 円を市の窓口で納付し、申立期間②及び③の

保険料については、納付書を使い銀行から納めていたと申し立てている。 

   申立期間①について、申立人夫婦の所持する国民年金手帳を見ると、昭和

39 年 12 月 15 日に発行されていることが確認でき、この時点で申立期間①の

うち、36 年４月から 37 年９月までの保険料は時効の成立により、制度上、

納付することができない。 

   また、申立人は３年間さかのぼった保険料を、Ａ市の窓口で納付したと申

し立てているところ、市では過年度保険料を扱っておらず、また、市庁舎内



                      

  

の金融機関でも過年度分の国民年金保険料は扱っていなかったことから申立

内容と符合しない。 

   一方、申立期間②及び③について、申立人夫婦の納付状況をみると、社会

保険庁の記録から、昭和 39 年 12 月に国民年金手帳の交付を受け、現年度納

付が可能な同年４月までさかのぼって保険料を納付した後、申立期間②及び

③を除き保険料は未納が無く、国民年金加入手続を行った後は、納付意識が

高かったものと考えられる。 

また、特殊台帳の記録を見ると、昭和 53年１月から同年３月までの保険料

を同年６月に、56 年２月及び同年３月の保険料を 59 年１月に過年度納付し

ていることが確認でき、催告があった場合には、遅れながらも保険料を納付

していたことが分かる。また、いずれの期間も各年度の年度末に当たり、申

立期間②及び③も年度末であることから、当時何らかの事情により年度末は

納付が遅れていたものと考えられるが、昭和 52 年度及び 55 年度の納付状況

をみると、申立期間②及び③の保険料についても過年度払いによる納付があ

ったものとみても不自然ではない。 

さらに、申立期間②及び③はそれぞれ２か月と短期間であり、申立人夫婦

の納付意識の高さに鑑
かんが

みれば、申立期間②及び③の保険料を納付していたも

のとみるのが相当である。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 54 年２月及び同年３月並びに 55 年２月及び同年３月の国民年金保険料

を納付していたものと認められる。



                      

  

大阪国民年金 事案 3576 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年４月から 55 年９月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54年４月から 55年９月まで 

             ② 昭和 58年 10月及び同年 11月 

             ③ 昭和 59年２月及び同年３月 

             ④ 昭和 59年６月から同年９月まで 

    私は、昭和 53 年に結婚するまでの国民年金保険料を母親に納付してもら

っていたが、結婚を契機に自ら市役所及び郵便局で納付した。また、平成

13 年ごろ市役所で保険料を納付した際、未納保険料は無いとのことであっ

たので、それまで保管していた過去の領収証書をすべて破棄した。その後、

今回の年金問題で納付記録を確認したところ、未納となっている期間があ

ることが分かった。「未納は無い。」との市職員の説明とも食い違ってい

たので申立てをした。 

申立期間①については、市役所で未納期間の保険料について相談した上

で納付したと記憶しており、納付方法は一括であったか分割であったかは

定かでないが、一年半もの長期間が未納とされているのは納得できない。 

また、申立期間②、③及び④については、口座振替手続を開始した時期

であったこともあり残高不足による未納が生じたこともあったと記憶して

いるが、その都度送付されてきた納付書で納付したので、未納とされてい

るのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳に到達した昭和 44 年＊月に国民年金に加入し、保険料は

申立人の母親が納付していたが、結婚後は自身で保険料を納付し、申立期間

①、②、③及び④の保険料も納付していたと申し立てている。 



                      

  

   そこで、申立人の納付状況をみると、厚生年金保険被保険者期間及び申立

期間を除き、申立人が 20歳に到達した昭和 44年＊月から平成 21年１月まで

の国民年金保険料をすべて納付していることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間①の直前に当たる昭和 53年 12月から 54年３月

までの任意加入の期間の保険料が未納となっていたところ、催告によって同

年 10月に過年度納付していることが確認できる。 

さらに、Ａ市の被保険者名簿を見ると、申立期間①の直後である昭和 55 年

10 月から口座振替による納付を開始していることが確認でき、未納となって

いた昭和 54 年度保険料の催告を受けたことから口座振替の手続を行ったこと

が考えられる。その場合、口座振替手続時には未納保険料の納付方法の確認

をすることが考えられることから、申立期間①の保険料が納付されたものと

考えるのが自然である。 

次に、申立期間②、③及び④についてみると、申立人の保険料は、口座振

替による納付であった期間であり、預金の残高不足により未納となったもの

とみられる。その場合、未納保険料の納付は市が作成した納付書で行われる

ものである。 

しかし、申立期間当時、Ａ市では口座振替は２か月ごとであったことから、

４枚の納付書によって申立期間の保険料が納付されるところであるが、同市

及び社会保険庁において、これだけの回数に及ぶ事務的過誤が連続して生じ

たとは考え難い。 

なお、申立人は、平成 13 年に市役所で納付状況についての確認をした際、

市職員から「未納は無い。」と返答を得たと申し立てているが、制度上、こ

の時点で納付が可能な期間の保険料について未納が無い旨回答したものと考

えられる。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 54 年４月から 55 年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。



                      

  

大阪国民年金 事案 3577 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年４月から同年９月まで 

    私は、昭和 42 年に国民年金に加入した。申立期間当時は、半年あるいは

１年遅れになったことも何度かあったが、保険料を納付している。申立期

間が納付済みであると認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、半年あるいは１年遅れになりながらも保険料を

納付しており、申立期間の保険料も納付したと申し立てている。 

そこで、申立人の保険料納付状況をみると、納付日が確認できる申立期間

前の昭和 45年９月から 46年 12月までの保険料を 47年５月、同年 12月、48

年６月及び同年９月に過年度納付していることが、申立人が所持する保険料

領収証書及び社会保険庁の特殊台帳より確認でき、申立内容と符合する。 

また、申立人は申立期間直後の昭和 47年 10 月から 48年３月までの保険料

を 49 年１月７日に過年度納付していることが特殊台帳より確認でき、この納

付時点において、申立期間は過年度納付が可能であったにもかかわらず、先

に時効となる申立期間の保険料を納付せず、その後の期間分のみを納付した

とみるのは不合理であり、申立期間の保険料は過年度納付されたとみるのが

自然である。 

さらに、申立人は昭和 46 年１月から同年６月までの保険料を 47 年 12 月

25日に、46年７月から同年９月までの保険料を 48年６月 28日にそれぞれ過

年度納付しているが、Ａ市の被保険者名簿には 46 年４月から同年９月までの

保険料を 47 年 12 月に過年度納付した記録となっており、名簿管理上の不備

も認められる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。



                      

  

大阪国民年金 事案 3578 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年１月から 50 年３月までの期間及び

51 年４月から同年６月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49年１月から 51年 10月まで 

    昭和 48 年７月に転居し、妻が転入届を提出するため区役所出張所に行っ

た際、国民健康保険及び国民年金の加入手続を行った。 

国民年金に加入した当時は、妻が保険料を納付していないことは承知し

ているが、妻の家計簿の昭和 49年３月分から 51年 10月分までの期間にお

いて、随所に国民年金保険料を支払った記載があるので、申立期間の保険

料が納付されていないかよく精査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻が所持する昭和 48 年３月 29 日から始まる金銭出納簿を見ると、

49 年３月１日まで、黒のボールペン又は鉛筆により、日々の支払いについて

詳細に記載されており、その内容に信ぴょう性がうかがえる。しかしながら、

国民年金保険料の記載があるとする同年３月分については、日々の支払いの

記載の代わりに「３月分支払予定」として、支払項目ごとに当該月の支払予

定額が記載されているのみであり、申立人が納付の根拠とする国民年金に関

する記載を見ると、「○○年金」の文字の上に明らかに異なる青色のペンで

「国民」と上書きし、金額についても、当初「3,300」円と記載されていたも

のを、鉛筆を用いて二本線で抹消し、保険料額改訂後の金額「5,400」円に訂

正されていることが確認できる。その上、翌月の同年４月分以降にも日々の

支払いを記載した別の家計簿が存在するにもかかわらず、同年３月分のみが

欠落しているのは不自然である。 

また、昭和 49 年 11 月分から始まる月単位の支払予定表のみを記載した別

の金銭出納簿を見ると、50 年 11 月分から 51 年３月分までの５か月について、

それぞれに「国保、年金」の項目とともにその支払予定額として「9,200」円

の記載が確認できるところ、前後の数か月分の「国保」のみの項目が記載さ



                      

  

れた各月の支払予定額及びそれに対応する家計簿に記載された日々の支払状

況を含めて比較検討すると、その金額は、当時の申立人に係る国民健康保険

の月額保険料とみられる 4,600 円の２か月分の保険料額であるものと推認で

きる。その上、同年３月分の家計簿を見ると、同年３月 12 日に、２か月分の

9,200 円では無く、10 か月分の保険料額に相当する４万 6,000 円が支払われ

ていることが確認できる。したがって、申立人の妻は、50 年 11 月から 51 年

３月までの期間において、余分に 14 か月の国民健康保険料を納付していたこ

とになるが、当該金銭出納簿及び家計簿をさらに精査したところ、昭和 49 年

度及び 50 年度において、14 か月分の未納期間が存在しているものと推定さ

れることから、これらの納付は、未納であった国民健康保険料を分割納付し

たものと考えるのが自然である。 

一方、上記金銭出納簿の昭和 51 年６月分から同年 10 月分までの各月の支

払予定表についても、「国保、年金」の項目とともにその支払予定額の記載

が確認できるが、対応する月の家計簿に記載された日々の支払状況を含めて

精査した上で、当該家計簿に添付された月単位の支出済集計表のうち、「国

保」の名目で支出された金額から、当時の申立人に係る国民健康保険料相当

額を差し引くと、各々その残額は、同年６月及び同年７月ではともに１万数

千円、同年８月及び同年９月ではともに 4,200円、同年 10月では０円となる

ことから、これらの金額は、同年 10 月を除き、国民年金保険料であったもの

とみるのが相当である。 

また、これらの金額を、申立人及びその妻に係る国民年金の被保険者期間

に当てはめて検討すると、昭和 51 年６月及び同年７月に支払われた１万数千

円については、いずれも支払日時点で時効にかからず納付が可能であった 49

年１月から免除期間直前の 50 年３月までの過年度保険料の納付金額におおむ

ね一致し、51 年８月及び同年９月に支払われた 4,200 円については、いずれ

も免除期間直後の同年４月から同年６月までの現年度保険料の納付金額に一

致することから、これらの保険料の支払いは、申立人及びその妻に係るそれ

ぞれ当該期間の国民年金保険料であったものとみても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 49年１月から 50 年３月までの期間及び 51年４月から同年６月までの期

間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



                      

  

大阪国民年金 事案 3579 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年１月から 50 年３月までの期間及び

51 年４月から同年６月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49年１月から 51年 10月まで 

    昭和 48 年７月に転居し、私が転入届を提出するため区役所出張所に行っ

た際、国民健康保険及び国民年金の加入手続を行った。 

国民年金に加入した当時は、私が保険料を納付していないことは承知し

ているが、私の家計簿の昭和 49年３月分から 51年 10月分までの期間にお

いて、随所に国民年金保険料を支払った記載があるので、申立期間の保険

料が納付されていないかよく精査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する昭和 48 年３月 29 日から始まる金銭出納簿を見ると、49

年３月１日まで、黒のボールペン又は鉛筆により、日々の支払いについて詳

細に記載されており、その内容に信ぴょう性がうかがえる。しかしながら、

国民年金保険料の記載があるとする同年３月分については、日々の支払いの

記載の代わりに「３月分支払予定」として、支払項目ごとに当該月の支払予

定額が記載されているのみであり、申立人が納付の根拠とする国民年金に関

する記載を見ると、「○○年金」の文字の上に明らかに異なる青色のペンで

「国民」と上書きし、金額についても、当初「3,300」円と記載されていたも

のを、鉛筆を用いて二本線で抹消し、保険料額改訂後の金額「5,400」円に訂

正されていることが確認できる。その上、翌月の同年４月分以降にも日々の

支払いを記載した別の家計簿が存在するにもかかわらず、同年３月分のみが

欠落しているのは不自然である。 

また、昭和 49 年 11 月分から始まる月単位の支払予定表のみを記載した別

の金銭出納簿を見ると、50 年 11 月分から 51 年３月分までの５か月について、

それぞれに「国保、年金」の項目とともにその支払予定額として「9,200」円

の記載が確認できるところ、前後の数か月分の「国保」のみの項目が記載さ



                      

  

れた各月の支払予定額及びそれに対応する家計簿に記載された日々の支払状

況を含めて比較検討すると、その金額は、当時の申立人に係る国民健康保険

の月額保険料とみられる 4,600 円の２か月分の保険料額であるものと推認で

きる。その上、同年３月分の家計簿を見ると、同年３月 12 日に、２か月分の

9,200 円では無く、10 か月分の保険料額に相当する４万 6,000 円が支払われ

ていることが確認できる。したがって、申立人は、50 年 11 月から 51 年３月

までの期間において、余分に 14 か月の国民健康保険料を納付していたことに

なるが、当該金銭出納簿及び家計簿をさらに精査したところ、昭和 49 年度及

び 50 年度において、14 か月分の未納期間が存在しているものと推定される

ことから、これらの納付は、未納であった国民健康保険料を分割納付したも

のと考えるのが自然である。 

一方、上記金銭出納簿の昭和 51 年６月分から同年 10 月分までの各月の支

払予定表についても、「国保、年金」の項目とともにその支払予定額の記載

が確認できるが、対応する月の家計簿に記載された日々の支払状況を含めて

精査した上で、当該家計簿に添付された月単位の支出済集計表のうち、「国

保」の名目で支出された金額から、当時の申立人に係る国民健康保険料相当

額を差し引くと、各々その残額は、同年６月及び同年７月ではともに１万数

千円、同年８月及び同年９月ではともに 4,200円、同年 10月では０円となる

ことから、これらの金額は、同年 10 月を除き、国民年金保険料であったもの

とみるのが相当である。 

また、これらの金額を、申立人及びその夫に係る国民年金の被保険者期間

に当てはめて検討すると、昭和 51 年６月及び同年７月に支払われた１万数千

円については、いずれも支払日時点で時効にかからず納付が可能であった 49

年１月から免除期間直前の 50 年３月までの過年度保険料の納付金額におおむ

ね一致し、51 年８月及び同年９月に支払われた 4,200 円については、いずれ

も免除期間直後の同年４月から同年６月までの現年度保険料の納付金額に一

致することから、これらの保険料の支払いは、申立人及びその夫に係るそれ

ぞれ当該期間の国民年金保険料であったものとみても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 49年１月から 50 年３月までの期間及び 51年４月から同年６月までの期

間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



                      

  

大阪国民年金 事案 3580 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49年 10 月から同年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年 10月から同年 12月まで 

私は、昭和 49年９月に区役所で夫婦の国民年金の加入手続を行い、そ

の時、窓口で夫婦二人分の同年９月の保険料を納付した。それ以降も、私

が夫婦二人分の保険料を銀行又は郵便局で一緒に納付してきたのに、申立

期間について、私だけ未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の所持する申立人及びその夫に係る国民年金手帳を見ると、昭和 49

年９月 17 日に夫婦連番で発行されていることが確認できる上、ともに同日付

けで同年９月の保険料を区役所の窓口で納付していることが所持する領収証

書により確認できることから、基本的に夫婦一緒に夫婦二人分の保険料を納

付する意思を有していたものと考えられるところ、申立期間について、申立

人が保険料を一緒に納付していたとする申立人の夫は納付済みである。 

また、申立人及びその夫の納付記録をみると、納付が開始された昭和 49 年

９月以降 60 歳期間満了まで、申立人の申立期間を除き、保険料をすべて納付

しており、納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立期間は３か月と短期間である上、前後の期間は納付済みであ

ることなどを踏まえると、申立人が申立期間の保険料のみを納付しない理由

は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。



                      

  

大阪国民年金 事案 3581 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 43 年４月から 44 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 15年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 43年４月から 44年３月まで 

    国民年金の加入については、妻が手続してくれたはずである。 

国民年金の保険料納付についても、妻に任せていたため、よく分からない

が、妻が自宅に来た集金人に保険料を納付していたはずであり、自分の保

険料のみが未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は

昭和 43 年９月 10 日に払い出されており、この手帳記号番号払出時点におい

て、申立期間の国民年金保険料を現年度納付することは可能である。 

また、申立人は、国民年金保険料の納付記録が確認できる昭和 44 年４月以

降、60 歳到達時までの期間の保険料をすべて納付済みである上、平成２年３

月以降の期間については付加保険料も納付し、また、13 年 10 月から 17 年８

月までの期間については高齢任意加入しているなど、納付を担っていた申立

人の妻の納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立期間は 12 か月と短期間である上、申立人及びその妻の所持し

ている国民年金手帳を見ると、申立期間直後の昭和 44 年４月から 48 年３月

までの期間における夫婦二人分の保険料納付日はすべて同一日となっている。 

加えて、申立人所持の国民年金手帳を見ると、申立期間に当たる昭和 43 年

度の印紙検認台紙は切り取られておらず、当時、保険料収納事務が適正に行

われていなかったことがうかがえる。 

このほか、申立期間及びその直後の期間において、住所などの生活状況に

特段の変化は無く、仕事も順調であった申立人及びその妻が、現年度納付す

ることが可能な申立期間の国民年金保険料を未納のまま放置したとは考え難

い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。



                      

  

大阪国民年金 事案 3582 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年７月から同年９月までの期間及び

60 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 21年生 

住        所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 50年３月から 52年３月まで 

② 昭和 58 年７月から同年９月まで 

③  昭和 60 年１月から同年３月まで 

会社退職後の昭和 50 年３月ごろか、その３か月ぐらい後に、Ａ区役所

の国民年金課の窓口で国民年金の加入手続を行ったと思う。 

国民年金加入当初の保険料納付については、Ａ金融機関Ｂ支店で納付書

により納付していたのか、口座振替により納付していたのかは覚えていな

い。 

時期ははっきりとは覚えていないが、加入してから１年後ぐらいに、Ａ

金融機関の職員から国民年金保険料を口座振替にすれば、保険料が未納と

なることはないと言われ、区役所で口座振替の変更手続をしたと思う。公

共料金も口座振替にしていたので、口座の残高が不足になったこと及び普

通口座に事故は無かったはずである。 

申立期間の保険料が未納とされていることは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②及び③の国民年金保険料については、申立人は口座振替により

納付したはずであると申し立てている。 

そこで、納付記録をみると、申立期間②直前の昭和 55 年４月から 58 年６

月までの期間、申立期間②及び③に挟まれた期間である同年 10 月から 59 年

12 月までの期間及び申立期間③直後の 60 年４月から平成７年１月までの期

間の国民年金保険料は、いずれも現年度納付していることが確認できる。 

また、特殊台帳を見ると、昭和 52 年４月から 53 年３月までの期間、同年

７月から同年９月までの期間及び 55 年１月から同年３月までの期間の国民年



                      

  

金保険料については納付催告が行われ、過年度納付していることが確認でき

る一方、申立期間②については、納付催告の事跡
じ せ き

は確認できない。 

さらに、申立人はこの当時、自営業を営んでおり、経営状態は順調であっ

たと認められることから、いずれも３か月と短期間である申立期間②及び③

の保険料を未納のまま放置したとは考え難い。 

一方、申立期間①については、申立人は、会社退職後の昭和 50 年３月ごろ

に区役所で国民年金加入手続を行い、国民年金保険料を納付したと申し立て

ている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記

号番号は、昭和 53 年１月 10 日に払い出されており、この手帳記号番号払出

時点においては、申立期間の保険料は過年度保険料となり、現年度納付する

ことはできない。 

また、納付記録をみると、申立期間①直後の昭和 52 年４月から 53 年３月

までの保険料については、同年 10 月に過年度納付していることが確認できる

ところ、この時点において、少なくとも申立期間①のうち、50 年 12 月以前

の保険料は、制度上、納付することができない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及

び氏名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出さ

れたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料納付を行ったとする事情を酌

み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、   

昭和 58 年７月から同年９月までの期間及び 60 年１月から同年３月までの期

間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



大阪厚生年金 事案 4810 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準報酬月

額の記録を、平成９年 12 月は 41 万円に、10 年１月から 11 年７月までは 20

万円に訂正することが必要である。 

一方、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： ① 昭和 39年４月 10日から 42年 12月５日まで 

② 平成９年 12月１日から 11年８月 21日まで 

    私は、60 歳になり年金受給手続のため社会保険事務所に行った際、Ａ社

Ｂ工場で勤務していた昭和 39年４月 10日から 42年 12月５日までの厚生年

金保険加入期間について、脱退手当金支給済みであることを知った。脱退手

当金は請求しておらず、受け取った記憶も無いので、申立期間を厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい（申立期間①）。 

    また、平成３年７月１日から現在までＣ社に勤務しているが、知らない間

に９年 12月１日から 11年８月 21日（厚生年金保険の適用事業所では無く

なった日。）までの期間の標準報酬月額が９万 8,000 円に引き下げられてい

る。賃金台帳により、申立期間において月 20万円の給与を受け取っており、

厚生年金保険料も当該報酬額に見合う額が控除されていたことが確認でき

るので、申立期間について、標準報酬月額を実際の支給額に見合った額に訂

正してほしい（申立期間②）。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、社会保険庁の記録によると、申立人の申立期間に係

る標準報酬月額は、当初、平成９年 12月は 41万円、10年１月から 11年７月

までは 20 万円と記録されていたところ、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所で

無くなった日と同一日の 12 年１月 25 日付けで、申立期間の全期間について



遡及
そきゅう

して９万 8,000円に引き下げられていることが確認できる。 

また、社会保険庁の記録によると、Ｃ社が厚生年金保険適用事業所で無くな

った際、５人(事業主及び申立人を含む。)が被保険者資格を喪失しているとこ

ろ、申立人以外の４人も全員、当該遡及訂正の対象となっていることが確認で

きる。 

   さらに、当該遡及訂正は、平成 10年 10月１日の定時決定を超えて行われて

いるほか、同年１月１日の月額変更が取り消され、新たに９年 12 月１日の月

額変更が追加されており、不自然な処理が行われていることが認められる。 

なお、Ｃ社の商業登記簿によると、申立人は平成４年 12月 14日から現在ま

で、取締役となっていることが確認できるところ、申立人は、「取締役の人数

が足りないとのことで名前だけ取締役となっているが、実質的な経営判断及び

指示はすべて代表取締役が行っていた。」旨陳述しており、同社の代表取締役

からも、「申立人は事務員で、経営判断はすべて私が行い、指示していた。ま

た、当時、社会保険料を滞納しており、社会保険事務所の厳しい支払い督促に

対し、社員に対応を任せる訳にはいかず、社会保険事務所との連絡及び交渉は

私自身が直接行っていた。申立人は当時の社会保険関係手続には関与していな

い。」旨陳述が得られた。 

   以上の事実を総合的に判断すると、平成 12年１月 25日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、９年 12 月１日

にさかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的理由があったとは認め

られないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められ

ない。 

   また、申立期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、平成９年 12月は 41万円、10年１月から 11年７月については、

20万円と訂正することが必要である。 

申立期間①については、申立人は、Ａ社Ｂ工場を退職した際、脱退手当金を

請求した記憶は無く、受給していないとしている。 

社会保険庁の記録によると、申立人の脱退手当金はＡ社Ｂ工場の厚生年金保

険被保険者資格の喪失日から約３か月後の昭和43年３月18日に支給決定され

ていることが確認できる。 

そこで、Ａ社から提出された「厚生年金保険脱退手当金裁定請求書提出控」

をみると、申立人の当該請求書が昭和 43 年１月 12 日に提出されていること、

及び同日に提出されている者が多数確認できることから、申立人についてもそ

の委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えら

れる。 

また、Ｄ厚生年金基金の「特別脱退一時金支給原簿」によると、申立人に対

し、同一時金として 669 円が支給されており、その支払指図年月日が昭和 43

年１月 20 日と記載されていることが確認できることから、脱退手当金の支給



に合わせて同一時金が支給されたものと推認できる。 

さらに、Ａ社Ｂ工場に係る厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、脱

退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、脱退手当金

の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間①に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4811 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については 15 万円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年７月 16日から 59年１月１日まで 

    ｢昭和 59 年度市民税府民税特別徴収税額の納税者への通知書｣によると、

私の昭和 58年の総収入額は約 400万円となっているところ、社会保険庁の

記録によると、当時勤務していたＡ社における標準報酬月額は 11 万円しか

なく、収入額と比べて低すぎる。申立期間に係る標準報酬月額を、実際の給

与支給額に見合った金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、「厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律」（以下、「特例

法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保

険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であ

ることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、｢昭和 59年度市民税府民税

特別徴収税額の納税者への通知書｣に記載された｢社会保険料等控除額｣から、

昭和 58年７月から同年 12月までの期間について 15万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人の当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は納付したと回答しているが、これを確認できる関連資料及び周



辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行った

とは認められない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4812 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社における資格取得日に係る

記録を昭和 27年 10 月 16日、資格喪失日に係る記録を 32年 12 月６日とし、

申立人の申立期間に係る標準報酬月額を、27 年 10 月から 29 年４月までの期

間については 8,000 円、同年５月から 32 年 11 月までの期間については１万

8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年 10月 16日から 32年 12月６日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社（現在

は、Ｃ社。）Ｂ支社に勤務していた期間の加入記録が無いとの回答をもらっ

た。Ｄ社を退職してすぐの昭和 27年 10月から、Ｅ社に就職する 32年 12

月まで、Ａ社Ｂ支社で勤務していたのに、厚生年金保険被保険者記録が無い

のは、納得できない。申立期間について厚生年金保険被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ支社における申立人の同僚の陳述等により、申立人が申立期間におい

て、同社Ｂ支社に勤務していたことは推認できる。 

また、Ａ社Ｂ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立

人と同職種の者及び申立人の後任者が、厚生年金保険被保険者資格を取得して

いることが確認できる。 

さらに、現在の事業主は、「当時から従業員は全員厚生年金保険に加入させ

ており、Ｆ業務従事者であった申立人が厚生年金保険に加入していないとは考

え難い。」旨陳述しており、加えて、申立期間当時の社会保険事務の担当者は、

「Ａ社では、従業員全員が厚生年金保険に加入していたと思う。」旨陳述して



                      

  

いる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められる。 

また、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立人と同年代で

同職種の同僚の標準報酬月額の記録から判断すると、昭和 27 年 10 月から 29

年４月までの期間については 8,000円、同年５月から 32年 11月までの期間に

ついては１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、資料等は保管していないが、正しい届出を行い、納付義務を

履行したとしているものの、仮に、事業主から申立人に係る厚生年金保険被保

険者資格の取得届が提出された場合には、その後、被保険者報酬月額算定基礎

届及び被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの

機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことか

ら、事業主から社会保険事務所へ資格の取得及び喪失等に係る届出は行われて

おらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 27 年 10 月から 32

年 11 月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4813 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録のうち、平成 12 年１月につい

ては 24万円、同年２月については 38万円、同年３月については 24万円に訂

正する必要がある。 

なお、事業主が申立人に係る平成 12 年１月から同年３月までの上記訂正後

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについては、明らかで

ないと認められる。 

また、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録のうち、平成 13 年６月

及び同年７月については 24万円、同年８月については 19万円、同年９月につ

いては 28万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主が申立人に係る平成 13 年６月から同年９月までの上記訂正後

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについては、明らかで

ないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 12年１月 21日から同年４月 14日まで 

           ② 平成 13年４月１日から同年５月 21日まで 

           ③ 平成 13年５月 21日から同年 10月 11日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務

していた申立期間①、Ｂ社に勤務していた申立期間②及びＣ社で勤務してい

た申立期間③に係る標準報酬月額について、実際に支払われていた給与と異

なっている期間があることが分かった。申立期間に係る各事業所の給与明細

書を持っており、その給与支払明細書を見ると、総支給額から求められる標

準報酬月額とは異なる標準報酬月額で保険料が控除されている期間がある

ので、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報



                      

  

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

申立期間①に係る申立人の標準報酬月額については、給与明細書において確

認できる保険料控除額から、平成 12年１月については 24万円、同年２月につ

いては 38万円、同年３月については 24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、納付したと陳述しているものの、これを確認できる関連資料及

び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 

申立期間③に係る申立人の標準報酬月額については、給与明細書において確

認できる保険料控除額から、平成 13 年６月及び同年７月については 24 万円、

同年８月については 19万円、同年９月については 28万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は納付したと陳述しているものの、これを確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 

一方、申立期間③のうち、平成 13 年５月については、同年５月の給料支給

額合計に基づく標準報酬月額は、11 万円であることから、当該期間に係る社

会保険事務所の記録を訂正することはできない。 

申立期間②については、Ｂ社の平成 13 年分賃金台帳及び当該期間に係る給

与支払明細書の厚生年金保険料控除額を基に計算した標準報酬月額と、社会保

険事務所で記録されている標準報酬月額は一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間②について、申立人の主張する給与支給額に見合う厚生

年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間②については、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

大阪厚年年金 事案 4814 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における資格取得日は、昭和 39年８月１日、資格喪失日は

40年１月 30日であると認められることから、申立期間のうち、同社におけ

る申立人の資格取得日に係る記録を 39年８月１日に、資格喪失日に係る記

録を 40年１月 30日に訂正することが必要である。 

   なお、昭和 39 年８月から同年 12 月までの標準報酬月額については、２

万 4,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 38年２月から 40年１月 30日まで 

② 昭和 41年２月から 43年２月まで 

            ③ 昭和 43年４月から 45年１月まで 

            ④ 昭和 46年１月から 48年２月まで 

  申立期間①は、Ａ社の敷地内にあったＢ社で、主にＣ業務等に従事して

おり、保険関係は天引きされていた。 

  また、申立期間②、③及び④は、Ｄ社でＥ業務等に従事しており、同社

を中途退職したことはない。保険料も天引きされていた記憶があるので、

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人が勤務していたとする「Ｂ社」は、社会保

険事務所において、厚生年金保険の適用事業所としての記録は無いが、「Ａ

社」に係る厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人は、昭和 39年８月

１日に資格を取得し、40年１月30日に資格を喪失した記録が確認できる上、

同僚の陳述内容から申立人が当該期間において同社に在籍していたことが

認められる。 

   しかし、社会保険事務所の記録では、Ａ社は、昭和 39年７月１日に厚生



                      

  

年金保険の適用事業所では無くなった旨の処理がされているが、同日以降

に資格を取得していた申立人を含めた６人の被保険者記録について、41 年

11月 24日に遡及
そきゅう

して資格を取り消す処理がされている。 

   また、資格を取り消しされている当該６人の被保険者のうち、３人につ

いては社会保険庁オンラインシステムに被保険者記録があり、申立人を含

む残り３人については記録が無いなど、社会保険庁における年金記録管理

が適正に行われていたとは考え難い。 

   さらに、当該訂正処理前の記録から、申立期間においてＡ社が当時の厚

生年金保険の適用事業所としての要件を満たしていたと認められることか

ら、当該適用事業所で無くなったとする合理的な理由は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、当該遡及処理に係る記録は有効なものと

は認められないことから、申立人の資格取得日は、訂正前の記録における

昭和 39年８月１日、資格喪失日は、訂正前の記録における 40年１月 30日

であると認められる。 

   なお、昭和 39 年８月から同年 12 月までの標準報酬月額については、Ａ

社に係る厚生年金保険被保険者名簿における申立人の資格取得時の記録に

より、２万 4,000円とすることが妥当である。 

   一方、申立期間①のうち、申立人の昭和 39年８月１日より前のＡ社にお

ける勤務については、同僚照会の結果等から明らかにならず、また、同社

に係る厚生年金保険被保険者名簿において、申立人より７日早く被保険者

資格を取得している同僚は、「Ａ社入社後直ちに厚生年金保険に加入させて

もらった。」としているところ、当該陳述は、同人の同社入社前の厚生年金

保険加入記録等と符合する。 

   さらに、昭和 39年８月１日より前の期間において、申立人に係る厚生年

金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①のうち、昭和 39年８月

１日より前の期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 

   申立期間②、③及び④について、申立人は、Ｄ社に勤務していたと申し

立てている。 

   申立期間②については、Ｄ社は既に厚生年金保険の適用事業所では無く

なっており、事業主も死亡しているため、申立人に係る厚生年金保険料の

控除について確認することができない。 

また、Ｄ社の申立期間②当時の同僚は、「申立人はぶらっと来て、出たり

入ったりというような状況であり、フルタイムでの勤務はしておらず、厚



                      

  

生年金保険にも加入していなかったのではないか。」と陳述している。 

申立期間③については、Ｄ社は社会保険事務所の記録において厚生年金

保険の適用事業所ではない。 

また、同僚のうち一人は、「当該期間について厚生年金保険に加入してほ

しい旨社長に頼んだのがきっかけで昭和 45年２月１日より厚生年金保険に

加入した。それまでは保険料は控除されていなかった。」旨陳述している。 

申立期間④については、社会保険事務所の記録によると、昭和 46年１月

30 日には、事業主を除く４人の被保険者全員が資格を喪失している上、厚

生年金保険被保険者名簿の備考欄には、健康保険証の返納を示す「証返」

の事蹟
じ せ き

があり、また、47 年 12 月 29 日には、Ｄ社は適用事業所では無くな

っている。 

さらに、申立人と同じ昭和 46年１月 30日に資格を喪失している同僚は、

「昭和 45年＊月＊日に社長が事故に遭ってからは、Ｄ社は支払いに困りみ

んなバラバラになってしまった。」と陳述している。 

このほか、申立期間②、③及び④において、申立人に係る厚生年金保険

料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②、③及び④に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4815 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録のうち、昭和 57年 12月から

58年３月までの期間については 32万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主が申立人に係る昭和 57 年 12 月から 58 年３月までの上記訂

正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについては、

明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年６月１日から 58年４月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ

社に勤務していた申立期間の標準報酬月額が 30 万円であるとの回答をも

らった。同社では、毎月約 50 万円の給与をもらっていたので、申立期間

の標準報酬月額を実際の報酬額に見合う最高等級の標準報酬月額に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報

酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲であることから、これらの標

準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、給与明細書において確認

できる保険料控除額から、申立期間のうち、昭和 57 年 12 月から 58 年３月

までの期間については 32万円とすることが妥当である。（申立人提出の４か

月の給与明細書には年の記載は無いが、１月、２月及び３月の給与明細書の

「月例給与計」欄の金額の合計額が源泉徴収票（昭和 58年）の「支給金額」

欄の金額と一致しており、また、12月の給与明細書に記載されている保険料

額（健康保険料、厚生年金保険料及び雇用保険料）は、ほかの３か月の給与

明細書に記載されている保険料額とそれぞれ同額である上、申立人は、「４



                      

  

か月の給与明細書はすべて同じ場所に保管されていた。」と陳述しているこ

とから、これら４か月の給与明細書は昭和 57 年 12 月から 58 年３月までの

ものであると認められる。） 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主が既に亡くなっているため、申立期間当時の状況は不明であり、

このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、昭和 54 年６月から 57 年 11 月までの期間につい

ては、Ａ社の社会保険事務を担当していた社会保険労務士は、「申立人がＡ

社に入社した時、社会保険事務所に標準報酬月額を 30 万円として届出し、

同社の経理担当者に標準報酬月額とそれに基づく保険料額を伝えた。」と陳

述しており、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、当該期間

に厚生年金保険の加入記録が確認できる従業員（上記の経理担当者及び申立

人の上司。）に照会しても、当該期間において、申立人が主張する標準報酬

月額に基づく保険料控除が行われていたことをうかがわせる有力な陳述は

得られなかった。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関

連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間のうち、昭和 54 年６月から 57 年 11 月までの期間については、申立

人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4816 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 41年４月１日、資格喪失日に係る記録を 42年１月１日とし、申立期間の

標準報酬月額については、２万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年４月１日から 42年１月１日まで 

    私は、昭和 41 年３月に大学を卒業し、大学の就職課にＡ社の求人票があ

り応募した。本社に面接に行き、Ｂ市での勤務として採用になり、勤務地は

Ｂ市Ｃ区のＤ営業所で７人ほど働いていた。 

ねんきん特別便を見ると、勤務していたＡ社の記録が記載されていなかっ

たので、大学の就職課に電話で確認したところ、当時、大学に同社の求人が

あったことも判明したので、厚生年金保険の被保険者記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において、Ａ社Ｄ営業所に勤務していた複数の同僚の陳

述及び同僚から提出された当時の社員旅行の写真に写っていた者からの回答

などから判断すると、同社に勤務していたことが推認できる。 

また、複数の同僚の陳述内容から、申立期間当時、Ａ社における社会保険の

資格の取得及び喪失手続並びに給料の計算事務は、すべて本社で一元的に行わ

れており、本社内で社会保険事務手続の担当者と給料計算事務の担当者は異な

っていたとされているところ、当時、本社経理課で経理事務を担当していた同

僚からは、「申立期間当時は全員が正社員だけで、給料の計算をする場合は、

全国どこの営業所に所属している者であっても社会保険には当然に加入して

いるとして、厚生年金保険料の控除を行うものとして処理していた。」と陳述



                      

  

しており、ほぼ同時期に本社経理課で給与計算事務を担当していたほかの同僚

からも同趣旨の陳述が得られた。 

さらに、Ａ社の複数の同僚は、当時の従業員はすべて正社員であり、全員が

社会保険に加入していたと思うと陳述しているところ、申立人が入社した日と

される１か月前の昭和41年３月１日付けで資格を取得している同僚11人のう

ち、住所の判明した８人に照会し、７人から回答が得られ、このうち６人から

は、いずれも入社日と資格取得日は同一日である旨陳述が得られた。 

なお、Ａ社Ｅ営業所所属の同僚からは、「会社が昭和 63年６月９日に発行し

た年金加入証明書によると、厚生年金保険には 40年９月 17日に加入したと証

明しているのに、社会保険庁の記録では、資格取得日はその約６か月後の 41

年３月１日となっているが、当時の保存している給与明細書をみると当該６か

月間も毎月給与から保険料が控除されている。」旨陳述があり、同氏から提出

された給与明細書から、陳述のとおり資格取得前であっても入社日以降は厚生

年金保険料が控除されていることが確認できる。これらのことから、当時、Ａ

社では、入社と同時に社会保険に加入するものとして、厚生年金保険料を控除

していたことがうかがわれる。 

これらを含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同年代及び同質の業務

に従事していた同僚のＡ社における昭和 41 年３月の社会保険事務所の記録か

ら、２万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、保険料を納付していないとしており、また、申立期間に係る厚

生年金保険被保険者名簿の整理番号に欠番が見当たらないことから、申立人に

係る社会保険事務所の記録が失われたとは考え難い上、仮に、事業主から申立

人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後、被保険者報酬

月額算定基礎届及び被保険者資格の喪失届も提出する機会があったこととな

るが、これらいずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しなか

ったとは考え難いことから、事業主から申立人に係る資格の取得及び喪失等に

係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

41年４月から同年 12月までの期間に係る厚生年金保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4817 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 22 年４月１日から 23年４月 20日までの

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められるこ

とから、Ａ社（現在は、Ｂ社。）における資格取得日に係る記録を 22年４月１

日、資格喪失日に係る記録を 23年４月 20日とし、当該期間に係る標準報酬月

額を 300円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 22年４月１日から 23年４月 20日まで 

             ② 昭和 23年５月 10日から 24年４月１日まで 

             ③ 昭和 24年４月 29日から 25年 11月 10日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社

に勤務していた申立期間①、Ｃ事業所に勤務していた申立期間②及び申立期

間③の加入記録が無い旨の回答があった。これらの事業所に勤務していたの

は間違いないので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の陳述等から判断すると、申立人は、申立期間①について、Ａ社

に勤務していたものと推認される。 

   また、同時期にＡ社に勤務し、同質の業務に従事していた申立人より年少の

複数の同僚には、いずれも厚生年金保険被保険者記録が確認できる。 

   さらに、上記同僚及びＡ社の元役員の陳述から、当時、同社は、すべての従

業員を厚生年金保険に加入させていたことがうかがわれる。 

   これらを含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人と同時期に勤務し、同

質の業務に従事していた同僚の昭和 22年 10 月の社会保険事務所の記録から、

300円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、Ａ社は昭和 60年１月 29日に厚生年金保険の適用事業所では無くなってお

り不明であるものの、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格取得届が提



                      

  

出された場合、その後に被保険者資格喪失届も提出する機会があったこととな

るが、これらのいずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しな

いとは考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の取得及び喪失に

係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 22

年４月から 23 年３月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   一方、申立期間②における申立人のＣ事業所での在職については、同僚から

は具体的な陳述を得ることができなかったものの、申立人は同事業所の所在地

及び業務内容を明確に記憶していることから、申立期間②当時、勤務していた

ものと推認される。 

   しかしながら、Ｄ従事者については、厚生省保険局長通知に基づき、昭和

24 年４月１日から初めて厚生年金保険に加入することとされたことから、申

立期間②当時は、制度上、厚生年金保険の被保険者とはならない期間である。 

   申立期間③における申立人のＣ事業所での在職についても、同僚からは具体

的な陳述を得ることができなかったものの、申立人は複数の同僚の氏名を記憶

していることから判断すると、当時、申立人が勤務していたものと考えられる。 

   しかしながら、申立人が同僚であったとして名前を挙げたこれら同僚にも、

申立期間③におけるＣ事業所での厚生年金保険の被保険者としての記録が無

いことから、事業主は、当時、すべての従業員について厚生年金保険に加入さ

せていた訳ではなかったことがうかがわれる。 

   また、Ｃ事業所は、昭和 34年４月 19日に厚生年金保険の適用事業所では無

くなっている上、当時の給与担当者等の所在も不明であるため、これらの者か

ら同事業所の申立人の厚生年金保険料の控除等の状況について確認すること

ができない。 

   このほか、申立人の申立期間③に係る厚生年金保険料のＣ事業所による給与

からの控除については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が申立期間②において厚生年金保険被保険者であったことを認めることは

できない。また、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間③に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4818 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 40年１月 31日から同年２月８日までの期

間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められるこ

とから、申立人のＡ社（現在は、Ｃ社。）Ｂ支店における資格喪失日を同年２

月８日に訂正し、同年１月の標準報酬月額を３万 6,000円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る昭和 40年１月 31日から同年２月８日までの期

間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでな

いと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和 10年生 

    住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 40年１月 31日から同年２月８日まで 

             ② 平成６年６月 30日から同年７月１日まで 

             ③ 平成 11年 11月 30日から同年 12月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間について照会したところ、申立

期間①においてＡ社Ｂ支店に勤務していた期間、申立期間②においてＣ社に

勤務していた期間及び申立期間③においてＤ社に勤務していた期間の被保

険者記録が無い旨の回答をもらった。 

しかし、申立期間は、申立てに係る事業所に勤務していたはずであるので、

申立期間を被保険者期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、雇用保険の記録及びＣ社発行の経歴表から判断すると、

申立人は申立期間①も同社に継続して勤務し（昭和 40 年２月８日にＡ社Ｂ支

店から同社Ｅ支店に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭

和 39年 12月の社会保険事務所の記録から、３万 6,000円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｃ社

は平成 10年 10月１日に解散しているため不明であり、このほかに確認できる

関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主



                      

  

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。                    

申立期間②について、申立人はＣ社本店に勤務し、厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと申し立てている。 

しかしながら、商業登記簿によると、申立人は平成６年６月 29 日付けでＣ

社のＦ職を解任されていることが確認できるほか、企業年金連合会の加入記録

においても、Ｃ社での加入員の資格喪失日は同年６月 30 日となっていること

が確認でき、これらの記録は申立人に係る社会保険庁の被保険者記録と一致し

ている。        

また、申立人は、Ｃ社における厚生年金保険料は翌月控除方式であったと陳

述しているところ、申立人提出の平成６年６月の給与明細書をみると、退職月

にもかかわらず１か月の保険料しか控除されていないことが確認できること

から、同年６月の保険料は控除されていなかったものと考えられる。 

一方、申立人は、申立期間と重なる平成６年６月の国民年金保険料を８年に

過年度納付していることが確認できる。                        

さらに、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間に該当する記録は見当たらない。 

このほか、申立期間②に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

申立期間③について、申立人はＤ社に勤務し、厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと申し立てている。 

しかしながら、商業登記簿によると、申立人は平成 11年 11 月 29 日付けで

Ｄ社の代表取締役を辞任していることが確認できるほか、申立人提出の同年分

給与所得の源泉徴収票の中途就・退職欄には、「11年 11月 29日Ｄ社を退職」

と記載されていることも確認できる。 

また、申立人はＤ社における厚生年金保険料の控除方法は翌月控除であった

と陳述しているところ、申立人提出の給与明細書によると、入社月の平成６年

７月の給与からは厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる一方、

11年 11月の給与からは退職月にもかかわらず１か月の保険料しか控除されて

いないことが確認できることから、同年 11 月の厚生年金保険料は控除されて

いなかったものと考えられる。 

さらに、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間に該当する記録は見当たらない。     

このほか、申立人の申立期間③に係る厚生年金保険料の事業主による給与か

らの控除については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②及び③に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4819 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 19年 10月１日から 20年８月 25日までの

期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れることから、申立人のＡ社における資格取得日を 19年 10月１日、資格喪失

日を 20 年８月 25 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 60 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男（死亡） 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  大正 15年生 

    住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 18年 12月１日から 19年 10月１日まで 

             ② 昭和 19年 10月１日から 20年８月 25日まで 

社会保険事務所の厚生年金保険の記録は無いが、私の夫は申立期間①及び

②においてＡ社に雇用され、勤務していたので、当該期間について被保険者

であったことを認めてほしい。 

なお、夫は、昭和 20 年ごろに兵役に就いているが兵役期間中もＡ社の従

業員として厚生年金保険に加入していたはずである。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、社会保険事務所の保管するＡ社の健康保険労働者年

金保険名簿における記録、申立人と同日入社の同僚の陳述及び申立人の実弟の

陳述から判断すると、申立人は、申立期間②において同社に継続して勤務して

いたことが推定できる。 

また、申立人と同じ時期にＡ社に入社し、見習い実習教育を受け、その後同

じ業務に従事していたとされる同僚には、厚生年金保険の被保険者としての記

録が存在する。 

さらに、申立期間にＡ社おいて被保険者記録が確認できる同僚が証言した当



                      

  

時の当該事業所の従業員数と社会保険事務所の記録上の厚生年金保険被保険

者数がおおむね一致するため、当時、ほぼすべての従業員が厚生年金保険に加

入していたことがうかがえる。 

加えて、Ａ社に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿を見ると、被保険

者の大半が昭和 20年８月 25日に資格を喪失していることが確認でき、上記同

僚が復員直後に同社に復職したが間もなく退職せざるを得なくなったと陳述

しているところ、同社は従業員の兵役中も厚生年金保険に加入させていたと考

えられる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間②において、

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間②に係る標準報酬月額については、同時期にＡ社に入社した

同僚の昭和19年６月の社会保険事務所の記録から 60円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該

事業所が平成 16 年１月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなって

いるため不明であるものの、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格取得

届が提出された場合には、その後被保険者資格喪失届も提出する機会があった

こととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しな

いとは考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の取得及び喪失に

係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

19 年 10 月から 20 年７月までの保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

一方、申立期間①のうち、昭和 18 年 12 月１日から 19 年６月１日までの期

間については、Ａ社は労働者年金保険法の適用事業所であったが、当該期間は、

労働者年金保険法（昭和 16年法律第 60号）の適用期間で、同法では、筋肉労

働者の男子工員のみが労働者年金保険法の被保険者となるとされており、非筋

肉労働者の男子従業員への適用の拡大は、同年６月１日に厚生年金保険法（昭

和 19年法律第 21号）が施行された以降の期間となることから、当該期間につ

いて厚生年金保険被保険者であったことを認めることはできない。 

また、申立期間①のうち、昭和 19年６月１日から同年 10月１日までの期間

については、厚生年金保険制度発足前の準備期間であることから保険料の徴収

は行われておらず、申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4820 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年７月５日から 36年７月 25日まで 

     平成 20 年７月から８月ごろに、厚生年金保険加入期間について、Ｅ社会

保険事務所に照会申出書を提出したところ、Ａ社Ｂ事業所で勤務していた期

間について、脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

    Ａ社Ｂ事業所を退職後、昭和 37年７月からＣ事業所のＤ職になり 40年７

月ごろ退職した。 

    後日、Ａ社Ｂ事業所に勤めていた時の脱退手当金を、昭和 40年 11月２日

に 4,275円受け取ったことになっている。 

    脱退手当金は受け取っていないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する厚生年金保険被保険者証には、再交付の押印が無く、申立

期間に係る事業所で厚生年金保険に加入した際、発行されたものと考えられる

ところ、脱退手当金を支給した場合、当時の事務処理において厚生年金保険被

保険者証に脱退手当金を支給した旨表示をすることとされていたが、当該厚生

年金保険被保険者証にはその表示が無い。 

また、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿及び被保険者名簿の申立人

の生年月日は誤って記録されており、脱退手当金の裁定があれば訂正されると

考えられるところ、平成８年２月 23 日まで訂正されていないことが確認でき

る。 

さらに、申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資

格の喪失日から約４年４か月後の昭和40年11月２日に支給決定されたことと

なっており、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4821 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32年８月１日から 47年８月 29日まで 

     社会保険事務所へ年金の手続に行ったところ、Ａ社に勤務していた期間に

ついて、脱退手当金支給済みとの説明を受けた。Ａ社ではＢ業務に従事して

いたが、けがをする人が多く怖くなって辞めた。脱退手当金について説明は

無かった。 

脱退手当金はもらっていないので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に勤務していた期間について脱退手当金の請求手続をした記

憶が無いことから、脱退手当金は受給していないとしている。 

申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失

日から約２年８か月後の昭和50年４月24日に支給決定されたこととなってお

り、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、申立人に係る脱退手当金裁定請求書及び同裁定伺を見ると、申立人の

生年月日が相違している上、申立人の住所地は、申立期間当時の住所地と異な

っており、脱退手当金の送金先は、申立期間当時の住所地から遠く離れた郵便

局が指定されていることが確認できることから、当該裁定請求書等の記載内容

には申立人が請求したと考えるには不自然な点が見受けられ、申立人の意思に

基づき、当該裁定請求書等が作成及び提出されたとは考え難い。これらの理由

及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る脱退手

当金を受給したとは認められない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4822 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社Ｂ店における資格喪失日は、昭和 46 年５月１日であると認め

られることから、厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、４万 2,000円とすることが妥当

である。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和 23年生 

    住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 46年４月 30日から同年５月１日まで 

私は、Ｃ社に入社し、系列会社へ全国転勤しながらも、昭和 45 年４月２

日から平成６年４月２日まで継続してＤ職等として勤務していた。 

しかし、社会保険庁の記録では、Ａ社Ｂ店からＥ社Ｆ店に転勤した際の申

立期間が厚生年金保険の未加入期間になっている。 

Ｇ厚生年金基金の加入期間証明があるので、申立期間を厚生年金保険加入

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

厚生年金基金連合会が発行したＧ厚生年金基金の加入期間証明及びＣ社の

子会社であるＡ社Ｂ店の雇用保険の記録から判断すると、申立人が申立期間も

同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、上記厚生年金基金の加入期間証明によると、申立人が昭和 45 年４月

２日に同基金の被保険者資格を取得し、平成６年４月２日に同基金の被保険者

資格を喪失したことが確認でき、同基金の加入期間に欠落は無い。 

さらに、Ｃ社は、「申立期間当時、厚生年金保険及び厚生年金基金への届出

書は、複写式の様式を使用しており、同基金に提出したものと同一内容の書類

を社会保険事務所にも提出していた。」としている。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、事

業主は、申立人が昭和 46 年５月１日にＡ社Ｂ店における厚生年金保険被保険

者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 



                      

  

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ店における昭和

46 年３月の社会保険事務所の記録から、４万 2,000 円とすることが妥当であ

る。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4823 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を、平成５

年１月から同年９月までは 47万円、同年 10 月から６年７月までは 44万円に

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年１月から６年７月まで 

       私は、社会保険事務所の訪問調査を受けて、Ａ社で勤務していた申立期間

の標準報酬月額が 20 万円となっていることを知った。所持している給与支

給明細書の総支給額では平成５年１月から６年１月までが 43 万 2,000 円、

同年２月から同年７月までが 41万 2,000円となっており、納得できない。 

            

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録において、申立人の申立期間の標準報酬月額は、

当初、平成５年１月から同年９月までは 47万円、同年 10月から６年７月まで

は 44 万円と記録されていたところ、同年９月８日付けで、５年１月１日にさ

かのぼって 20万円に引き下げられていることが確認できる。 

また、Ａ社の代表者及び同僚二人の厚生年金保険の加入記録についても、申

立人と同様に標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正処理が行われている。 

しかしながら、申立人提出の給与支払明細書（一部の支給月分は紛失のため

欠落。）を見ると、申立人は平成５年１月から同年 10月までは社会保険事務所

に届け出た標準報酬月額より高い 50万円、同年 12月から６年７月までは社会

保険事務所に届け出た標準報酬月額どおりの 44 万円の標準報酬月額に相当す

る保険料を事業主により給与から控除されていることが認められる。 

また、申立期間当時の経理担当者は、「当時、会社は資金面で苦しい時期で、

保険料を滞納していた。滞納保険料の減額と新たに発生する保険料を止めるた

め、社会保険事務所と話し合いを行い、社長に報告し、その指示を受けた。」

旨陳述している。 



                      

  

さらに、商業登記簿により、申立人は平成２年 12月 31日から８年４月４日

までＡ社の取締役であったことが確認できるところ、申立人は申立期間の標準

報酬月額が 20 万円となっていることは社会保険事務所の訪問調査(平成 20 年

実施)により初めて知ったとしており、同僚取締役等からも、「申立人が申立期

間当時、Ａ社において、社会保険事務についての権限を有さない取締役営業部

長であった。」旨陳述があった。 

これらを総合的に判断すると、平成６年９月８日付けで行われた遡及
そきゅう

訂正処

理は事実に即したものとは考え難く、申立人について５年１月１日にさかのぼ

って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったとは認められない

ことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められない。 

なお、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が当初届け出た、平

成５年１月から同年９月までは 47万円、同年 10月から６年７月までは 44万

円に訂正することが必要である。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4824 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）Ｃ事業所における

資格の喪失日に係る記録を昭和 57 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を 24万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年６月 30日から同年７月１日まで 

              厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

Ｃ事業所から同社Ｄ事業所へ異動した時期である申立期間について加入記

録が無いとの回答をもらった。私は、昭和 46 年３月以降、申立期間も同社

に継続して勤務していたのは間違いないので、厚生年金保険の被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の人事記録及び同社の回答内容から判断すると、申立人が申立期間もＡ

社に継続して勤務し（昭和 57 年７月１日にＡ社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所に

異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ事業所における

昭和 57年５月の社会保険事務所の記録から、24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、「申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日を昭和 57年７月１日とす

べきところ、誤った日付で届出を行った。」としている上、事業主が資格喪失

日を昭和 57 年７月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを

同年６月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資

格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年６月の



                      

  

保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当したした場合又は保険料を

還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4825 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における資格

取得日に係る記録を昭和 51 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

12万 6,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年４月１日から同年５月１日まで 

    私は、昭和 51年３月 31日に前職を退職し、同年４月１日にＡ社に入社し

た。 

    しかし、社会保険庁の記録では、Ａ社での厚生年金保険被保険者資格の取

得日が昭和 51 年５月１日となっているので、申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の昭和 51 年分給与所得の源泉徴収票の社会保険料控除額、Ａ社の複

数の同僚の陳述及び同僚の一人が所持する給与明細書から判断すると、申立人

が申立期間に同社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 51

年５月の社会保険事務所の記録から、12万 6,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、社会保険事務所

の記録におけるＡ社の資格取得日と雇用保険の記録における資格取得日がい

ずれも昭和 51 年５月１日となっており、社会保険事務所及び公共職業安定所

の双方が誤って同じ資格取得日と記録したとは考え難いことから、事業主が同

日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年

４月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申

立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4826 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 24 年４月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取

得した旨の届出を社会保険事務所に行ったと認められることから、申立期間に

ついて厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を訂正することが必要

である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 24年４月については 2,400

円とし、同年５月から 26 年２月までについては 2,500 円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 24年４月１日から 26年３月 16日まで 

    昭和 23年４月にＡ社Ｂ事業所に入社し、Ｃ部門に在籍した３年間のうち、

同年５月３日から 24 年４月１日までは厚生年金保険の被保険者記録はある

のに、同年４月１日から 26年３月 16日までの被保険者記録が無いのは納得

できない。申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ事業所の後継企業であるＤ社が保管する人事記録及び申立人の同僚

の証言から、申立人は、申立期間当時に「Ｅ職」としてＡ社Ｂ事業所に勤務し

ていたことが認められる。 

一方、社会保険庁のオンライン記録では申立人と同様に昭和 24 年４月１日

に資格を喪失し、同日に資格を再取得している同僚６名のＡ社Ｂ事業所に係る

厚生年金保険被保険者名簿を確認したところ、再取得した時期の被保険者名簿

には同僚６名全員の加入記録が無い。しかし、オンライン記録から、同僚６名

の同年４月１日以降における同被保険者名簿は別に存在していたと考えられ、

社会保険事務所は、「当該オンライン記録に係る当該被保険者名簿が見当たら

ない。」、「名簿が見当たらない理由は不明。」と回答していることから、社会保

険事務所における年金記録の管理が不適切であったと認められる。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所における年金記録の不適切な

管理により、申立人のＡ社Ｂ事業所における加入記録が失われたと考えるのが

相当であり、事業主は、申立人が昭和 24 年４月１日に厚生年金保険被保険者

の資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に行ったと認められる。 

なお、申立人は、申立期間はＣ部門に在籍していたと申立てており、さらに、

社会保険庁のオンライン記録をみても、申立人は、申立期間後の昭和 27 年２

月１日に第３種被保険者に種別変更されていることから、申立期間の厚生年金

保険被保険者資格の被保険者種別に係る記録を第１種被保険者とし、申立期間

の標準報酬月額については、昭和 26 年３月の社会保険事務所の記録から、24

年４月は 2,400円、同年５月から 26年２月は 2,500円とすることが妥当であ

る。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4827 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 50年 12月 16日にＡ社（現在は、Ｂ社。）における

厚生年金保険被保険者の資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に行った

ことが認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の取得

日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については 12 万 6,000 円とすることが妥当

である。 

また、申立人のＣ社における資格喪失日は、昭和 50年 12 月 16日であると

認められることから、申立期間に係る資格喪失日の記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年 12月 15日から同年 12月 16日まで 

 ② 昭和 50年 12月 16日から 51年２月９日まで 

   私は、昭和 50 年 12 月 16 日にＣ社からＡ社に転勤したが、同年 12 月 15

日から 51 年２月９日までの厚生年金保険の記録が無い。給与明細書から厚

生年金保険料が控除されていることが確認できるので、申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間②について、給与明細書、雇用保険の記録及びＢ社の人事記録等か

ら判断すると、申立人は、昭和 50年 12 月 16日からＡ社に勤務していたこと

が認められる。 

一方、社会保険事務所に保管されているＡ社に係る厚生年金保険被保険者名

簿の申立人の資格取得日欄には、当初、昭和 50年 12 月 16日と記載されてい

たところ、理由は不明であるものの 51 年２月９日に訂正されていることが確

認できる。 

しかしながら、事業主が保有していた申立人に係る厚生年金保険被保険者資

格取得確認通知書によると、申立人に係る資格取得日は昭和 50年 12月 16日

と記載されている。また。申立人と同時期にＡ社で資格取得の届出が行われた

同僚１名については、事業主が保有していた厚生年金保険被保険者資格確認通

知書の資格取得年月日が 51 年２月９日となっているが、社会保険事務所の厚

生年金保険被保険者名簿及び社会保険庁のオンライン記録は 50年 12月 16日



                      

  

となっていることから、社会保険事務所が、当該同僚の資格取得日を記録する

際に、申立人の資格取得日を誤って訂正したものと推察される。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、事業主は、昭和 50年 12 月 16日に申立人が厚生年金保険被保険者の資

格を取得した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 51

年２月の社会保険事務所の記録から、12万 6,000円とすることが妥当である。 

申立期間①について、給与明細書、雇用保険の記録及びＢ社の人事記録等か

ら判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務（昭和 50年 12 月 16 日にＣ社か

らＡ社に異動）していたことが認められることから、申立人のＣ社における資

格喪失日は、昭和 50年 12月 16日であると認められる。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4828 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、14 万 2,000 円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年１月４日から 13年１月 21日まで 

    社会保険事務所で被保険者記録を確認したところ、Ａ社に勤務していた期

間のうち、申立期間の標準報酬月額が12万6,000円であることが判明した。

この時期に支払われていた給与額と比べ標準報酬月額が低額となっている

ので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することになる。 

一方、申立人の雇用保険被保険者離職票から、申立期間に係る離職日(平成

13 年１月 20 日)以前６か月間に支払われた１か月当たりの賃金額は、46 万

8,000円であり、年額に置き換えると 561万 6,000円となり、これは申立期間

に対応する平成 12 年分の給与所得の源泉徴収票の支払金額である 564 万

6,000円と近接した金額であることが確認できる。 

そこで、上記の金額をもとに平成 12 年分の社会保険料等の申立人負担分を

算定すると 78 万円余りとなるが、同年分の源泉徴収票で社会保険料等として

記載された金額である 26万 240円とは一致しない。 



                      

  

また、社会保険庁の記録による 12 万 6,000円の標準報酬月額を用いて申立

期間に係る社会保険料等の申立人負担分を算定すると 23 万円余りとなり、平

成 12年分の給与所得の源泉徴収票の社会保険料等の金額である 26万 240円を

下回る。 

上記の事情から、申立期間の標準報酬月額については、平成 12 年分の源泉

徴収票の社会保険料等の金額を用いて算定した 14 万 2,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているものの、平成 12 年分の給与所得の源泉徴収票において確

認できる厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険庁で記録さ

れている標準報酬月額が一致していない上、Ａ社が加入していた厚生年金基金

で保管していた申立人の申立期間に係る報酬月額の届出書類においても、標準

報酬月額が 12 万 6,000 円となっていることから、事業主は、上記の源泉徴収

票において確認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬月額を届け出てお

らず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う厚生年金保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。



                      

  

大阪厚生年金 事案 4829 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における被保険者記録のうち、申

立期間に係る資格喪失日（平成 11年２月 27 日）及び資格取得日（平成 12年

１月４日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を 19 万円とすることが必要

である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年２月 27日から 12年１月４日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、申立

期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。申立期間については、Ａ社に継

続して勤務しており、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ社において、平成４年５月 11 日

に厚生年金保険の資格を取得し、11年２月 27日に資格を喪失後、12年１月４

日に同社において資格を再取得しており、申立期間の被保険者記録が無い。 

   しかしながら、申立期間に対応する平成 11 年分の給与所得の源泉徴収票に

より、申立人がＡ社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記の源泉徴収票の社会保険料

の金額から、19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているものの、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や

取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録する

とは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及

び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立



                      

  

期間の保険料について納入の告知を行っておらず(社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。)、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 



大阪国民年金 事案 3583 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 39年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 39年 12月まで 

私は、Ａ市に居住していた昭和 35年 10月ごろ、新聞で国民年金制度が開

始されるという記事を読んで、夫婦一緒に国民年金に加入することにし、

当時、私がＡ市役所に行って夫婦二人分の国民年金加入手続をした。 

申立期間の夫婦二人分の国民年金保険料は、Ａ市に居住していたので、私

又は妻が直接市役所の窓口で納付書により納付していた。 

保険料額は、当時月額 100円だったと覚えている。 

私も妻も、昭和 36 年４月の国民年金制度発足時からＡ市役所でずっと保

険料を納付していたことをはっきり覚えているにもかかわらず、私と妻の納

付記録をみると、Ｂ県Ｃ市に転居した 44年からの記録しか残っていない。 

申立期間の保険料が未納と記録されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 35年 10月ごろ、Ａ市役所で申立人が夫婦二人分の国民年金

の加入手続を行い、申立期間の夫婦二人分の国民年金保険料は、申立人又は申

立人の妻が同市役所の窓口で納付していたと申し立てている。 

しかし、申立人が現在所持する国民年金手帳記号番号は、その前後に払い出

された任意加入被保険者の加入日から昭和44年10月ごろにＢ県においてその

妻と連番で払い出されており、この手帳記号番号を使用してでは、申立期間の

保険料は、制度上、時効により納付することができない。 

また、申立人が、申立期間当時に居住していたＡ市を管轄するＤ社会保険事

務所の国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人に対して昭和 39 年９月

ごろに特別適用対策により、その妻と連番で別の手帳記号番号が払い出されて

いるものの、保険料納付が無く、国民年金資格が取り消されたことにより、当



時、当該手帳記号番号は取り消されていることが確認できる。 

さらに、Ａ市では、申立期間当時の保険料収納方法は印紙検認のみであり、

納付書による保険料収納は行っていなかったとしており、申立人の陳述と符合

しない上、申立人も印紙検認の記憶は無いとしている。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書控等）は無く、申立期間の保険料が納付されていたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 3584 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 39年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 39年 12月まで 

私は、Ａ市に居住していた昭和 35年 10月ごろ、新聞で国民年金制度が開

始されるという記事を読んで、夫婦一緒に国民年金に加入することにし、当

時、夫がＡ市役所に行って夫婦二人分の国民年金加入手続をした。 

申立期間の夫婦二人分の国民年金保険料は、Ａ市に居住していたので、私

又は夫が直接市役所の窓口で納付書により納付していた。 

保険料額は、当時月額 100円だったと覚えている。 

私も夫も、昭和 36 年４月の国民年金制度発足時からＡ市役所でずっと保

険料を納付していたことをはっきり覚えているにもかかわらず、私と夫の納

付記録をみると、Ｂ県Ｃ市に転居した 44年からの記録しか残っていない。 

申立期間の保険料が未納と記録されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 35年 10月ごろ、Ａ市役所で申立人の夫が夫婦二人分の国民

年金の加入手続を行い、申立期間の夫婦二人分の国民年金保険料は、申立人又

は申立人の夫が同市役所の窓口で納付していたと申し立てている。 

しかし、申立人が現在所持する国民年金手帳記号番号は、その前後に払い出

された任意加入被保険者の加入日から昭和44年10月ごろにＢ県においてその

夫と連番で払い出されており、この手帳記号番号を使用してでは、申立期間の

保険料は、制度上、時効により納付することができない。 

また、申立人が、申立期間当時に居住していたＡ市を管轄するＤ社会保険事

務所の国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人に対して昭和 39 年９月

ごろに特別適用対策により、その夫と連番で別の手帳記号番号が払い出されて

いるものの、保険料納付が無く、国民年金資格が取り消されたことにより、当



時、当該手帳記号番号が取り消されていることが確認できる。 

さらに、Ａ市では、申立期間当時の保険料収納方法は印紙検認のみであり、

納付書による保険料収納は行っていなかったとしており、申立人の陳述と符合

しない上、申立人の夫も印紙検認の記憶は無いとしている。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書控等）は無く、申立期間の保険料が納付されていたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 3585 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年 12 月から 47年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年 12月から 47年１月まで 

母が、私の国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を支払

ってくれた。 

当時、自宅に保険料の集金に来ていたＡ婦人会の役員は、私の家族のこと

をよく知る人であったから、仮に私だけ未加入であれば、加入の手続をして

くれたはずである。 

また、当時、同居していた私の両親及び妹は、国民年金に加入して保険料

を納付しているにもかかわらず、私の分だけ未加入で保険料を納付しなかっ

たとも考えられない。 

申立期間について、私だけが未加入で保険料が納付されていないと記録さ

れていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入時期などは不明であるが、申立期間の国民年金保

険料は、母が、自宅に来る納付組織の婦人会の役員に、当時同居していた申立

人の両親及び妹の保険料と一緒に納付していたと申し立てている。 

しかし、申立人に係る社会保険庁のオンライン記録をみると、申立人に国民

年金資格を取得した期間は無く、申立期間は国民年金未加入期間であり、制度

上、保険料を納付することはできない。 

また、申立人に係る複数の氏名別読みによる検索及び申立期間当時における

申立人の住所地を管轄するＢ社会保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿

の内容の調査、確認をしたが、申立人に対して国民年金手帳が払い出されてい

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、Ｃ市では、当時の同市での一般的な納付組合の保険料の集金は、市



が渡した被保険者氏名、手帳記号番号などが記載された集金用封筒の記載に基

づき被保険者から保険料を徴収し、国民年金手帳とともに保険料を当該封筒に

入れて市役所へ届け、市役所で検認を行った後、被保険者に年金手帳を返却す

る取扱いであったとしている。 

加えて、申立人は、申立期間の保険料納付に直接関与しておらず、保険料を

納付したとする申立人の母は病気のため、また、納付組合であったとするＡ婦

人会も既に解散しており、当時の状況を聴取することができず、申立期間の納

付状況の詳細は不明である。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控え等）は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 3586 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年 12 月から 51 年１月までの期間、55 年５月から 56 年５

月までの期間、57 年１月から同年４月までの期間、59 年４月及び同年５月並

びに平成２年１月及び同年２月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年 12月から 51年１月まで 

             ② 昭和 55年５月から 56年５月まで 

③ 昭和 57年１月から同年４月まで 

④ 昭和 59年４月及び同年５月 

⑤ 平成２年１月及び同年２月 

私は、昭和 46年 10月ごろ、会社を退職し、Ａ市役所で国民健康保険の加

入申請をしたが、その際、職員から国民年金保険料も納付するように言われ、

国民年金の加入手続を行った。 

その後、会社を退職するたびに、Ａ市役所で厚生年金保険から国民年金へ

の切替手続を行い、国民年金保険料を納付していた。 

申立期間①、②、③、④及び⑤について、納付記録が無く、未加入若しく

は未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 46年 10月ごろに会社を退職した際、Ａ市役所で国民年金へ

の加入手続を行い、その後、国民年金加入期間と厚生年金被保険者期間の切替

手続を適切に行い、申立期間①、②、③、④及び⑤の国民年金保険料はすべて

納付していたと申し立てている。  

しかし、申立人に係る国民年金記録をみると、昭和 46年 10月に国民年金被

保険者資格を取得しているものの、申立期間①を含む 49 年２月から 52 年 11

月までの期間、申立期間②を含む 54年７月から 56年 11月までの期間、申立

期間④及び⑤を含む 57年 10月（平成８年７月 29日付けで昭和 57年５月に訂



正。）以降の期間は、国民年金被保険者資格を喪失して未加入期間であったこ

とが確認でき、申立期間①、②、④及び⑤の保険料は、制度上、納付すること

はできない。   

また、申立人の特殊台帳を見ると、申立期間③直前の昭和 56年 12月の欄に

納付を示す「納」の押印が確認できるものの、57 年１月の欄に「57 催」、同

年４月の欄に「58 催」と、同年１月から同年３月までの保険料について昭和

57 年度に、昭和 57 年４月の保険料について昭和 58 年度にそれぞれ催告をし

ていることが確認できるが、その後、当該期間の保険料が納付されたことを示

す事跡
じ せ き

は無く、市役所で保険料を納付していたとする申立人の陳述と符合しな

い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3587 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年４月から 43年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和９年生 

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年４月から 43年 12月まで 

       昭和 40 年ごろに、兄が実家のあるＡ県で私の国民年金への加入手続をし

てくれた。 

昭和 41 年に結婚後、私は、転居を繰り返したため自身の国民年金保険料

の納付状況が不安になり、43 年ごろに、Ｂ市役所で納付状況の調査をして

もらった。その際、未納期間があることが判明したので、同年 12 月に夫と

一緒に社会保険事務所に出向き、未納期間の保険料２万 9,700円を納付した。 

私は、申立期間の保険料を納付した時の納付書・領収証書と当時の日記も

所有している。 

申立期間の保険料は納付したはずなのに、未納と記録されており納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 43年 12月ごろに夫と一緒にＣ社会保険事務所に出向き、申

立期間の国民年金保険料２万 9,700円を窓口で納付し、その領収証書を所持し

ていると申し立てている。 

しかし、申立人が所持する申立期間に係る３枚複写の納付書・領収証書（以

下「領収証書」という。）を見ると、当該領収証書は、申立期間のうち、昭和

41 年４月から 42 年３月まで、同年４月から 43 年３月まで、同年４月から同

年 12 月までの３期間に分けてそれぞれ発行されているが、各領収証書に領収

印は押されていない。 

また、各領収証書には、それぞれ「18 条」と記載され、第２回特例納付実

施期間中（昭和 49年１月から 50年 12月まで）に発行されたことが確認でき、

申立人の陳述と符合しない。 



また、申立人は、同人の所持する手帳の昭和 43年 12月の欄に「後日社会保

険事務所窓口にて 41年より現金で支払い済ませる 29,700円」等との記載があ

り、同年 12 月に申立期間の保険料２万 9,700 円を納付したと陳述するが、当

時、申立期間の保険料を納付するのに必要な金額と大幅にかい離している上、

同年 12月に申立期間の保険料を納付する場合、同年４月から同年 12月までは

現年度保険料になるところ、社会保険事務所では、当時、前納保険料以外の現

年度保険料の収納は行っていなかったとしており、この点も申立人の陳述と符

合しない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3588 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54年３月から 56年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年３月から 56年３月まで 

       私は、昭和 46 年ごろに夫婦二人一緒に国民年金に加入したが、その後、

夫の経営していた会社が倒産して多額の借金を抱えたため、54 年３月に夫

と離婚し、Ａ市の実家に転居した。 

Ａ市に転居した後、しばらく経ってから氏名変更及び住所変更の手続を行

い、昭和 56 年４月にＢ市に転居するまでの申立期間の国民年金保険料は、

３か月ごとにＡ市役所に出向き、事前に送付されてきた納付書で納付した。 

申立期間の保険料は、納めているはずなので納付済期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 54 年３月にＡ市に転居後、しばらくしてから氏名変更手続

及び住所変更手続を行い、申立期間の国民年金保険料は、送付された納付書を

使用して市役所窓口で納付したと申し立てている。 

しかし、申立人に係る国民年金記録をみると、申立人の手帳記号番号が払い

出されたＣ社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿に、「Ｄ社

保へ転出 Ａ市 57.1.29」と、申立人の特殊台帳の移管年月日欄に「57.２.

４」とそれぞれ記載されていることが確認でき、申立人の国民年金に係るＡ市

への住所変更手続は、申立期間後の昭和 57 年１月ごろにさかのぼって行われ

たことが推認される。この時点において、申立期間の保険料は現年度納付でき

ず、一部期間の保険料は、制度上、時効により納付することができない。 

また、当時、市町村においては、転入者からの国民年金の住所変更手続がな

ければ、被保険者情報が無く、制度上、国民年金の住所変更手続が行われるま

での間は、被保険者に対して保険料の納付書等を送付することはできなかった。 



さらに、上述の特殊台帳には昭和 60 年３月までにＡ市からほかの市町村へ

住所移転の届出がなされたことは記載されておらず、申立期間直後の 56 年４

月にＢ市に転居して、それ以降の保険料は同市で納付したとする申立人の陳述

と符合しない。 

加えて、申立人が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに申立期間について申立人の保険料が納

付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。                                                   

                                                                                                         

 

                                                 

 

                                                              



大阪国民年金 事案 3589 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55年４月から 58年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から 58年３月まで 

私は、国民年金に対する認識が甘かったのかそれほど重要とは思わず、加

入していなかった。昭和 57 年３月ごろにＡ市から、未納が続くと将来年金

がもらえなくなるとの通知が有り、通知書と一緒に入っていた納付書で２年

分をさかのぼって夫婦二人分の保険料を一括で 40 万円ぐらい納付した記憶

がある。保険料は私がＡ市役所窓口で納付した。保険料をさかのぼって納付

したとする領収書等の証拠となるものは残っていないが、さかのぼって一括

納付した後は、遅滞無く保険料を納付している。 

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ市から送られてきた通知書と一緒に入っていた納付書で、２年

分をさかのぼって夫婦二人分の保険料を一括で 40 万円ぐらいＡ市役所にて納

付したと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金加入手続時期をみると、昭和 59年１月 30日に夫

婦連番で国民年金手帳記号番号が払い出されていることが手帳記号番号払出

簿から確認できる。また、申立人の前後の任意加入者の加入状況から、申立人

が加入手続を行ったのは、58年 11月下旬であると推定される。この場合、申

立期間のうち、55年４月から 56年９月までの保険料は時効により制度上、納

付することができない。 

   また、夫婦二人分の保険料を一緒に納付したとする申立人の夫も申立期間の

うち、昭和 55年４月から 56年９月までの保険料は未納の記録となっている。 

さらに、昭和 56年 10 月から 58年３月までの申立人の夫の過年度保険料の

納付状況をみると、保険料を３回に分割して納付していることが確認でき、申



立人が遡及
そきゅう

納付可能期間までさかのぼって夫婦二人分の保険料を一括納付し

たとする申立人の陳述と符合しない。 

加えて、申立人の夫は国民年金加入手続時点で 35 歳を越えており、また、

市では申立人の夫の厚生年金保険被保険者期間を把握していなかったことか

ら、申立人の夫は年金受給権を確保するため、昭和 57 年からの保険料をさか

のぼって納付しなければならなかったのであるが、申立人は、加入手続時点で

33 歳であるとともに市では申立人の厚生年金保険被保険者期間を把握してい

たため、保険料をさかのぼって納付する必要は無かった。 

そのほか、別の手帳記号番号による納付の可能性について、氏名検索を行っ

たほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所の手帳記号番号払出簿の内容

を確認したが、その存在をうかがわす形跡は見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3590 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55年４月から 56年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から 56年９月まで 

私は、国民年金に対する認識が甘かったのかそれほど重要とは思わず、加

入していなかった。昭和 57 年３月ごろにＡ市から、未納が続くと将来年金

がもらえなくなるとの通知が有り、通知書と一緒に入っていた納付書で２年

分をさかのぼって妻が夫婦二人分の保険料を一括で 40 万円ぐらい納付した

記憶がある。保険料は妻がＡ市役所窓口で納付した。保険料をさかのぼって

納付したとする領収書等の証拠となるものは残っていないが、さかのぼって

一括納付した後は、遅滞無く保険料を納付している。 

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ市から送られてきた通知書と一緒に入っていた納付書で、２年

分をさかのぼって妻が夫婦二人分の保険料を一括で 40 万円ぐらいＡ市役所に

て納付したと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金加入手続時期をみると、昭和 59年１月 30日に夫

婦連番で国民年金手帳記号番号が払い出されていることが、手帳記号番号払出

簿から確認できる。また、申立人の前後の任意加入者の加入状況から、申立人

が加入手続を行ったのは、58年 11月下旬であると推定される。この場合、申

立期間の保険料は時効により制度上、納付することができない。 

また、夫婦二人分の保険料を一緒に納付したとする申立人の妻も申立期間は

未納の記録となっている。 

さらに、昭和 56年 10 月から 58年３月までの申立人の過年度保険料の納付

状況をみると、保険料を３回に分割して納付していることが確認でき、申立人

の妻が遡及
そきゅう

納付可能期間までさかのぼって夫婦二人分の保険料を一括納付し



たとする申立人の陳述と符合しない。 

加えて、別の手帳記号番号による納付の可能性について、氏名検索を行った

ほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所の手帳記号番号払出簿の内容を

確認したが、その存在をうかがわす形跡は見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3591 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39年７月から 40年３月までの期間及び 49年９月から 51年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年７月から 40年３月まで 

             ② 昭和 49年９月から 51年３月まで 

    私は、昭和 37 年８月から、兄の会社で勤務していたが、個人事業所だっ

たので厚生年金保険への加入は無かった。国民年金への加入は、会社が手

続をし、保険料は給料から天引きされていた。当時は、会社に任せっきり

だったので詳しいことは分からないが、最初から加入し、保険料も納付し

ていたと思う。 

また、昭和 49年９月ごろ、会社を辞めた後、妻と共に国民年金に加入し

た。保険料の納付は妻に任せていたので、詳しいことは分からないが、妻

は未納が無いように納付していたと言っている。 

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①については、申立人が昭和 39 年７月ごろに会社が国

民年金の加入手続を行い、保険料は給料からの天引きにより納付し、申立期間

②については、49 年９月ごろ、妻と共に国民年金の加入手続を行い、妻が保

険料を納付していたと申し立てている。 

そこで、申立期間①について、申立人の国民年金加入時期をみると、申立人

の国民年金手帳記号番号が払い出されたのは、申立期間①より後の昭和 40年

６月８日であることが手帳記号番号払出簿から確認でき、払出時点で、申立

期間①の保険料は過年度納付しかできず、給料からの天引きによって会社か

ら納付されていたとする陳述とは符合しない。 

また、申立人は国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与していない上、



申立人の保険料を天引きし納付していたとする当時の雇い主からは事情を聴

取することはできず、さらに、元同僚の記録をみると、申立人と連番で手帳

記号番号が払い出され、申立期間①に当たる昭和 40年３月までの保険料は未

納となっていることが確認できる。 

次に、申立期間②についてみると、申立人及びその妻には国民年金手帳記号

番号が昭和 52年１月７日に払い出されていることが国民年金手帳記号番号払

出簿より確認でき、払出時点で申立期間②の保険料は過年度納付しかできな

いが、申立人は、過年度保険料をさかのぼって納付した記憶は無い上、49 年

９月ごろ、妻と共に国民年金の加入手続をし、市役所から送付された納付書

で金融機関において保険料を納付したとする陳述とは符合しない。 

また、申立人の保険料を一緒に納付したとするその妻の納付記録をみると、

申立期間の保険料が未納となっていることが確認できる上、申立人の妻からは、

申立人の保険料が納付されたことをうかがわせる陳述を得ることはできなか

った。 

さらに、申立人には、昭和 40 年６月に払い出された１冊目の国民年金手帳

記号番号があるが、52 年１月の同手帳記号番号の払出時には、１冊目の手帳

があることを伝えなかったとみられる上、１冊目の手帳記号番号の特殊台帳を

みると、44 年９月１日に資格を喪失した後、資格の再取得の記録が無いこと

から、申立期間②の保険料が１冊目の手帳記号番号で納付されたものとは考え

難い。 

加えて、ほかの手帳記号番号による保険料納付の可能性について、各種氏名

検索を行ったが、ほかに申立人の保険料が納付された記録は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3592 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和48年１月から61年３月までの国民年金付加保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年１月から 61年３月まで 

    私は、昭和 45 年に会社を退職した後、しばらくしてラジオの年金番組を

聴いたのがきっかけで、Ａ市Ｂ区役所で国民年金の加入手続をした。その

時、付加年金の納付を勧められたので付加年金の手続もした。 

６年ほど前、夫の年金受給手続の際、私の年金記録を確認したところ、

納付したはずの付加保険料の記録が見当たらなかった。その時は、「納付し

ていたら必ず反映される。65歳の申請時に分かります。」とのことであった。

その後にも何度か確認をしたものの納付の記録は無いとのことであったが、

付加保険料も納付していたので、記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 48 年ごろにＡ市Ｂ区役所で国民年金加入手続を行った時、

同時に付加年金の手続をし、加入後の保険料は付加保険料も併せて納付してい

たと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金加入時期をみると、昭和 48年１月 16日に任意加

入していることが、国民年金受付処理簿から確認できる。また、申立人は、同

年１月から 61年３月までの国民年金保険料を、申立人の住所地であったＡ市、

Ｃ市及びＤ市でそれぞれ納付していることが各市の被保険者名簿から確認で

きる。 

しかし、加入手続をしたＡ市を含め、転居に伴い各市において作成された被

保険者名簿には、申立人の付加保険料の納付記録は見当たらず、また、保険料

を収納した各市は、保険料収納の記録を管轄の社会保険事務所に進達すること

となっているところ、当時の各市の管轄である、Ｅ（Ｃ市）、Ｆ（Ａ市）及び

Ｇ（Ｄ市）の各社会保険事務所で記載された特殊台帳にも付加保険料の納付を



示す記録が無く、13 年３か月に及ぶ長期間、各行政機関が付加保険料納付の

記録誤りを繰り返したとは考え難い。 

また、付加保険料は、定額保険料と同時に納付されるところ、昭和 49 年７

月から 50 年６月までの保険料が前納されていることが特殊台帳の納付記録か

ら確認できるが、この前納金額には、付加保険料を含まない定額保険料額の記

載があることから、この間の付加保険料は納付されていなかったものと考えら

れる。 

さらに、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金付

加保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3593 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年７月から 63年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年７月から 63年 10月まで 

    昭和 48 年ごろ、私がそれまで勤めていた会社を退職したので、妻がＡ市

Ｂ区で夫婦二人の国民年金の加入手続を行った。加入後は、妻が夫婦二人分

の保険料を一緒に納付していたのに、申立期間のうち、57 年３月以前の保

険料は、妻が納付済みであり、私だけ未納とされているのは納得できない。 

    また、昭和 54 年４月以降についても、私が自営でＣ業務に従事をしてい

たので、万一の事故に備えて、妻が夫婦二人分の保険料を納付していた。 

私が入院した昭和 63年 11月に、妻がＡ市Ｄ区役所で、夫婦二人分の免除

申請を行うまで、妻に免除の手続などした記憶が無いのに、申立期間のうち、

私が 57年４月から、妻が同年 10月からともに免除とされているのは納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する申立人夫婦の国民年金手帳は、昭和 48年５月 10日にＡ市

Ｂ区において連番で発行されており、社会保険庁の納付記録をみると、ともに

同年７月から保険料の納付が開始されていることが確認できることから、国民

年金に加入当時のＢ区において、申立人の妻が夫婦二人分の保険料を一緒に納

付していたことがうかがえる。 

しかしながら、申立人の妻は、国民年金に加入後半年ほどして、申立人が再

就職したので、それ以降は、申立人の妻の保険料だけを納付していたと陳述し、

申立人の昭和49年１月から申立期間直前の50年６月までの期間が厚生年金保

険の加入期間として、平成 20 年３月６日に記録が追加されていることから、

その陳述内容を裏づけるとともに、戸籍の附票を見ると、申立人夫婦は昭和

54 年 10 月 28 日にＢ区からＡ市Ｄ区に転居しているところ、申立人の妻の年



金手帳には、翌日の同年 10月 29日にＤ区に住所変更を行った旨の記載が確認

できるにもかかわらず、申立人の年金手帳には、その記載が無いことから、転

居に際し、申立人に係る国民年金の住所変更手続が行われなかったものと推認

され、転居後のＤ区においても、申立人の妻は、妻自身の保険料しか納付でき

なかったものと考えられる。 

また、申立人の妻は、昭和 57 年に知人の紹介で商工会に加入し、同会を通

じて国民健康保険料の減免申請を行ったと陳述しているところ、申立人の年金

手帳を見ると、同年 10月４日にＢ区からＣ区に住所変更した記載が確認でき、

この時点で、初めてＣ区における申立人の国民年金関係の手続が行われたもの

と考えられ、国民健康保険料の減免申請と同時に、申立人夫婦の免除申請手続

が行われた可能性も否定できない上、申立人の妻は、免除申請時において既に

同年９月まで保険料を納付済みであったため、同年 10 月から免除とされ、申

立人は、当該年度が未納期間であったものと考えられることから、同年４月ま

でさかのぼって免除されたものとみるのが自然である。 

さらに、申立期間は 13 年４か月に及び、このような長期間にわたり、納付

記録が連続して欠落することは考え難い上、申立期間のうち、昭和 57 年４月

以降の６年７か月は免除期間であり、この間、免除申請が行われないまま、行

政が毎年、夫婦の免除記録を更新することも考え難い。 

 加えて、申立人の妻が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

(家計簿、確定申告書控等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 3594 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年 10月から 63年 10月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年 10月から 63年 10月まで 

    昭和 48 年ごろ、夫がそれまで勤めていた会社を退職したので、私がＡ市

Ｂ区で夫婦二人の国民年金の加入手続を行った。加入後は、私が夫婦二人分

の保険料を一緒に納付していた。 

    夫が、入院した昭和 63年 11月に、私がＡ市Ｃ区役所で、夫婦二人分の免

除申請を行うまで、私は免除の申請などした記憶は無く、57 年当時は、夫

も元気で仕事をしており、夫婦二人分の保険料を納付することができたのに、

申立期間が夫婦共に免除とされているのは納得できない。  

   

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 63年 11月に、申立人夫婦の免除申請を行うまで、免除の手

続を行った記憶が無く、申立期間の保険料は、夫婦共に納付することができた

と申し立てているところ、申立人に当時の状況について聴取すると、申立期間

当初の 57 年に知人の紹介で商工会に加入し、同会を通じて国民健康保険料の

減免申請をおこなったと陳述している。 

   そこで、申立人の所持する夫婦の国民年金手帳を見ると、それぞれ昭和 57

年 10 月４日に、申立人については、同年２月１日に実施された住居表示によ

る住所の訂正が行われ、申立人の夫については、Ａ市Ｂ区から同市Ｃ区に住所

変更した旨の記載が確認できることから、この時に、申立人夫婦に係る何らか

の国民年金関係の手続が一緒に行われたことをうかがわせるとともに、申立人

が商工会に加入したとする時期と一致することを踏まえると、国民健康保険料

の減免申請と同時に、申立人夫婦に係る国民年金の免除申請手続が行われた可

能性も否定できない上、この時点における申立人夫婦の納付記録を見ると、申

立人については、転居後のＣ区においても、同年９月まで引き続き保険料を納



付しているため、その直後の同年 10月から免除され、申立人の夫については、

同区において納付記録が無いことから、当該年度の同年４月までさかのぼって

免除されたものとみるのが自然である。 

   また、申立期間は６年１か月に及び、このような長期間にわたり、納付記録

が夫婦同時に、かつ、連続して欠落することは考え難い上、免除申請が行われ

ないまま、行政が毎年、夫婦の免除記録を更新することも考え難い。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3595 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年 11月から 48年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 11月から 48年 12月まで 

    私は、Ａ県Ｂ市において、昭和 41年 11月に元夫と暮らし始め、それ以来、

国民年金保険料を私が元夫の分と一緒に集金人に納付してきた。 

当時の国民年金手帳及び領収証書は、昭和 53 年に離婚するなどの事情が

あり、紛失してしまったので、61年６月 17日に、当時住んでいたＡ県Ｃ市

役所で年金手帳を再発行してもらい、翌日の同年６月 18 日に社会保険事務

所へ未納期間の保険料について相談に行った。 

その時、昭和 41 年 11 月から保険料が納付済みであり、54 年４月から未

納となっているということであったので、私が未納期間を全額納付すると言

うと、59年３月以前は時効で納付できないと言われ、同年４月から 61年３

月までの保険料 15万 5,520円を同年６月 30日に納付した。 

    申立期間は、夫婦二人分の保険料を一緒に納付してきた元夫が納付済みで

あるのに、私だけ未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ県Ｂ市において、申立期間の保険料を昭和 41年 11月から申立

人の元夫の保険料と一緒に集金人に納付してきたと申し立てている。 

そこで、申立人及びその元夫の国民年金手帳記号番号の払出時期について、

手帳記号番号払出簿を調査すると、元夫は、申立期間前の昭和 40年 10月に払

い出されていることから、申立期間の保険料を集金人に納付することが可能で

あるが、申立人については、52 年１月に払い出されており、この時点におい

て、申立期間の保険料は、時効により納付することができず、元夫の保険料と

一緒に集金人に納付することはできなかったものと考えられる上、申立人の特

殊台帳を見ると、同年 12 月に、その時点で時効にかからず納付が可能であっ



た50年１月から52年３月までの保険料をさかのぼって過年度納付しているこ

とが確認できる。 

また、申立人が、申立てどおり、申立期間の保険料を集金人に納付するため

には、Ｂ市において別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、

申立期間に係る手帳記号番号払出簿の内容をすべて確認し、旧姓を含む各種の

氏名検索を行ったが、申立人に対し、別の手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情は見当たらなかった上、申立期間当時、Ｂ市における国

民年金保険料の徴収方法は、手帳に印紙を貼付
ちょうふ

する印紙検認方式であるが、申

立人に印紙による保険料納付の記憶が無いほか、国民健康保険料については、

申立人は、自ら納付した記憶が無いので、元夫が納付していたのではないかと

思うと陳述していることから、元夫の国民年金保険料についても、申立人が直

接関与していなかった可能性も否定できない。 

さらに、申立期間は７年以上に及び、このような長期間にわたり、納付記録

が連続して欠落するとは考え難い上、申立人が申立期間の保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

   なお、申立人の所持する「S61.６.17 再発行」とボールペンで記載されたＡ

県Ｃ市発行の年金手帳を見ると、「国民年金の記録(１)」欄の上部欄外に、手

帳再発行時の記載と同様の筆跡とみられる文字で「S50,51,53完納 S49 ３ヶ

月}納付記録あり」の記載が確認でき、その内容は特殊台帳の納付記録とも一

致する上、申立人は当時 45 歳であり、その時点における申立人の納付月数及

び厚生年金保険の加入月数から、申立人がこれ以降、60 歳期間満了まで保険

料を納付しても、申立人の年金受給資格期間である 25 年を確保することが困

難な状況であったことがうかがえることから、申立てにある未納期間の保険料

についての相談とは、申立人の年金受給資格期間が不足するために行われた納

付相談であったものと考えられる。 

また、申立人の所持する昭和 61年６月 18日発行の社会保険事務所の領収証

書を見ると、同年６月 30 日に、この時点において、時効にかからず納付が可

能であった 59年４月から 61年３月までの 24か月の保険料を過年度納付して

いることが確認できるが、この納付により、申立人の年金受給資格期間を最低

限確保することに結びつけていることを踏まえると、申立人は、この当時、申

立期間の保険料が未納であることを認識していたものと考えても不自然では

ない。 

さらに、申立人の社会保険庁の記録をみると、平成 17 年３月に、申立期間

のうち、元夫の厚生年金保険の加入期間であった昭和 47年６月から 48年４月

までの 11 か月を合算対象期間に記録訂正されていることが確認できる。これ

は、当初、申立人の厚生年金保険の加入期間が 32年７月から 37年９月までの

63 か月とみられていたところ、後に、そのうちの 35 年４月から 36 年３月ま



での 12 か月が厚生年金保険に未加入であることが判明したことにより、年金

受給資格期間に９か月の不足が生じ、これを復活するために行われたものと考

えられるが、この記録訂正について、申立人は、このころ、社会保険事務所へ

年金相談に出向き、元夫の戸籍謄本を持参した記憶があると陳述していること

から、当時においても、年金受給資格期間の説明を受け、申立期間を含む未納

期間について認識していたものとみるのが自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3596 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 47年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 47年 12月まで 

    私は、昭和 50 年４月にＡ区へ転居し、妻が区役所で転入届と同時に国民

健康保険の加入手続を行ったが、職員に国民年金の加入を勧められたので、

夫婦一緒に国民年金にも加入した。 

その時、職員から、保険料をさかのぼって納付するよう言われ、私の名前

が記載された納付書１枚を受け取り、後日、妻が保険料を銀行で納付した。

納付金額は、よく覚えていないが、大きな金額であったように思う。 

申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の妻が区役所で申立人夫婦の国民年金の加入手続を行った

際、職員から、保険料をさかのぼって納付するよう言われ、申立人の名前が記

載された納付書１枚を受け取り、後日、申立人の妻が保険料を銀行で納付した

と申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期を調査すると、申立人が

転居したとする昭和 50 年４月に夫婦連番で払い出されていることが確認でき

るところ、当時は、特例納付の実施期間中であり、申立期間の保険料を納付す

ることが可能であったものと考えられる。 

しかしながら、申立人の特殊台帳をみると、特例納付の実施期間が終了した

翌月の昭和 51 年１月に、この時点において、時効にかからず納付が可能であ

った申立期間直後の48年１月から49年３月までの保険料をさかのぼって過年

度納付していることが確認できる上、申立人は、過去の保険料に関する納付書

を受け取ったのは、加入手続の際に受け取った１枚だけであったと明確に陳述

していることから、申立人の妻が納付したとする保険料は、当該期間の過年度



保険料であったものとみるのが自然である。 

また、申立人の妻が、申立人夫婦に係る申立期間の夫婦二人分の保険料を一

緒に特例納付した場合、その納付金額は約 25 万円となるが、申立人は、その

ような大きな金額では無かったとしているほか、申立期間の保険料を納付した

とする根拠として、年金手帳に記載された「はじめて被保険者となった日」を

見て、その日までさかのぼって保険料を納付したものと思ったと陳述しており、

具体的な根拠に乏しい。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3597 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37年 11月から 49年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年 11月から 49年３月まで 

    私は、昭和 50 年４月にＡ区へ転居し、私が区役所で転入届と同時に国民

健康保険の加入手続を行ったが、職員に国民年金の加入を勧められたので、

夫婦一緒に国民年金にも加入した。 

その時、職員から、保険料をさかのぼって納付するよう言われ、夫の名前

が記載された納付書１枚を受け取り、後日、私が銀行で保険料を納付した。

納付金額は、よく覚えていないが、大きな金額であったように思う。 

申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人が区役所で申立人夫婦の国民年金の加入手続を行った際、

職員から、保険料をさかのぼって納付するよう言われ、申立人の夫の名前が記

載された納付書１枚を受け取り、後日、申立人が銀行で保険料を納付したと申

し立てているが、国民年金保険料は、被保険者ごとに払い出された国民年金手

帳記号番号により管理され、その納付書は、個人単位で発行するものとされて

いることから、申立人の夫の納付書で、申立人に係る申立期間の保険料を納付

することはできない。 

そこで、申立人の夫の特殊台帳をみると、昭和 51 年１月に、この時点にお

いて、時効にかからず納付が可能であった 48年１月から 49年３月までの保険

料をさかのぼって過年度納付していることが確認できる上、申立人は、過去の

保険料に関する納付書を受け取ったのは、加入手続の際に受け取った１枚だけ

であり、これ以外に申立人の名前が記載された納付書を受け取った記憶は無い

と陳述していることから、申立人が納付したとする保険料は、申立人の夫に係

る当該過年度保険料であったとみるのが自然である。 



また、申立人が夫婦二人分の国民年金の加入手続を行ったとする昭和 50 年

４月は、特例納付の実施期間中であるが、申立人夫婦に係る申立期間の夫婦二

人分の保険料を一緒に特例納付した場合、その納付金額は約 25 万円となると

ころ、申立人は、そのような大きな金額では無かったとしているほか、申立期

間の保険料を納付したとする根拠として、年金手帳に記載された「はじめて被

保険者となった日」を見て、その日までさかのぼって保険料を納付したものと

思ったと陳述しており、具体的な根拠に乏しい。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3598 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年 10 月から 50 年３月までの期間、51 年１月から 52 年３

月までの期間及び53年４月から54年３月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年 10月から 50年３月まで 

             ② 昭和 51年１月から 52年３月まで 

             ③ 昭和 53年４月から 54年３月まで 

    私は、20 歳から実家を出ており、国民年金の加入手続及び保険料の納付

は母が行っていた。その後、いつからか時期は覚えていないが、自分で保険

料を納付するようになり、結婚する 35 歳まで、自分で毎月金融機関で納付

していたと思う。 

なお、私は、27 歳ごろから住所を何度も変更し、何歳ぐらいにどこに住

んでいたかはよく覚えていないが、自分ですべて納付したので、上記期間が

未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳から実家の母親が申立人の国民年金保険料を納付していた

とし、いつからか時期はよく覚えていないが、申立人自身が保険料を納付する

ようになったと申し立てているところ、申立人の特殊台帳を見ると、申立期間

①前の昭和 49 年５月に、実家とみられるＡ県からＢ市Ｃ区に転居しているこ

とが確認できることから、このころから申立人自身による保険料の納付が開始

されたものと考えられる。 

しかし、当時、申立人は 27 歳であり、申立人は、そのころから住所を何度

も変更したとしているにもかかわらず、当該特殊台帳において、その後、申立

期間③が終了する前の昭和 54 年１月に、Ｂ市Ｄ区から同市Ｅ区に転居するま

で住所を異動した事情が見当たらない上、申立人に各住所変更を行ったとする

具体的な時期及び住所地の記憶が曖昧
あいまい

であることなどを踏まえると、この間、



申立人による住所変更手続が適切に行われず、納付書の入手が困難な状況であ

ったことをうかがわせる。 

   また、申立期間①、②及び③は合計 33 か月に及び、これだけの期間にわた

り納付記録が欠落することは考え難い。 

   さらに、申立人が申立期間①、②及び③の保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに申立期間①、②及び③の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

   なお、申立人がＡ市Ｅ区に異動後は、35歳で結婚した昭和 57年４月に、同

市Ｆ区に転居するまで住所変更が行われていないことが当該特殊台帳により

確認できる上、申立期間③後から結婚まで未納期間が無いことから、申立人が

結婚するまで、銀行又は郵便局で保険料を納付していたとする記憶は、申立期

間③後の記憶であったものとみるのが自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3599 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47年８月から 49年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

      生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨  

        申 立 期 間 ： 昭和 47年８月から 49年 12月まで 

        昭和 47 年９月ごろ、会社を退職した夫が、区役所で夫婦二人分の国民年

金の加入手続をしてくれたと思う。 

申立期間の保険料は、自宅に定期的に来る集金人に対して、初めのころは、

手帳に押印してもらい、途中から納付書に変わったと思うが、いずれも現金

を添えて納付した。 

郵便局で、まとめて納付したことがあり、その時の納付金額は２万円から

３万円であったと思う。 

申立期間の保険料は、夫の分が納付済みとなっているにもかかわらず、私

の分が未納とされているのは納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 47年９月ごろに夫が国民年金加入手続を行い、申立期間の

国民年金保険料については、自宅に来る集金人に納付していたと申し立てて

いる。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記

号番号は昭和 52年 10月 11日に払い出されており、この手帳記号番号払出時

点においては、申立期間の国民年金保険料は制度上、納付することができな

い。 

また、申立人が所持する３制度共通の年金手帳が発行されたのは、昭和 49

年 11 月以降であるところ、申立人は、この手帳以外に手帳の交付を受けた記

憶は無いとしている。 

さらに、特殊台帳を見ると、申立人は、申立期間直後の昭和 50 年１月から

52 年３月までの国民年金保険料について、過年度納付していることが確認で



きることから、国民年金に加入手続後、さかのぼって納付可能な期間の保険料

については過年度納付した一方、申立期間については時効により納付できなか

ったと考えるのが自然である。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付するためには、別の国民年金手帳

記号番号の払出しが必要であるところ、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調

査及び氏名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出

されたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

このほか、申立人から申立期間の国民年金保険料納付をめぐる事情を酌み取

ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3600 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年９月から 10 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年９月から 10年３月まで 

    平成 10年２月ごろ、転居手続に区役所へ行った際、国民年金に加入して

いないことが判明しため、窓口職員に相談したところ、８年５月までさかの

ぼって国民年金保険料を納付し、60歳まで保険料を未納無く納付すれば、

受給権を満たすことができると教えられた。 

そこで、実家の父からお金を借りて、平成 10年２月から同年４月にかけ

て区役所で５万円ぐらいずつの保険料を３回納付したはずである。 

申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を含む平成８年５月から 10年３月までの 23か月の国民

年金保険料を、区役所で、同年２月から同年４月にかけて５万円ぐらいずつ３

回に分けて納付したと申し立てている。 

しかし、申立人の国民年金手帳記号番号は平成 10 年２月ごろに払い出され

ており、この手帳記号番号払出時点において、８年５月から同年８月までの期

間及び申立期間のうち、同年９月から９年３月までの期間の国民年金保険料は

過年度保険料となり、制度上、区役所で納付することはできない。 

   また、納付記録をみると、申立期間直前の平成８年５月から同年８月までの

国民年金保険料は過年度納付されているところ、その納付日をみると、それぞ

れ 10年７月１日、同年７月 31日、同年８月 20日及び同年 10 月 29日と４回

に分けて各１か月ずつ納付（計４万 9,200円）していることが確認できる。そ

の一方、申立期間を含む８年５月から 10 年３月までの保険料は合計で 28 万

9,000円となり、申立内容と符合しない。 



   さらに、申立期間の国民年金保険料が納付可能な別の国民年金手帳記号番号

の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み

検索などを行ったが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

   加えて、申立人から申立期間の国民年金保険料納付をめぐる事情を酌み取ろ

うとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3601 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39年 11 月から 50年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 39年 11月から 50年３月まで 

ねんきん特別便が来て、納付した期間に漏れがあると分かり、社会保険事

務所で納付記録を調べてもらったところ、申立期間の保険料が未納のまま放

置されていた。 

国民年金に加入した当時は、20 歳からの未納分を全部納付できる時期だ

ったので、預金から保険料を引き出し、昭和 51年５月 31日に納付したこと

が日記帳に書いてあり、金額は覚えていないが、区役所の窓口で納付したと

思う。 

申立期間に係る夫婦二人分の保険料を私が納付したのは間違いないので、

未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、昭和 51年５月 31日に区役

所で夫婦二人分を一括して納付したと申し立てている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号

番号は、夫婦連番で昭和 51年５月 10日に払い出されており、この手帳記号番

号払出時点において、申立期間のうち、48 年 12 月以前の国民年金保険料は、

制度上、納付することができず、また、49年１月から 50年３月までの保険料

は、過年度保険料となり、区役所で納付することはできない。                                                  

また、当時は、特例納付実施期間では無かったことから、申立期間の国民年

金保険料を特例納付することもできない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査や氏名

の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたこと



をうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

加えて、申立人の特殊台帳を見ると、申立期間直後の昭和 50年４月から 51

年３月までの国民年金保険料については、30 歳を超えている保険料未納者に

対する年金受給権確保のための納付勧奨が行われ、過年度納付していることが

確認でき、申立人主張の日記帳の記載は、この過年度納付のことを示している

ものと考えられる。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料納付を行ったとする事情を酌

み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3602 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年２月から 51年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 42年２月から 51年３月まで 

ねんきん特別便が来て、納付した期間に漏れがあると分かり、社会保険事

務所で納付記録を調べてもらったところ、申立期間の保険料が未納のまま放

置されていた。 

国民年金に加入した当時は、20 歳からの未納分を全部納付できる時期だ

ったので、夫が、預金から保険料を引き出し、昭和 51年５月 31日に納付し

たことが夫の日記帳に書いてあり、金額は覚えていないが、区役所の窓口で

納付したと思う。 

申立期間に係る夫婦二人分の保険料を夫が納付したのは間違いないので、

未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、昭和 51年５月 31日に区役

所で夫婦二人分を一括して納付したと申し立てている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号

番号は、夫婦連番で昭和 51年５月 10日に払い出されており、この手帳記号番

号払出時点において、申立期間のうち、48 年 12 月以前の国民年金保険料は、

制度上、納付することはできず、また、49年１月から 50年３月までの保険料

は、過年度保険料となり、区役所で納付することはできない。                                                  

また、当時は、特例納付実施期間では無かったことから、申立期間の国民年

金保険料を特例納付することもできない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏

名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたこ



とをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

加えて、申立人の夫の特殊台帳を見ると、申立期間直後の昭和 50 年４月か

ら 51年３月までの国民年金保険料については、30歳を超えている保険料未納

者に対する年金受給権確保のための納付勧奨が行われ、過年度納付しているこ

とが確認でき、申立人主張の夫の日記帳の記載は、この過年度納付のことを示

しているものと考えられる。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料納付を行ったとする事情を酌

み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3603 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年３月から 42年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年３月から 42年３月まで 

    私は昭和 41年に会社を退職した後、市役所で国民年金の加入手続をした。 

申立期間の国民年金保険料については、どのように納付したかよく覚えてい

ないが、市役所の窓口で納付したか、若しくは市役所の方が自宅に集金に来

て納めたかどちらかだったと思う。 

保険料は１か月 200円から 250円ぐらいであったように記憶している。 

申立期間の保険料が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を集金人若しくは市役所窓口で納付し

たと申し立てている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号

番号は、昭和 42年 11 月 28日に夫婦連番で払い出されており、この手帳記号

番号払出時点においては、申立期間の国民年金保険料は過年度保険料となり、

制度上、集金人若しくは市役所窓口で納付することはできない。 

また、Ａ区保管の国民年金被保険者名簿を見ても、申立期間に係る国民年金

保険料納付の事跡
じ せ き

は確認できない上、申立人所持の国民年金手帳を見ても、昭

和 41年度の印紙検認欄に検認印は無い。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏

名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたこ

とをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料納付を行ったとする事情を酌み

取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 4830 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年７月７日から 30年３月 25日まで 

    私は、昭和 29年７月７日から 30年６月４日までの期間、Ａ社にＢ職とし

て勤務していたが、社会保険庁の記録によると、同社における勤務期間のう

ち、入社した 29年７月７日から 30年３月 25日までの期間が厚生年金保険

に未加入とされている。 

入社して１か月後に会社から健康保険被保険者証を受け取ったことを記

憶しており、また、給与から保険料を控除されていたので、申立期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿によると、

申立人が、当時の同僚と申し立てている者が、申立期間中に勤務しており、申

立人に係る被保険者記録が始まる前の昭和 29年 11月 26日に被保険者資格を

喪失していることが確認できることから、申立人が、申立期間のうち、一定の

期間において同社に勤務していたことが認められる。 

   一方、社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿にお

いて昭和29年４月24日に被保険者資格を取得していることが確認できる同僚

から、「自分の入社時期は、昭和 28 年６月又は同年７月ごろであった。」旨陳

述が得られた。 

また、昭和 31年３月 23日に被保険者資格を取得していることが確認できる

者から、「自分の入社時期は、昭和 29年４月であった。」旨陳述が得られた。 

さらに、申立人が同僚であったと申し立てている者のうち、一人は、社会保

険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿において氏名を確

認することができない。 



加えて、申立人は、「Ａ社に入社してから約１か月後に、健康保険被保険者

証を会社から受け取った。」旨陳述しているところ、社会保険事務所が保管す

る厚生年金保険被保険者記号番号払出簿によると、申立人に係る記号番号の払

出日は昭和 30年３月 28日であることが確認でき、申立期間において社会保険

事務所が申立人に対し健康保険被保険者証を交付することは考え難い。 

以上の事情を踏まえると、当時、Ａ社には、入社から長期間経過した後に厚

生年金保険に加入している者及び未加入のままとなっている者が存在してい

たことがうかがわれ、申立人も何らかの理由により被保険者資格の取得が遅れ

たことが推定される。 

また、厚生年金保険被保険者資格の取得が入社より遅れている旨陳述した同

僚二人は、「厚生年金保険被保険者資格の取得前に給与から厚生年金保険料の

控除があったかどうかは覚えていない。」旨陳述している。 

   このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4831 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

   ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年２月から 39年４月 12日まで 

② 昭和 40年 10月 21日から 41年１月１日まで 

    私は、父の知人の紹介で、昭和 37年２月にＡ市のＢ事業所に途中入社し、

Ｃ部門でＤ業務に従事していたが、結婚後の 40年 12月末に退職した。 

社会保険庁の記録によると、Ｂ事業所における厚生年金保険被保険者期間

が、昭和 39年４月 12日から 40年 10月 21日までの約１年半しか見当たら

ず、37年２月から 39年４月 12日までの期間（申立期間①）、及び 40年 10

月 21日から 41年１月１日までの期間（申立期間②）がそれぞれ厚生年金保

険に未加入とされている。 

いとこが昭和 37 年に女の子を出産し、その祝品をＢ事業所で社員割引を

利用して買ったことをはっきり覚えており、同年に入社したことは間違いな

い。当時の社員は高校生のアルバイト以外は正規雇用で、厚生年金保険、健

康保険及び雇用保険には必ず加入することになっていた。また、退職が 40

年 10月 21日とされているが、Ｄ業務は忙しく、年の途中で辞めるようなこ

とは無く、そもそも年末のボーナスをもらう前に辞めるということをするは

ずがない。 

申立期間①及び②において、Ｂ事業所で勤務し、厚生年金保険料を控除さ

れていたので、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人は、「Ｂ事業所では高校生のアルバイト以外

は全員正社員であり、雇用保険、健康保険及び厚生年金保険には入社してすぐ

に加入していた。」旨陳述しているところ、自分の入社時期を覚えており、雇

用保険記録が確認できる同僚７人に係る入社日、雇用保険被保険者資格の取得



日及び厚生年金保険被保険者資格の取得日が、全員一致していることが確認で

きることから、当時、Ｂ事業所では、申立人の陳述どおり、入社後すぐに雇用

保険及び厚生年金保険の加入手続を行っていた状況がうかがえる。 

   一方、雇用保険の記録によると、申立人のＢ事業所における被保険者資格の

取得日は、昭和 39年４月 12日となっていることが確認できる。 

また、昭和 36 年４月にＢ事業所において厚生年金保険被保険者資格を取得

しており、申立人と同じ場所で勤務していた同僚から、「申立人の入社時期は

昭和 37年ということはなかった。私より３年ぐらい後であったと思う。」旨陳

述が得られた。 

さらに、申立人が、「昭和 37 年に出産祝いを贈った。」旨申し立てているい

とこについて、申立人は氏名を明らかにしないことから、当該いとこに係る出

産日を確認することができない。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

   申立期間②については、申立人は申立期間中の昭和 40年 10月＊日に結婚し

ているところ、申立期間当時、申立人と同じ場所で勤務していた同僚の陳述か

ら、申立人が結婚後もしばらくはＢ事業所に勤務していたことがうかがえる。 

一方、雇用保険の記録によると、申立人のＢ事業所の離職日は昭和 40年 10

月 20 日となっており、同事業所における厚生年金保険被保険者資格の喪失日

と符合することが確認できる。 

また、雇用保険記録が確認できる同僚７人のＢ事業所における離職日もすべ

て厚生年金保険被保険者資格の喪失日と符合することが認められる。 

   さらに、申立人が面接を受け、親切にしてもらった旨申し立てている当時の

Ｅ職及びＦ職については連絡先が不明で陳述が得られず、このほか申立人が申

立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたこと

をうかがわせる事情等は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4832 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年５月 17日から 27年 11月 30日まで 

私は、兄及び親戚等と共に昭和 22月 12月＊日にＡ社を設立し、同社が解

散する 27年 11月＊日まで同社の取締役であった。 

社会保険庁の記録によると、Ａ社における勤務期間が厚生年金保険に未加

入とされているが、同社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 24 年５

月 17 日以降は、厚生年金保険に加入しなければならなかったはずである。

また、事業主であった兄から、「会社が厚生年金保険に加入するので、自分

も加入するか。」と聞かれた際に、「加入する。」と答えた記憶がある。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の商業登記簿によると、申立人は、同社が設立された昭和 22年 12月＊

日から解散する27年11月＊日まで、同社の取締役であったことが確認できる。

また、社会保険事務所が保管する同社に係る厚生年金保険被保険者名簿におい

て申立期間中に同社に勤務していたことが確認できる複数の元従業員から、

「申立人は兄弟で会社を経営しており、自分が勤務していた期間は一緒に働い

ていた。」旨陳述が得られたことから、申立人が申立期間において、同社に勤

務していたことが認められる。 

一方、社会保険庁の記録によると、Ａ社は、申立期間の途中である昭和 25

年６月１日に厚生年金保険の適用事業所で無くなっていることが確認できる。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿によ

ると、同社の商業登記簿に記載されている当時の役員５人のうち、監査役１人

を除く４人（申立人、申立人の兄２人（事業主及び取締役）及び監査役１人。）

の氏名が見当たらない。 



さらに、社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿の

健康保険整理番号に欠番は無く、申立人の記録が失われたとは考え難い。 

加えて、申立人の兄は二人とも死亡しているほか、申立期間当時の監査役二

人は連絡先不明のため陳述が得られず、このほか、申立人が申立期間において

事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる

事情等は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4833 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年２月１日から７年３月 10日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、平成６年２月１日から７年３月 10 日ま

での期間の標準報酬月額が、同社が厚生年金保険の適用事業所で無くなった

後に 15万円に訂正されている。同社では設立時の昭和 51年７月＊日から代

表取締役に就任し、月約 50万円の報酬を得ていたが、標準報酬月額を遡及
そきゅう

訂

正する手続を行った記憶は無い。 

申立期間について、標準報酬月額を実際の報酬額に見合った金額に訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初、

50 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所で無くな

った日（平成７年３月 11日）から 19日後の平成７年３月 30日付けで、申立

期間の全期間について遡及して 15 万円に引き下げられていることが確認でき

る。 

また、申立人が保管する平成６年２月分の給与台帳によると、申立人は 50

万円の報酬を受けており、標準報酬月額 50 万円に見合う厚生年金保険料を控

除されていたことが確認できる。 

さらに、社会保険事務所には、Ａ社に係る滞納処分関係の書類は残っていな

いものの、申立人は、｢Ａ社の売上げの中心はＢ地区であったことから、平成

７年１月の災害の影響で営業不振に陥り、同年３月 24 日に銀行取引停止とな

った。このため口座振替による納付ができなくなり、社会保険料も滞納してい

たと思う。｣旨陳述している。 

しかしながら、Ａ社に係る商業登記簿によると、申立人は、同社設立当時の



昭和 51年７月＊日から同社が解散する平成 14年 12月＊日まで、同社の代表

取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、｢社会保険関係事務はすべて私が担当しており、債権者会

議終了後、従業員については、厚生年金保険被保険者資格の喪失手続を行った

が、事業は継続するつもりであったので、私と妻の被保険者資格喪失届及び適

用事業所全喪届は提出しておらず、標準報酬月額の遡及引下げを行った記憶も

無い。｣旨申し立てているところ、ⅰ）認定廃止以外の場合において、社会保

険事務所が事業所からの届出行為なしに厚生年金保険被保険者資格を奪うこ

ととなる適用の廃止を行うことは考え難いこと。ⅱ）社会保険庁の記録による

と、申立人は、Ａ社が厚生年金保険適用事業所で無くなってから程なくの平成

７年５月１日から 18 年９月１日まで、別事業所において厚生年金保険に加入

していることが確認できるとともに、当時、｢二以上事業所勤務届｣を提出した

形跡は見当たらないこと、ⅲ）社会保険庁の記録によると、申立人に係る標準

報酬月額の遡及訂正は、厚生年金保険被保険者資格の喪失と同時（平成７年３

月 30 日）に処理されていることを踏まえると、代表取締役であり、社会保険

関係事務を自ら処理していた申立人が、標準報酬月額の遡及訂正に関与してい

なかったとは考え難い。 

以上の事情及び関連資料等を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を

執行する責任を負っている代表取締役として、自らの標準報酬月額に係る記録

の訂正処理の無効を主張することは信義則上許されず、申立期間における標準

報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4834 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年２月 26日から同年５月 26日まで 

② 昭和 34年５月 26日から 40年１月 21日まで 

    社会保険庁の記録によれば、Ａ社及びＢ社における厚生年金保険加入期

間が脱退手当金支給済みとされている。 

    当時、厚生年金保険が解約できることも知らなかったし、会社からも何の

説明も無かった。また、脱退手当金が支給されたときは結婚してＣ県Ｄ市

に住んでいたので請求手続を行えるはずがない。 

脱退手当金を請求も受給もしていないので、申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いとしている。 

   社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資

格の喪失日から約５か月後の昭和40年６月10日に支給決定されていることが

確認できる。 

  また、申立人の厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味

する「退手」の表示が記されているとともに、脱退手当金の支給額に計算上

の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4835 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 26年４月１日から同年 12月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、申立期間の

加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間も、Ａ社で正社員として勤

務していたので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の在籍証明書、同社が保管している申立人の履歴書及び同僚の陳述から

判断して、申立人が、申立期間も同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、「申立期間当時の記録は無く、申立てどおりの届出及び保

険料納付を行ったかは不明であるが、当時、新入社員について、入社後直ちに

は社会保険（健康保険及び厚生年金保険）の加入手続を行っていなかった可能

性があり、当該手続を行っていない従業員の給与から厚生年金保険料は控除し

ていなかった。」と回答しており、社会保険事務所の同社に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿で確認できる元従業員の中には、自身の記憶する入社日

の約８か月後に厚生年金保険に加入している者がいることから、同社では、必

ずしも入社後直ちには加入手続を行っていなかったものと考えられる。 

なお、社会保険事務所の厚生年金保険手帳記号番号払出簿を見ると、申立人

がＡ社在籍中に払い出された同手帳記号番号の払出日は、昭和 27 年１月 21

日であることが確認できるところ、同手帳記号番号の払出しは、通常、事業所

による被保険者資格の取得届提出後、１か月以内に行われるものであることか

ら、同社は、申立人の加入手続を 26年 12月ごろに行ったものと考えられる。 

また、申立期間当時の事業主は既に死亡しているため、申立人の申立期間に

係る勤務実態及び厚生年金保険料控除の状況を確認することはできない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関連



資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4836 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ：  昭和 41年１月から 42年７月まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、Ａ社

に勤務した期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間に同社で勤

務していたので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の陳述から判断して、期間は特定できないものの、申立人がＡ社に勤務

していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、「申立人の雇用形態及び厚生年金保険料控除等については、

平成２年に経営者が代わっており、関連資料も無いため、不明である。」とし

ている。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立期間に厚生年

金保険の加入記録が確認できる従業員に照会したところ、複数の従業員から、

「正社員の場合、厚生年金保険は本人の希望に基づき加入していた。本人の希

望で雇用保険だけ加入して、厚生年金保険には加入していない人も多数いた。」

との陳述が得られた。 

さらに、前述の被保険者名簿を見ると、Ａ社は申立期間中の昭和 42 年６月

１日からＢ厚生年金基金に編入していることが確認でき、仮に、申立人が厚生

年金保険の被保険者であれば、この時点で同基金に加入しているはずであるが、

同基金からは、「設立時の昭和 42年６月から保存している加入者台帳を検索し

たが、申立人の記録は確認できなかった。」との陳述が得られた。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除につ

いては、申立人に明確な記憶は無く、これを確認できる関連資料及び周辺事情

は無い。 



これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4837 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年５月から同年８月まで 

             ② 昭和 44年９月から同年 12月末ごろまで 

             ③ 昭和 45年１月から 46年３月 20日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間

が未加入期間である旨の回答をもらった。申立期間①については、Ａ社で、

申立期間②は、Ｂ社で、申立期間③は、Ｃ社（現在は、Ｄ社。）で勤務し

ていたので、申立期間①、②及び③について、厚生年金保険被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ａ社でＥ職として勤務していたと申し立て

ているところ、同僚の陳述から判断して、期間は特定できないものの、申立人

が同事業所に勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者記録から申立期間において被保険

者記録の確認できる 16人のうち、連絡先が確認できる 10人に照会し、６人か

ら回答を得たところ、申立期間に被保険者資格を持つ同僚が、後輩として記憶

している複数の者の被保険者記録が、申立人と同様に無いこと及び自身の記憶

する入社時期よりも資格取得日が少なくとも半年以上遅れているとする者が

確認できる。 

また、Ａ社は、昭和 46年 10月１日に厚生年金保険の適用事業所では無くな

っており、事業主は既に死亡しているほか、事務担当者であったとする同僚の

連絡先が確認できないため、申立人の申立期間における勤務実態及び周辺事情

を確認することはできない。 

さらに、申立人の申立期間に係る雇用保険の記録は無く、加えて、Ａ社に係



る厚生年金保険被保険者名簿において申立期間に係る健康保険整理番号に欠

番は無い。 

申立期間②については、「Ｂ社Ｆ職申立人名」の名刺が提出されていること

及び雇用保険の記録（取得日：昭和 44 年９月 20 日、離職日：同年 12 月 28

日）から判断して、申立人が当該期間においてＢ社に勤務していたことは推認

できる。 

しかし、Ｂ社は、社会保険事務所において厚生年金保険の適用事業所として

の記録が無い。 

また、商業登記簿により確認できた取締役３人については、連絡先が確認で

きないため、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

ない。 

申立期間③について、申立人は、Ｃ社のＧ職として勤務し、給料計算事務も

していたと申し立てているところ、社会保険庁の記録において、申立期間に被

保険者記録が確認できる同僚 14人のうち、連絡先の確認できた９人に連絡し、

５人から回答を得たが、申立人のことを記憶している者はいない。 

また、Ｄ社は、「当時の記録は保存していない。代が替わり、昔のことは先

代の死去により分からない。」と回答しており申立人の申立期間における勤務

実態及び周辺事情を確認することはできない。 

さらに、申立人の申立期間に係る雇用保険の記録は無く、加えて、Ｃ社に係

る厚生年金保険被保険者名簿において申立期間に係る健康保険整理番号に欠

番は無い。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料の事業主に

よる控除については、申立人に明確な記憶が無く、また、これを確認できる関

連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4838 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ：  ① 昭和 36年４月ごろから同年 10月ごろまで 

   ② 昭和 36年 11月ごろから 37年４月ごろまで 

   ③ 昭和 37年５月ごろから同年９月ごろまで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答を得た。 

私は、昭和 35 年４月ごろから同年 10 月ごろまでは、Ａ社（現在は、Ｂ

社。）本店に勤務していた（申立期間①）。 

その後、昭和 36 年 11 月ごろから 37 年４月ごろまではＣ社に(申立期間

②)、同年５月ごろから同年９月ごろまではＤ社（申立期間③）にそれぞれ

勤務していたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ社の元従業員の陳述から判断すると、期間は特定で

きないものの、申立人が同社に勤務していたことが推認できる。 

   しかし、Ａ社の複数の元従業員は、入社時期より数年遅れて厚生年金保険の

資格を取得しており、Ｇ職だったとする元従業員は、「Ａ社では、長く勤める

人だけを厚生年金保険に加入させていた。２か月から３か月勤めて辞める人は

もともと厚生年金保険には加入させていない。」と陳述しており、別の元従業

員も「申立人が、中学を卒業してすぐ勤務していたのなら、厚生年金保険には

入っていなかったと思う。当時、Ａ社のＥ職は出入りが激しかったので、見習

い期間があったはずである。」と陳述している。 

   また、申立人及び複数の元従業員は、申立期間当時のＡ社の従業員数は 200

人以上（Ａ社本店は 15人から 50人、Ａ社Ｆ支店は約 200人。）であったと陳

述しているところ、社会保険事務所のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿を見ると、申立期間当時の被保険者数は 50 人程度であり、同社では、



厚生年金保険の加入手続を全員については行っていなかったことがうかがえ

る。 

   さらに、Ｂ社に照会したところ、申立期間当時の資料は保管されておらず、

申立期間当時の事業主及び役員も死亡しており、ほかに当時のことを知る者も

いない旨の回答があり、申立期間に係る関連資料及び陳述を得ることはできな

い。 

加えて、当該被保険者名簿において申立期間に健康保険整理番号の欠番は無

く、ほかに不自然な点も見当たらない。 

申立期間②について、申立人提出の申立期間当時の写真及び同僚の陳述から

判断すると、期間は特定できないものの、申立人がＣ社に勤務していたことが

推認できる。 

しかし、Ｃ社は、「申立人が 16歳でＨ職として勤務していたのであれば、厚

生年金保険の加入手続は行っておらず、申立人の給与から厚生年金保険料を控

除することはなかったはずである。」と回答しており、当該事業所に係る厚生

年金保険被保険者名簿で、申立期間を含む昭和 36 年６月から 39 年 12 月まで

の期間について確認したところ、18 歳未満で厚生年金保険被保険者の資格を

取得している者は確認できなかった。 

また、申立人は当時の同僚について記憶していないため、Ｃ社に係る厚生年

金保険被保険者名簿上に厚生年金保険の加入記録がある 19 人を抽出し、住所

の判明した９人に照会したところ、Ｇ職であった元従業員は、「当時、申立人

が 16 歳だったのなら、厚生年金保険には加入させていなかったのではないか

と思う。」と陳述している。  

さらに、当該被保険者名簿において申立期間に健康保険整理番号の欠番は無

く、ほかに不自然な点も見当たらない。 

申立期間③について、申立人は、Ｄ社に勤務し、厚生年金保険に加入してい

たと申し立てている。 

しかし、申立人が申立期間当時勤務していたとするＤ社は、社会保険事務所

において、厚生年金保険の適用事業所としての記録は無く、また、同社の所在

地を管轄する法務局に商業登記の記録も無い。 

さらに、申立人は、Ｄ社の代表者及び同僚の氏名を記憶しておらず、同社に

おける申立人の勤務の状況及び厚生年金保険料の事業主による控除について

確認することができない。 

加えて、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除につい

ては、申立人に明確な記憶が無い。 

このほか、申立期間①、②及び③に係る申立人の厚生年金保険料控除を確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4839 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 28年４月１日から同年 12月まで 

② 昭和 29年１月１日から同年２月１日まで 

③ 昭和 29年７月１日から 32年 12月まで 

私は、昭和 28 年４月から 32 年 12 月までＡ事業所に勤務していたが、社

会保険事務所で厚生年金保険の被保険者記録を確認したところ、申立期間①、

②及び③の加入記録が無いとの回答をもらった。当該期間について、厚生年

金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、同僚の陳述から、期間は特定できないものの、申立

人が「Ｂ部門」に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人が申立期間当時勤務していたとする「Ｂ部門」は、社

会保険事務所の記録において、厚生年金保険の適用事務所としての記録は無い。 

また、Ａ事業所人事課は、「すべての申立期間について、当時の給与台帳及

び厚生年金保険被保険者台帳は保管しておらず、現存する人事記録では、申立

人の申立期間①における在職について確認できない。」としており、同事業所

は、「Ｂ部門に係る資料は無く、別の部門であった可能性がある。」としている。 

さらに、申立人が記憶する申立期間①における同僚二人について、当該期間

に厚生年金保険の加入記録は確認できない。 

申立期間②については、Ａ事業所人事課提出の人事記録により、申立人は、

昭和 29年１月 20日から同事業所Ｃ課に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、申立人の厚生年金保険加入記録がある社会保険事務所のＡ

事業所Ｄ課に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立期間②

に資格を取得している被保険者の資格取得日は昭和 29年１月１日又は同年２



月１日であり、健康保険の整理番号にも欠番が無いことが確認できる。 

また、Ａ事業所人事課は、上記人事記録に対して厚生年金保険被保険者の

資格取得日が遅れていることについては、「不明である。」と回答している。 

申立期間③については、Ａ事業所人事課提出の人事記録により、申立人は

同事業所Ｃ課及び同事業所Ｅ課に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、申立人と同じ昭和 29年２月１日にＡ事業所Ｄ課において厚

生年金保険の被保険者資格を取得している女性の同僚二人に照会したところ、

同僚が記憶している同県での勤務期間が 38か月又は 91か月であるのに対し、

同事業所Ｄ課における被保険者期間は２か月又は５か月であることから、同

事業所Ｄ課では、申立期間③当時、女性の被保険者は継続して厚生年金保険

に加入させていなかったことがうかがえる。 

また、Ａ事業所人事課は、「給与台帳、厚生年金保険被保険者台帳等は残っ

ていない。」と回答しており、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除

について確認することができない。 

このほか、申立人のすべての申立期間に係る厚生年金保険料の事業主によ

る控除については、申立人に明確な記憶が無く、これを確認できる関連資料

及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4840 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年４月 15日から同年７月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社（現

在は、Ｂ社。）で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回

答をもらった。同社が作成した退職金明細書には、入社日が昭和 62 年４

月 15 日と記載されており、当該期間も間違いなく同社に勤務していたの

で、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が作成した退職金計算書、商業登記簿謄本及び同僚の陳述から、申立人

が申立期間に同社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ａ社は、申立期間当時の従業員に関する記録を保管しておらず、申

立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料控除の状況は確認でき

ない。 

また、社会保険事務所のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見

ても、申立期間における健康保険の整理番号に欠番は無い。 

さらに、申立人のＡ社における厚生年金保険の資格取得日（昭和 62 年７月

１日）は雇用保険の資格取得日と一致しており、申立期間当時、同社に勤務し

ていた同僚５人の厚生年金保険と雇用保険の資格取得日を確認したところ、同

僚５人の厚生年金保険の資格取得日は、雇用保険の資格取得日と同一日又はそ

れ以後の日であることからみて、申立人の記録に不自然さはうかがえない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 4841 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 34年１月ごろから 36年 11月１日まで 

② 昭和 38年１月ごろから同年３月ごろまで 

③ 昭和 38年４月ごろから同年９月ごろまで 

    申立期間①については、Ａ社（現在は、Ｂ社。）で昭和 34年から勤務し始

めた。しかし、社会保険庁の記録では 36年 11月１日に加入したことになっ

ている。同日に厚生年金保険被保険者証を再交付してもらっており、それま

で加入していたことは間違いないので記録を認めてほしい。 

申立期間②については、Ｃ社で昭和 38 年の初めから３か月ぐらい勤務し

ていた。また、申立期間③については、Ｄ社という会社で同年４月から６か

月ぐらい勤務しており、両社ではＥ社のＦ業務等に従事していた。しかし、

申立期間②及び③について社会保険庁には記録が無いとの回答であったが、

社会保険に加入し勤務していたので納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、昭和 34 年にＡ社で勤務し始めたと申し立

てている。 

しかしながら、Ａ社に昭和 35年５月 18日に入社したとする同僚は、「申立

人は、自分よりも後から入社しており、自分が入社してから１年又は１年半後

ぐらいに入社したことを覚えている。」と陳述しており、申立人の申立期間①

に係る勤務実態を確認することができない。 

また、Ａ社は、申立人の勤務実態及び保険料控除に関する資料は廃棄してお

り、当時のことは不明と回答しているほか、当時の事業主及び事務担当者も亡

くなっており、当時の事情等を明らかとすることはできなかった。 

さらに、上記同僚は、自身の入社日を昭和 35年５月 18日と回答していると

ころ、同氏の厚生年金保険の資格取得日は 36年６月 27日となっていることが

確認できることから、Ａ社では、すべての従業員を入社と同時に厚生年金保険

に加入させていた訳ではなかったことがうかがわれる。 



なお、申立期間①当時における厚生年金保険記号番号払出簿をみると、申立

人がＡ社において初めて取得した記号番号の払出日は昭和 36年 11月 22日で、

資格取得日は同年 11月１日と、それぞれ記録されていることも確認できる。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間①における被保険者記録は見当たらなかっ

た。 

このほか、申立人が申立期間①において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

申立期間②について、申立人は、Ｃ社で昭和 38 年の初めから３か月ぐらい

勤務していたと申し立てており、同社の業務内容及び所在地などを具体的に記

憶していることなどから判断すると、期間は特定できないものの、同社におい

て在職していたものと推認される。 

しかしながら、Ｃ社に係る厚生年金保険被保険者名簿から連絡先が判明した

同僚 18 名に事情照会を行ったものの、回答が得られた８名の同僚は、いずれ

も申立人について覚えていないとしている。 

また、Ｃ社は、「当時の資料は残っていないが、当時は短期間での入退社が

多かったために、入社後３か月間の研修期間を設けており、申立人が４か月以

上勤務していた場合は厚生年金保険に加入させていたはずであるが、３か月以

内の勤務期間であれば厚生年金保険には加入させず、また、保険料も控除して

いなかったと思う。」と陳述していることから、申立期間②当時、同社ではす

べての従業員を入社と同時に厚生年金保険に加入させていた訳ではなかった

ことがうかがわれる。 

さらに、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間②における被保険者記録は見当たらなかっ

た。 

このほか、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

申立期間③について、申立人は、Ｇ市Ｈ区にあるＤ社で正社員として勤務し

ていたと申し立てているところ、申立人が当時勤務していたとするＤ社は、社

会保険事務所において、厚生年金保険の適用事業所としての記録は無く、また、

同事業所の所在地を管轄する法務局に商業登記の記録も無い。 

さらに、Ｄ社の代表者、上司及び同僚の連絡先は不明であり、これらの者か

ら、同事業所における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除等について

確認することができない。 

一方、申立人は、Ｄ社ではＥ社のＦ業務等に従事していたと申し立てている

ところ、Ｇ市にＨ社という名称の事業所の所在が判明したため、同事業所にＤ

社との取引関係等について確認したが、Ｈ社からは「現在の取引先にＤ社とい

う事業所は無く、当時の取引先関係については資料が残っておらず不明。」と

の回答が得られた。 

なお、Ｈ社に係る厚生年金保険被保険者名簿についても調査したが、申立人

の申立期間③における被保険者記録は見当たらなかった。 



また、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間③における被保険者記録は見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間③において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4842 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 45年７月 15日から 47年４月８日まで 

② 昭和 47年４月 21日から 48年７月 21日まで 

③ 昭和 48年 10月 26日から 49年４月 13日まで 

④ 昭和 49年４月 16日から 50年９月 10日まで 

私の給与明細書は保存していないが、申立期間①のＡ社(現在は、Ｂ社。)

では 12万円の給与を、申立期間②のＣ社（現在は、Ｄ社。）では 15万円の

給与を、申立期間③のＥ社では 17万円から 18万円の給与を、申立期間④の

Ｃ社では 15 万円の給与を、それぞれもらっており、厚生年金保険料もそれ

に基づいた額が給与から控除されていたはずである。 

しかし、社会保険庁の記録では実際に支給されていた給与よりも低い額で

届け出られているので、給与に見合った標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、Ａ社で勤務した期間の標準報酬月額(６万

4,000 円から 11 万 8,000 円)が、当時に受け取っていた給与支給額(12 万円)

よりも低額であると申し立てている。 

しかし、社会保険事務所が保管するＡ社に係る事業所別被保険者名簿による

と、申立期間当時、申立人と同じ職種であった同僚の標準報酬月額は、申立人

とほぼ同額であることが確認できる。 

また、申立人提出の失業保険被保険者離職票の賃金支払状況等欄によると、

離職前の昭和 46 年９月以降の各月の賃金月額は 10 万 678 円から 14 万 1,735

円で、これら離職前７か月の平均賃金月額は12万1,988円と記録されており、

その額は、申立人の同年 11月 1日以降の標準報酬月額(11万 8,000円)とほぼ

一致しており、申立人主張の低額の標準報酬月額になっているとする申立て事



実は確認できない上、Ｋ厚生年金基金における申立人の標準報酬月額は、社会

保険庁の記録と一致している。 

さらに、Ａ社は、「申立期間当時の資料は保存されていないことから、申立

人の給与支給額及び標準報酬月額の届出等については不明であるが、保険料控

除については、届出をした標準報酬月額に基づく保険料しか控除しておらず、

それ以上の控除はしていない。」としている。 

加えて、申立人主張の給与支給額を基に事業主が給与から厚生年金保険料を

控除していた事実を確認できる給与明細書等の関連資料も無いほか、同僚から

もそれをうかがわせる陳述が得られなかったなど、当時の事情を確認すること

はできなかった。 

申立期間②及び④について、申立人は、Ｃ社において勤務していた申立期間

②の標準報酬月額(８万円から８万 6,000 円)及び申立期間④の標準報酬月額

(12万 6,000円)が、当時受け取っていた給与支給額(15万円)よりも低額であ

ると申し立てている。 

しかし、社会保険事務所が保管するＣ社に係る厚生年金保険被保険者名簿に

よると、申立期間当時、申立人と同じ職種であった同僚の標準報酬月額は、申

立人とほぼ同額であることが確認できる上、当該同僚からは、「給与計算は適

正に行われており、社会保険庁に記録されている標準報酬月額が低い額になっ

ているとは思わない。」と陳述している。 

また、企業年金連合会は、Ｃ社が加入していたＦ厚生年金基金における申立

人の標準報酬月額は、社会保険庁の記録と一致していると回答している。 

さらに、Ｃ社は、「申立期間当時の資料は残っておらず、申立人の給与額及

び標準報酬月額の届出状況等は不明であるが、毎月の保険料控除については、

届出した標準報酬月額に基づく保険料しか控除していない。」と回答している。 

加えて、申立人主張の給与支給額を基に事業主が給与から厚生年金保険料を

控除していた事実を確認できる給与明細書等の関連資料は無いほか、同僚から

もそれをうかがわせる陳述が得られなかったなど、当時の事情を確認すること

はできない。 

申立期間③について、申立人は、Ｅ社で勤務していた期間の標準報酬月額(10

万 4,000 円)が、当時に受け取っていた給与支給額(17 万円から 18 万円)より

も低額であると申し立てている。 

しかし、社会保険事務所が保管するＥ社に係る厚生年金保険被保険者名簿に

よると、申立期間当時、申立人と同時期に入社した同じ職種（Ｇ職）であった

同僚の標準報酬月額は、申立人と同額となっていることが確認できる上、当該

同僚からは、「Ｅ社では、Ｈ職、Ｇ職及びＩ職は、それぞれ担当部署によって

給与は異なっていたが、給与計算は適正に行われており、標準報酬月額が低い

額になっているとは思わない。」と陳述している。 

また、企業年金連合会によると、Ｅ社が加入していたＪ厚生年金基金におけ



る申立人の標準報酬月額は、社会保険庁の記録と一致していると回答している。 

さらに、Ｅ社の当時の事業主は既に亡くなっているが、その親族からは、「申

立期間当時の資料は残っていないことから、申立人の給与支給額及び標準報酬

月額の届出額等は不明であるが、少なくとも保険料控除については、社会保険

事務所から通知された標準報酬月額に基づく保険料しか控除しておらず、それ

以上の保険料を控除するはずがない。」旨回答があった。 

加えて、申立人主張の給与支給額を基に事業主が給与から厚生年金保険料を

控除していた事実を確認できる給与明細書等の関連資料も無いほか、同僚から

もそれをうかがわせる陳述が得られなかったなど、当時の事情を確認すること

はできない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間①、②、③及び④について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。



大阪厚生年金 事案 4843 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料 

  を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 47年５月１日から同年 12月末日まで 

私は、申立期間にＡ社で勤務していたが、社会保険事務所に厚生年金保険

の加入記録を照会したところ、当該期間の加入記録が無い旨回答をもらった。

申立期間は同社に間違いなく勤務していたので、厚生年金保険の被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の陳述から判断すると、申立人は申立期間当時、期間は特定できないも

のの、Ａ社に勤務していたものと推認される。 

   しかしながら、雇用保険の記録をみると、申立人は、申立期間と重なる昭和

47年８月 14日までの期間については、Ａ社に入社するまで勤務していた前の

事業所において雇用保険の被保険者であったことが確認できることから、申立

期間のうち、同年５月１日から同年８月 14 日までの期間は同社に在籍してい

なかった可能性がある。 

   また、Ａ社は平成９年６月に解散しており、事業主から申立人の申立期間に

おける勤務実態及び保険料控除について確認することができないほか、同僚は、

申立人の申立期間当時における厚生年金保険への加入状況については不明と

しており、申立期間における保険料控除をうかがわせる事情は見当たらなかっ

た。 

   さらに、Ａ社の元役員は、「入社後一定期間は試用期間を設けており、入社

と同時には社会保険に加入させず、その間は給与から厚生年金保険料も控除し

ていなかった。また、すべての従業員を厚生年金保険に加入させていた訳では

なく、長期間継続して勤務することが可能と判断できる者を加入させていた。」

旨陳述をしているほか、同僚からもこれと符合する陳述が得られた。 



   加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間における厚生年金保険の被保険者記録は見

当たらないほか、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿の健康保険整理番号に

欠番は無く、同名簿の記録に不自然な点もうかがえない。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4844 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25年ごろから 30年ごろまで 

             ② 昭和 34年ごろから 37年ごろまで 

    私は、申立期間①について、昭和 25 年から５年から６年の間、Ａ県Ｂ市

のＣ社に勤務し、正社員としてＤ業務に従事していた。 

申立期間②については、昭和34年から37年までの期間のうち、約２年間、

Ｅ社の下請であったＦ社で勤務し、Ｇ市のＨ建築物の建設現場でＩ業務に従

事していた。また、退職後に半年間の失業保険を受給した記憶がある。 

申立期間は両社に間違いなく勤務していたのに厚生年金保険の加入記録

が無く納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①においてＡ県Ｂ市のＣ社に勤務し、厚生年金保険に加

入していたと申し立てている。 

しかし、申立人が勤務していたとするＣ社は、社会保険庁の記録において、

厚生年金保険の適用事業所としての記録は無い。 

また、申立人は、Ｃ社の代表者及び同僚の氏名を記憶しておらず、同事業所

における申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除等について確認するこ

とができない。 

さらに、申立人は、かつて生年月日が誤って記録されていたことがあるとも

主張していることから、社会保険庁の記録において、生年月日及び氏名の読み

方の違い等による検索を行ったが、申立期間①に申立人に該当する厚生年金保

険被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立期間①に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

については、申立人に明確な記憶が無く、これを確認できる関連資料及び周辺



事情も見当たらない。 

申立期間②について、申立人は、Ｅ社の下請であったＦ社で勤務し、Ｇ市に

あるＨ建築物の建設現場でＩ業務に従事していたと申し立てているが、社会保

険庁の記録において、当該事業所名称による検索を行ったが、厚生年金保険の

適用事業所としての記録は確認できないほか、類似の事業所名による検索も行

ったものの、申立人が勤務していたとみられる厚生年金保険の適用事業所を確

認することはできなかった。 

また、Ｈ建築物建設工事の施主であった所轄地方整備局及び元請建設業者の

Ｅ社は、「当時の資料が残っておらず下請業者を特定することはできない。」と

回答している。 

さらに、申立人は、Ｆ社の代表者及び同僚の氏名を記憶しておらず、同事業

所における申立人の厚生年金保険料の控除等について確認することができな

い。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の生年月日及び氏名の読み方の

違い等による検索を行ったが、申立期間に申立人に該当する記録は見当たらな

い。 

このほか、申立期間②に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

については、申立人に明確な記憶が無く、これを確認できる関連資料及び周辺

事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4845 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20年９月 26日から 23年ごろまで 

             ② 昭和 23年ごろ 

             ③ 昭和 23年ごろ 

             ④ 昭和 24年ごろ 

             ⑤ 昭和 24年ごろ 

             ⑥ 昭和 25年ごろ 

             ⑦ 昭和 25年ごろ 

             ⑧ 昭和 25年ごろ 

             ⑨ 昭和 27年ごろ 

             ⑩ 昭和 28年ごろ 

             ⑪ 昭和 29年ごろ 

             ⑫ 昭和 29年ごろ 

             ⑬ 昭和23年ごろから30年４月１日までの期間の一

部 

申立期間①は、事業所名称は不明であるがＡ社の下請企業に勤務し、Ａ

社の工場でＢ業務に従事した。 

申立期間②は、Ｃ社に勤務し、Ｄ市内の高等学校でＥ業務に従事した。 

申立期間③は、Ｆ社に勤務し、Ｇ県Ｈ市でＩ業務に従事した。 

申立期間④は、Ｊ社に勤務し、Ｋ県でＬ業務に従事した。 

申立期間⑤は、Ｍ社に勤務し、Ｋ県でＬ業務に従事した。 

申立期間⑥は、Ｎ社に勤務し、Ｏ県でＬ業務に従事した。 

申立期間⑦は、Ｐ社又はＱ社に勤務し、Ｒ県でＬ業務に従事した。 

申立期間⑧は、Ｓ社又はＴ社に勤務し、Ｕ職としてＶ県でＷ業務に従事

した。 



申立期間⑨は、Ｘ社に勤務し、Ｙ県でＺ業務に従事した。 

申立期間⑩は、Ｓ社又はＴ社に勤務し、Ｙ県でＷ業務に従事した。 

申立期間⑪は、Ｘ社又はＣ社に勤務し、ＡＡ市又はＡＢ市でＡＣ業務に

従事した。 

申立期間⑫は、Ｆ社又はＡＤ社に勤務し、ＡＥ業務に従事した。 

申立期間⑬は、Ｘ社又はＣ社に勤務し、ＡＦ業務に従事した。 

しかしながら、社会保険庁の記録では、いずれの期間についても厚生年

金保険の未加入期間とされている。申立期間について厚生年金保険被保険

者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ａ社の各工場でＢ業務に従事したと申し立

てており、雇用主はＡ社の下請会社であったとしているものの、その事業所名

を記憶していない。 

そこで、ＡＧ共済組合に当時の下請会社について照会を行ったところ、「Ａ

社は、昭和 24 年６月１日以前は下請企業に業務委託することはなかったはず

である。」と回答しており、申立人の雇用主を特定することはできず、申立人

の申立期間に係る勤務実態及び保険料控除等、当時の事情を明らかとすること

はできなかった。 

また、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間に係る被保険者記録を確認することができな

いほか、申立人は保険料控除についての記憶も定かではなく、これを確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらなかった。 

申立期間②について、申立人は、Ｃ社に勤務し、学校名称は記憶していない

がＤ市内のＥ業務に従事したと申し立てているところ、同社は厚生年金保険の

適用事業所では無くなっており、事業主の所在も不明であるほか、申立人は同

僚の名前を記憶していないため、同社に係る厚生年金保険被保険者名簿から、

当時の同僚を抽出し調査したが、申立人の在職及び保険料控除等、当時の事情

を明らかとすることはできなかった。 

また、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間に係る被保険者記録を確認することができな

いほか、申立人は保険料控除についての記憶も定かではなく、これを確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらなかった。 

申立期間③について、申立人は、Ｆ社においてＩ業務に従事したと申し立て

ているが、申立人が当時一緒に勤務していたと名前を挙げた同僚からは、「申

立人とは一緒に勤務したが、その勤務した時期は申立人主張の昭和 23 年ごろ

ではなく、26 年５月から同年８月までの期間であった。また、雇用主はＦ社

ではなく、同社の孫請負人であった。」旨の陳述が得られた。 



さらに、Ｆ社は、申立人の申立期間③における在職を確認できないとしてい

るほか、上記同僚にも同社における厚生年金保険の加入記録は無い。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間に係る被保険者記録を確認することができ

ないほか、申立人は保険料控除についての記憶も定かではなく、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらなかった。 

申立期間④について、申立人はＪ社においてＬ業務に従事したと申し立てて

いるが、申立人が当時一緒に勤務していたと名前を挙げた同僚からは、「申立

人と一緒に勤務したが、その在職時期は申立てにある昭和 24 年ごろではなく

26年 11月ごろであり、また、雇用主はＪ社ではなく、同社の孫請負人であっ

た。」旨の陳述が得られた。 

さらに、申立人は上記同僚以外の名前を記憶していないため、Ｊ社に係る厚

生年金保険被保険者名簿から、当時の同僚を抽出し調査したが、申立人の保険

料控除等、当時の事情を明らかとすることはできなかったほか、上記申立人が

名前を挙げた同僚にも同社における厚生年金保険の加入記録は無い。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間に係る被保険者記録を確認することができ

ないほか、申立人は保険料控除についての記憶も定かではなく、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらなかった。 

申立期間⑤について、申立人はＭ社においてＬ業務に従事したと申し立てて

いるが、当時一緒に勤務していたと名前を挙げた同僚からは、「申立人と一緒

に勤務したが、その在職時期は申立てにある昭和 24年ごろではなく 26年８月

から同年 11 月ごろまでの期間であり、また、雇用主はＭ社ではなく、同社の

孫請負人であった。」旨の陳述が得られた。 

さらに、社会保険庁の記録から厚生年金保険適用事業所の検索を行ったが、

申立期間当時に「Ｍ社」という厚生年金保険の適用事業所は見当たらないほか、

上記同僚にも同事業所における厚生年金保険の加入記録は無い。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間に係る被保険者記録を確認することはでき

ないほか、申立人は保険料控除についての記憶も定かではなく、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらなかった。 

申立期間⑥について、申立人はＮ社においてＬ業務に従事したと申し立てて

いるところ、同社は、資料が残っておらず、申立人の在職及び保険料控除につ

いて確認できないと回答している上、連絡業務等に当たる一部の従業員を除き、

現場作業については下請企業に委託していたと回答している。 

また、申立人は同僚の名前を記憶していないため、Ｎ社に係る厚生年金保険

被保険者名簿から、当時の同僚を抽出し調査したが、申立人の在職及び保険料

控除等、当時の事情を明らかとすることはできなかった。 



さらに、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間に係る被保険者記録を確認することができ

ないほか、申立人は保険料控除についての記憶も定かではなく、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらなかった。 

申立期間⑦について、申立人はＰ社又はＱ社に勤務し、橋梁の組立業務に従

事したと申し立てているが、Ｐ社は、「現場へは１名から２名の現場代理人の

みが出向き、現場作業は下請企業に委託しており、現場作業従事者を採用する

ことはなかったと思う。また、当時の下請企業についても資料が残っておらず

特定することはできない。」と回答している。 

また、申立人は同僚の名前を記憶していないため、Ｐ社に係る厚生年金保険

被保険者名簿から、当時の同僚を抽出し調査したが、申立人の在職及び保険料

控除等、当時の事情を明らかとすることはできなかった。 

一方、申立人がＱ社に勤務していた可能性について、社会保険庁の記録にお

いて適用事業所を検索したところ、昭和 25年 12月１日に適用事業所となって

いる「ＡＨ社」という名称の事業所が確認できるものの、同社の職種はＡＩ業

と記録されていることから、申立てに係る事業所であったとは考え難い。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間に係る被保険者記録を確認することができ

ないほか、申立人は保険料控除についての記憶も定かではなく、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらなかった。 

申立期間⑧について、申立人はＳ社又はＴ社に勤務し、Ｕ職としてＶ県でＷ

業務に従事したと申し立てているところ、Ｓ社は、申立人主張の工事箇所を特

定することができず、申立人の在職及び保険料控除は確認できないとしている。

一方、Ｔ社は、Ｕ職を含む現場作業は下請企業に委託しており、Ｕ職を直接雇

用することはなかったと回答している。 

また、申立人は同僚の名前を記憶しておらず、工事箇所を特定することがで

きないため、Ｓ社に係る厚生年金保険被保険者名簿から同僚を抽出し調査する

こともできない。そこで、Ｔ社に係る厚生年金保険被保険者名簿から、当時の

同僚を抽出し調査したものの、申立人の在職及び保険料控除等、当時の事情を

明らかとすることはできなかった。 

さらに、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間に係る被保険者記録を確認することができ

ないほか、申立人は保険料控除についての記憶も定かではなく、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらなかった。 

申立期間⑨について、申立人はＸ社に勤務し、Ｚ業務に従事したと申し立て

ているが、申立人が当時一緒に勤務していたと名前を挙げた同僚は、「申立人

と一緒に勤務したが、雇用主はＸ社ではなく、同社の下請けであるＡＪ社であ

った。ＡＪ社は当時、個人事業所であり厚生年金保険の適用事業所では無かっ



たので給与から保険料を控除されることもなかった。」旨陳述しており、この

ことは、社会保険庁の記録によるとＡＪ社が適用事業所となった日は申立期間

後の昭和 30年４月１日であることとも符合している。 

また、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間に係る被保険者記録を確認することはできな

いほか、申立人は保険料控除についての記憶も定かではなく、これを確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらなかった。 

申立期間⑩について、申立人はＳ社又はＴ社に勤務し、Ｕ職としてＹ県でＷ

業務に従事したと申し立てているところ、Ｓ社は、申立人主張の工事箇所を特

定することができず、申立人の在職及び保険料控除は確認できないとしている。 

一方、Ｔ社は、申立人主張のＷ業務に従事した可能性はあるものの、Ｕ職を

含む現場作業従事者を直接雇用することはなかったと回答している。 

また、申立人は同僚の名前を記憶しておらず、工事箇所を特定することもで

きないため、Ｓ社に係る厚生年金保険被保険者名簿から同僚を抽出調査するこ

ともできなかった。 

さらに、Ｔ社に係る厚生年金保険被保険者名簿から、当時の同僚を抽出し調

査したが、申立人の在職及び保険料控除等、当時の事情を明らかとすることは

できなかった。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間に係る被保険者記録を確認することができ

ないほか、申立人は保険料控除についての記憶も定かではなく、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらなかった。 

申立期間⑪について、申立人は(Ｘ社又はＣ社に勤務し、ＡＣ業務に従事し

たと申し立てているが、Ｘ社は、申立人主張の工事箇所を特定することができ

ず、申立人の在職及び保険料控除は不明としている。 

また、工事箇所を特定できないことから、Ｘ社に係る厚生年金保険被保険者

名簿から同僚を抽出調査することもできなかった。 

   一方、Ｃ社は、既に厚生年金保険の適用事業所では無くなっており、事業主

の所在も不明であるほか、申立人は同僚の名前を記憶していないため、同社に

係る厚生年金保険被保険者名簿から、当時の同僚を抽出し調査したが、申立人

の在職及び保険料控除等、当時の事情を明らかとすることはできなかった。 

   さらに、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間に係る被保険者記録を確認することができ

ないほか、申立人は保険料控除についての記憶も定かではなく、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらなかった。 

   申立期間⑫について、申立人はＦ社又はＡＤ社に勤務し、ＡＥ業務に従事し

たと申立てているが、Ｆ社は、申立人主張の勤務箇所が特定できないため、申

立人の在職を確認することはできないとしている。 



   一方、ＡＤ社は、現場作業は下請企業に委託しており、ＡＥ業務について現

場従業員を採用することは無かったと回答している。 

   さらに、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間に係る被保険者記録を確認することができ

ないほか、申立人は保険料控除についての記憶も定かではなく、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらなかった。 

申立期間⑬について、申立人は、時期及び期間は特定できないが、Ｘ社又は

Ｃ社に勤務し、ＡＦ業務に従事したと申し立てているが、申立人が当時一緒に

勤務していたと名前を挙げた同僚は、「申立人と一緒に勤務していたが、その

在職時期は私と申立人がＸ社に入社した後の昭和 35年 11月以降であった。」

旨陳述しており、このことは、ＡＫ県管財課が、「ＡＦ業務工事は昭和 37年に

起工し、39年５月 31日に竣工
しゅんこう

した。」と回答していることと符合している。 

一方、Ｃ社は厚生年金保険の適用事業所では無くなっており、事業主の所在

も不明であるほか、申立人は同僚の名前を記憶していないため、同社に係る厚

生年金保険被保険者名簿から、当時の同僚を抽出し調査したが、申立人の在職

及び保険料控除等、当時の事情を明らかとすることはできなかった。 

また、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間に係る被保険者記録を確認することができな

いほか、申立人は保険料控除についての記憶も定かではなく、これを確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない



大阪厚生年金 事案 4846 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 平成元年 12月 21日から 10年 12月１日まで 

私は、平成元年に、前職の同僚の紹介によりＡ社で勤務することにな

った。当時は知識が無いために分からなかったのだが、給与明細をみる

と、社会保険料について、従業員負担分以外に会社負担分まで控除され

ている。また、社会保険事務所で記録されている標準報酬月額も本来の

給与総額とは異なる。勤務期間の最初から正しい標準報酬月額に訂正し

た上で会社と折半で納付し直し、年金額へ反映してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった申立期間に係る給与明細書をみると、社会保険

料については従業員負担分と会社負担分が併記されており、全額控除され

ていることが確認できる。 

このことについて、Ａ社は、申立人は正社員ではなく、「Ｂ職」扱いであ

り、本来、厚生年金保険被保険者資格の無いところ、本人了承の下に保険

料全額負担を条件に保険加入を認めたと陳述している。 

また、申立人をＡ社に紹介した申立人の前職における同僚も、保険料全

額負担を条件に厚生年金保険の加入が認められることを、入社前に申立人

に対し口頭で説明したと陳述している。 

さらに、申立人が申立期間 108 月の給与明細書により会社負担分の社会

保険料が控除されていることを知りながら、何の疑問も抱かなかったと考

えることは不自然である。 



なお、申立人から提出のあった申立期間に係る給与明細上の保険料控除

額（従業員負担分）を基に計算した標準報酬月額は、社会保険庁の申立人

に係る標準報酬月額と一致しており、事業主は、申立人の給与から社会保

険庁の記録どおりの標準報酬月額に見合う厚生年金保険料を控除したもの

と認められる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。



大阪厚生年金 事案 4847 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年４月１日から 31年３月 31日まで 

    私は、Ａ社に昭和 30年４月１日に入社し、33年３月 31日まで勤務して

いたにもかかわらず、この期間の厚生年金保険の記録が抜けている。 

調査の上、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された写真及び当該写真に申立人と共に写っている同僚の

陳述から、期間は不明であるものの申立人がＡ社に勤務していたことが推定で

きる。 

しかし、申立期間当時の事業主及び社会保険事務担当者は既に死亡している

ことから、申立人の勤務状況及び保険料控除について確認できない。 

また、申立人は、事業主の甥
おい

であり、社内で年齢が一番若く、時々事業主の

自宅の手伝いも行っていたと陳述していることからほかの従業員とは異なる

扱いをしていた可能性も否定できない。 

さらに、社会保険庁が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿の健

康保険整理番号に欠番は無いことから、申立人の記録が失われたとは考え難

い。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から保険料が控除

されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



 

大阪厚生年金 事案 4848 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38年 12月から 40年 11月１日まで 

② 昭和 40年 11月１日から 45年８月１日 

     私は、昭和 38年 12月ごろから 45年７月末日までの期間、Ａ社でＢ職と

して勤務していた。 

昭和 40年 11月から、Ａ社のほかに、Ｃ社からも給与をもらうようになっ

たことを覚えている。 

申立期間①及び②について、Ａ社で勤務していたことに間違いはないので

当該期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間①及び②のうちの一定期間、Ａ社で勤務していたことが

当時の同社代表取締役社長の妻である現在の代表取締役の陳述から推定でき

る。 

しかし、現在の代表取締役は、｢いつも社長と一緒に行動していたことは知

っているが、Ｂ職であったか、保険料を控除されていたかどうかについては

不明である。｣と陳述している。 

また、申立期間①についてみると、Ａ社及びＣ社に係る厚生年金保険被保

険者名簿に申立期間①を含む期間について健康保険整理番号に欠番が無く、

一連の事務手続に不備があったとは考え難い。 

次に、申立期間②についてみると、申立人はＡ社の関連企業であるＣ社で

の厚生年金保険加入記録が確認できるが、申立人は同社では勤務しておらず、

給与だけが支給されていたと陳述している。しかし、Ａ社の社会保険事務担

当者は、｢当社において保険料を控除されている者が、関連企業においても厚

生年金保険の被保険者資格を取得することはなかったと思う。｣と陳述してい

る。これらの状況から、申立人は、申立期間①及び②当時、Ａ社で勤務して

いたが、同社においては厚生年金保険に加入しておらず、昭和 40 年 11 月１

日に、Ｃ社で厚生年金保険に加入したと考えることが相当である。 



このほか、申立人が、申立期間①及び②当時、Ａ社の事業主により給与から

厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4849 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を 

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和 17年生 

    住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成４年 10月１日から６年２月 11日まで 

取締役を務めていたＡ社における標準報酬月額の記録が、申立期間につい

て減額されている。申立期間当時の私の給与額は 100万円以上であったので、

正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が取締役を務めていたＡ社は、社会保険庁の記録によると、平成６年

２月 11 日をもって適用事業所で無くなっていることが確認できるところ、申

立人に係る標準報酬月額については、同日後の同年４月 11日に、４年 10月か

ら６年１月までの期間について 53 万円から９万 8,000 円に減額訂正されてい

ることが確認できる。 

しかしながら、当該事業所の商業登記簿謄本及び本人の陳述により、申立人

は、申立期間当時、当該事業所の常務取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、経理及び社会保険関係の手続を行っていたと陳述しており、

申立期間当時の事業主も、申立人が社会保険事務の手続を行っていたと陳述し

ている。 

さらに、申立人は、「申立期間当時、社会保険事務所に対する保険料の滞納

額が 200 万円から 300 万円あって相談に行き、一部支払のために手形を届け

た。」と陳述していることから、申立人が、当該事業所の取締役として、標準

報酬月額の減額訂正について全く関与していなかったとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務の担当取締役である申立人が、

自らを含む取締役の記録訂正処理に職務上関与しながら、当該減額処理が有効

なものではないと主張することは信義則上許されず、申立期間について、厚生

年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4850 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 平成 10年 10月１日から 11年６月５日まで 

厚生年金保険の加入について社会保険事務所へ照会したところ、Ａ社

での被保険者期間について、標準報酬月額は平成 10年 10月から 11年５

月まで 11万 8,000円であった旨回答を受けたが、当該勤務期間は同社に

おいて専任のＢ職として勤務し、一月あたり 23万円近い給与を受けてい

た。厚生年金保険料についても、相応する額を給与から源泉控除されて

いたことは間違いなく、当該勤務期間について標準報酬月額の記録を訂

正してほしい。 

また、Ａ社を退職する際に受け取った雇用保険離職票の賃金月額が 12

万円となっていたため職業安定所に相談したところ、23 万円に訂正され

た経緯がある。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に勤務していた期間の標準報酬月額（11 万 8,000 円）が

実際の給与支払額（23 万円）と比べて低いと申立てをしているところ、申

立人から給与明細書等の提出は無く、これを確認できる資料も見当たらない。 

また、申立人と同時期にＡ社に入社した同僚二人の標準報酬月額について

確認したところ、申立人と同額であることが確認でき、申立人の標準報酬月

額のみが同僚の取扱いと異なり低額であるという事情は見当たらない。 

さらに、上記同僚のうち、一人は、平成 11 年当時の源泉徴収票を所持し

ており、そこに記載された給与・賞与の支払額は 144 万円（月額 12 万円）



であることが確認でき、同人の標準報酬月額（11万 8,000円）と符合する。 

加えて、申立人が氏名を記憶していた３名の上司及び同僚の標準報酬月額

について確認したところ、Ｃ職であった１名を除き、申立人と同程度（９万

8,000円及び 11万 8,000円）の金額であった。 

また、Ａ社の申立期間当時の役員に対し文書照会を行ったが回答は無く、

申立人の申立期間における保険料控除について確認できない。 

なお、Ｄ公共職業安定所に対して、賃金日額変更を行った経緯並びにその

根拠となる資料（賃金台帳・給与明細及び事業所同意等）の提出を求めたが、

保存年限経過のため経緯不明との回答があった。     

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたとは認められない。



大阪厚生年金 事案 4851 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年３月 13日から 35年１月 25日まで 

                          ② 昭和 35年２月１日から 36年４月１日まで 

             ③ 昭和 36年９月１日から 42年 12月 21日まで 

60 歳前に幾らぐらい年金がもらえるのか、社会保険事務所へ確認に行っ

たところ、厚生年金保険は脱退しているのでもらえないと言われた。 

昭和 42年 11月まで勤め、同年 12月ごろ、Ｂ病院に入院した。その時点

で、退職する旨会社に電話で連絡した。 

会社からは、脱退手当金の説明も聞いていないし、手続もしていない。 

脱退手当金は受け取っていないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いとしている。 

しかし、社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被

保険者資格の喪失日から約３か月後の昭和43年３月15日に支給決定されてい

ることが確認できる。 

また、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者原票において、申立人の厚生年金保

険被保険者資格の喪失日である昭和 42年 12 月 21日の前後おおむね２年以内

に受給要件を満たし被保険者資格を喪失した女性被保険者 12 人の脱退手当金

の支給記録を確認したところ、申立人を含む６人について脱退手当金の支給記

録が確認でき、全員が被保険者資格喪失日から５か月以内に脱退手当金の支給

決定がなされている上、支給記録のある同僚が「恐らく会社が手続をしたと思

う。」と陳述していることを踏まえると、申立人についてもその委任に基づき

事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 



さらに、申立人の厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金が支給された

ことを意味する「Ｃ社会保険 脱退 43．３．８」の表示が記されているとと

もに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係

る厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約３か月後の昭和43年３月15日に

支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。  

   加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4852（事案 2793の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年４月１日から 30年２月 28日まで 

    私は、年金記録確認第三者委員会から訂正不要との通知を受け取った。し

かし、（ⅰ）Ａ社を退職後、実家のＢ県に帰っていたため、脱退手当金が支

給されたとされる日はＣ県には住んでいなかったこと、（ⅱ）社会保険事務

所が提示した同事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿の旧姓の欄に、脱退

手当金が支給されたことを示す「脱」表示が無いこと及び（ⅲ）社会保険庁

のオンライン記録において、同事業所の勤務時に使用していた旧姓の厚生年

金保険被保険者台帳記号番号の脱退手当金一時金画面が作成されていない

こと、以上三つを私が、脱退手当金を受給していない理由として再申立てし

ます。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、事業主（Ａ社）による代理請求がされた

ものと考えられ、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金の支給

記録が確認できるとともに、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失

日から約１か月後の昭和 30年３月 31日に支給決定されているなど一連の事務

処理に不自然さはうかがえないとして、既に当委員会の決定に基づく平成 21

年１月 27 日付け年金記録の訂正が必要とまでは言えないとする通知が行われ

ている。 

再申立て理由（ⅰ）について、申立人は、脱退手当金を受給したとされる昭

和 30 年３月ごろはＢ県に居住しており、Ｃ県で脱退手当金を受給するはずが

ないと主張しているが、同年３月当時に申立人がＢ県に居住していたことを確

認できない。また、事業主による代理請求の場合、脱退手当金の支給決定時点

において請求者の住所地が遠隔地であっても、隔地払により、申立人が希望す



る銀行又は郵便局での脱退手当金の受領が可能であることから、同年３月当時

にＢ県に居住していたとしても、脱退手当金の支給自体を疑わせる要素とはな

らない。 

再申立て理由（ⅱ）について、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿を見る

と、申立人に脱退手当金が支給されたことを示す「脱」表示が確認できない。 

しかし、当該事業所に係る厚生年金保険被保険者台帳をみると、申立人に脱

退手当金が支給されたことを示す表示が確認でき、給付記録欄に支給金額、資

格期間及び支給年月日等が記載されており、その内容はオンライン記録と一致

しているなど一連の事務処理に不自然さはうかがえない。また、Ｄ社会保険事

務所によると、申立期間当時、厚生年金保険被保険者台帳と同被保険者名簿を

管理していた管轄社会保険事務所は、脱退手当金の支給記録を同被保険者台帳

に記入していたと陳述している。 

最後に再申立て理由（ⅲ）について、申立人は、「社会保険庁のオンライン

記録において、旧姓の脱退手当金一時金画面が無い。」旨陳述しているが、前

回、申立ての際に、管轄社会保険事務所から当委員会事務局に送付された申立

人の脱退手当金に関する資料の中に、申立人が陳述している当該画面の写しが

現在も保存されている。 

申立人が挙げた再申立ての理由（ⅰ）から（ⅲ）までは、委員会の当初の決

定を変更すべき新たな事情とまでは認められず、そのほかに委員会の当初の決

定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4853 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

 住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年８月 26日から 50年７月１日まで 

             ② 昭和 53年７月 26日から 54年４月１日まで 

私は、昭和 46年７月１日から 54年３月 31 日までＡ社において継続して

勤務し、Ｂ業務に従事していた。厚生年金保険料も給与から継続して控除さ

れていたことは間違いないので、申立期間について厚生年金保険の被保険者

であることを認めてほしい。申立期間当時、私はＣ職として関係先に届出し

ており、年金記録上退職したとされている日以降にもＤ講習を受けるなどし

ていた。事業主が行った資格喪失手続は事実に反するものであり、それを確

認せずに受け付けた社会保険事務所にも落ち度があるはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、社会保険事務所の保管するＡ社に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿では、申立人が昭和 46年８月 26日に資格を喪失し、健康

保険被保険者証を返却したことを示す「証返」の押印が確認でき、その後、同

社において別の被保険者台帳記号番号により厚生年金保険の被保険者資格を

50 年７月１日に再取得していることが確認できるほか、申立期間における健

康保険の整理番号に欠番は無く、また、同名簿の記載内容に不自然な点もうか

がえない。 

さらに、社会保険庁のオンライン記録及び特殊台帳において、申立人は申立

期間と重なる昭和47年４月から50年６月までの期間について国民年金保険料

を現年度納付していることが確認できる。 

申立期間②について、上記名簿によると、申立人は昭和 53年７月 26日に厚

生年金保険の被保険者資格を喪失し、健康保険被保険者証を返却したことを示

す「返」の記載が確認できる。 



また、上記名簿において、申立期間に厚生年金保険の被保険者記録がある従

業員 13 人全員に照会したものの、回答を得られた１人からは申立人の申立期

間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができな

かった。 

さらに、当該事業所は既に適用事業所で無くなっており、申立人の申立期間

に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができなか

った。 

加えて、申立人がＤ講習を受講したとしている当該講習の実施団体に照会し

たところ、「当該講習は、受講対象者が団体加入企業に所属していたとは限ら

ないと思う。」と回答しており、申立人の申立期間における勤務実態を確認す

ることはできなかった。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により厚生年金保険料を控除さ

れていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4854 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年１月１日から 35年１月１日まで 

    私は、昭和 29 年 12 月にＡ社（現在は、Ｂ社。）に入社し、30 年１月か

ら 35 年まで正社員として勤務した。勤務先はＣ社のＤ所でＥ業務に従事し

ていた。給与明細書を見て事務員の女性に税金、社会保険の説明をしてもら

ったことを覚えている。この期間が厚生年金保険に未加入とされており、納

得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管するＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

から申立期間に厚生年金保険の被保険者記録がある同僚４人を抽出調査した

が、いずれも申立人のことは覚えていないと陳述しており、これらの者から

申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することはできな

かった。 

また、Ｂ社は、「申立期間当時の記録は残っておらず、申立人の勤務実態

及び厚生年金保険料の控除については不明であり、Ｃ社のＤ所が受託先であ

ったかどうかも不明である。」と回答している。 

さらに、Ｃ社担当課は、「Ｂ社にＤ所を委託していたのは昭和 50年代後半

から平成４年までで、それ以前は別会社に委託していた。」と陳述している

ところ、当該別会社に係る厚生年金保険の記録においても申立人の記録は無

い。 

加えて、上記名簿において、申立人が名前を挙げた同僚２人の名前は見当

たらない上、健康保険の整理番号に欠番は無く、同名簿の記載内容に不自然

な点もうかがえない。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により厚生年金保険料を控除



されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4855 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年５月から 45年４月まで 

私の夫は、結婚前に 10 年間船員をしていたと話しており、生前書いた

履歴書にも「Ａ社」、「Ｂ船」及び「Ｃ社」で船員をしていたと記載されて

いたのを覚えている。 

社会保険庁の記録において、私の夫の船員保険の加入期間が無いのは納

得できない。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻から提出のあった申立人が生前書いた作文の内容が具体的で

あり、社会保険事務所の記録では、Ａ社（旧Ｄ社）が昭和 35 年に船員保険

の適用事業所となっていること、及びＥ組合が保存している 36 年の組合員

組織票の同社の欄に記載されている業種、航海範囲の概略及び船舶の総トン

数が申立人の作文の内容と符合していることから、雇入期間は特定できない

ものの、申立人が同社に船員として勤務していたことが推認できる。 

しかし、社会保険事務所のＡ社及びＦ社（Ｂ船の船舶所有者。）に係る船

員保険被保険者名簿に申立人の名前は無いほか、船員保険被保険者番号の欠

番は無く、同名簿の記載内容に不自然な点も見当たらない。 

また、社会保険事務所のＣ社に係る船員保険被保険者名簿及び船員保険被

保険者氏名索引簿に申立人の名前は無く、同社は、「申立期間における船員

退職者の名簿カード及び船員保険加入台帳を調査したが、申立人の在職の実

績は無い。」としている。 

さらに、Ｅ組合は、「昭和 49年以前の組合員台帳を確認したが、申立人の



組合員としての記録は無く、特に、Ｃ社は、ユニオンショップ制度であるた

め、採用されると組合に通知があり、組合加入の手続が取られるのが普通で

あるが、申立人の組合員としての記録は無い。」としている。 

加えて、申立人は、船員手帳を所持しておらず、申立人の妻は、上司及び

同僚等の名前は分からないとしている上、船員保険被保険者名簿から抽出し

たＧ職及び同僚に照会したが、申立人が乗船していたとする船舶における雇

入期間等の勤務実態について確認することができない。 

また、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立期間において申立人に該当する記録は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間において船舶所有者により給与から船員保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4856 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 10月１日から６年７月 31日まで              

私は、申立期間においてＡ社で代表取締役として厚生年金保険に加入して

いた。申立期間当時、実際に支給されていた給料と比較して社会保険庁に届

け出されている標準報酬月額は、不当に低くさかのぼって減額訂正処理され

ているので、戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録により、申立期間の標準報酬月額については、

当初、平成４年 10月から６年７月までは 59万円と記録されていたところ、Ａ

社が適用事業所で無くなった後の同年 10月 12日付けで、申立期間について、

さかのぼって８万円に引き下げられていることが確認できる。 

しかしながら、当該事業所に係る登記簿及び申立人の陳述から、申立人が当

該事業所の代表取締役になっていることが確認できる。 

また、申立人は、「社会保険事務所に相談の上、保険料を２回ぐらい手形で

支払っていたが、倒産直前に不渡りを出し、保険料を滞納していた。」と陳述

していることから、当時、資金繰りが苦しかったことがうかがえる。 

さらに、申立人は、「全喪届を出す際にいくつかの書類に押印したものの、

それらの書類が何であったのか説明も受けなかったので分からなかった。」と

しているところ、社会保険事務所が、事業主であった申立人の同意を得ず、又

は申立人の一切の関与も無しに、無断で処理を行ったとは考え難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する責任

を負っている代表取締役として自らの標準報酬月額に係る記録訂正処理の無

効を主張することは信義則上許されず、申立期間における標準報酬月額に係る

記録の訂正を認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4857 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 33年８月１日から 36年４月１日まで 

         私は、Ａ社（後に、Ｂ社、Ｃ社と名称変更。）に昭和 32 年８月 25 日に入

社し、63 年 10 月 29 日まで勤務していた。申立期間中はＤ業務に従事して

いたのに、厚生年金保険の加入記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の陳述から、申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたこ

とが推認できる。 

しかし、申立人は、「入社後の１年間はＥ業務等をしていたが、申立期間当

時はＤ業務のため全国各地の企業等を訪問し、出勤は不定で給与も営業実績

に基づく歩合給であった。昭和 36 年４月からはＥ職として内勤となった。」

と陳述しているところ、社会保険事務所が保管するＡ社に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿において被保険者資格のある申立期間当時の複数の同

僚は、「Ｄ業務担当者の給与は営業実績による歩合給であり、いわば請負的な

雇用形態であったので、厚生年金保険に加入していなかったと思う。」と陳述

しているほか、申立人が当時同じＤ業務担当者であったとして名前を挙げて

いる同僚にはいずれもＤ業務担当当時の被保険者記録は見当たらない。 

また、Ａ社の申立期間当時の事業主は亡くなっており、同社も既に廃業し

ていることから、申立期間における給与からの厚生年金保険料控除について

確認することはできなかった。 

さらに、上記名簿によると、申立人はＡ社で厚生年金保険の被保険者資格

を昭和 33年８月１日に喪失し、健康保険被保険者証を返納したことを示す「証

返」の押印が確認できるほか、その後、同社で別の厚生年金保険の記号番号

により被保険者資格を 36年４月１日に再取得していることが確認でき、同名

簿の記載内容に不自然な点もうかがえない。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等によ



る検索を行ったが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は無

い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4858 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和 23年生 

    住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成２年５月 19日から９年６月 19日まで 

私は、平成２年５月 19日から９年６月 19日まで、Ａ社で営業社員として

勤務していた。給与明細書を見ると２年８月分で基本給が昇給し、同年 12

月分からは物価手当も支給されているのに、いずれの時も、月額変更漏れと

なっているので正しい記録に訂正してほしい。また、８年１月から同年３月

までの給与明細書及び同年６月、同年７月及び同年 12 月の賞与明細書には

特別手当の支給があり、厚生年金保険料も控除されているのに、標準報酬月

額に反映されていないので正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間のうち、平成２年５月から４年４月までの期間、同年

６月から８年２月までの期間、同年４月から同年６月までの期間及び同年８月

から９年５月までの期間については申立人から提出のあった当該期間に係る

給与明細書で確認できる保険料控除額に基づく標準報酬月額は、社会保険事務

所の申立人に係る標準報酬月額と一致しており、事業主は、当該期間について

は、社会保険事務所の記録どおりの標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を給

与から控除していたと認められる。 



また、申立人は、「平成２年８月分給与明細書を見ると、基本給が昇給して

いるのに月額変更漏れとなっているので、正しい記録に訂正してほしい。」と

申し立てているところ、平成２年７月の給与明細書では 14万 5,000円の基本

給が、同年８月には 15万 5,000円へ昇給しており、同年８月から同年 10月ま

での３か月間に支払われた報酬の平均月額 30万 2,213円は、従来の標準報酬

月額（26 万円）を２等級上回る標準報酬月額（30 万円）に該当することなど

から、４か月目に当たる同年 11月から標準報酬月額を 30万円に改定する手続

を行うべきところ、Ａ社から社会保険事務所へ月額変更届を提出した形跡はう

かがえない。 

しかしながら、給与明細書で確認できる平成２年 11 月の厚生年金保険料の

控除額は、社会保険庁に記録されている標準報酬月額 26 万円に基づく保険料

しか控除されていないことが確認できることから、記録訂正の必要は認められ

ない。 

さらに、申立人は、「平成２年 12月分の給与からは物価手当が支給されてい

るのに、月額変更漏れとなっているので、正しい記録に訂正してほしい。」と

申し立てているところ、給与明細書によると、平成２年 12月から物価手当（５

万円）が支給され、同年 12 月から３年２月までの３か月間に支払われた報酬

の平均月額 34万 6,626円は、従来の標準報酬月額（26万円）を４等級上回る

標準報酬月額（34 万円）に該当することなどから、４か月目に当たる同年３

月には、標準報酬月額を 34 万円に改定する手続を行うべきところ、社会保険

庁の記録では 32万円で随時改定されている。 

しかしながら、給与明細書で確認できる平成３年３月の厚生年金保険料の控

除額は社会保険庁に記録されている標準報酬月額 32 万円に基づく保険料額し

か控除されていないことが確認できることから、記録訂正の必要は認められな

い。 

加えて、申立人は、「平成８年１月から同年３月の給与明細書及び同年６月、

同年７月及び同年 12 月の賞与明細書には特別手当の支給があり、厚生年金保

険料も控除されているのに、標準報酬月額に反映されていないので正しい記録

に訂正してほしい。」と申し立てているところ、上記と同様に、給与明細書で

確認できる平成８年１月、同年２月及び同年３月に係る厚生年金保険料の控除

額は、社会保険庁に記録されている標準報酬月額 41 万円に基づく保険料額し

か控除されていないことが確認できることから、記録訂正の必要は認められな

い。 

なお、賞与明細書によると、平成８年６月、同年７月及び同年 12 月の賞与

からは、それぞれ 1,000分の５に相当する厚生年金保険料が控除されているこ

とが確認できるものの、制度上、７年４月から 15 年３月までの期間について

は、賞与等から控除された厚生年金保険料は「特別保険料」とされ、年金額計

算の基礎（標準賞与）とはならないものとされていた。 



このほか、申立期間のうち、平成４年６月、８年４月及び同年８月について

は給与明細書等の提出が無いことから、４年５月、８年３月及び同年７月の給

与支給額、厚生年金保険料控除額を確認し検証することはできない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立てに係る標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4859 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年 12月 26日から 52年３月１日まで 

    私は、昭和 51年 12月 26日にＡ社に入社したが、社会保険庁の記録では、

同社での厚生年金保険被保険者資格の取得日が 52 年３月１日とされている

ので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

管轄社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿に名

前が確認できる複数の同僚の陳述等から、申立人が同社での厚生年金保険被保

険者資格の取得日の昭和 52 年３月１日以前から同社に在籍していたことは推

定できる。 

しかし、Ａ社は、「申立人が当社の正社員となった日は、昭和 52年３月１日

であり、同日以前の期間に係る厚生年金保険料は控除していない。」と回答し

ている上、同社の当時の採用担当者は、「当時は、３か月程度の試用期間経過

後に正社員として取り扱っており、正社員となった日が入社日であり、社会保

険等の加入日であった。」旨陳述している。 

また、Ａ社での申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日と同時期に被保

険者資格を取得していることが同社に係る厚生年金保険被保険者名簿から確

認できる同僚は、「私は、昭和 51年 10月ごろから同社に勤務した記憶がある

が、正社員になるまでの期間の厚生年金保険料は控除されていなかった。」旨

陳述している。 

さらに、雇用保険の記録におけるＡ社での申立人の資格取得日及びＡ健康保

険組合での資格取得日は、昭和 52 年３月１日となっており、社会保険庁の記

録と一致している。 

加えて、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間の健康保険の



整理番号に欠番は無く、連続して付番されていることが確認でき、同名簿の記

録に不自然な点は見られない。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4860 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年５月１日から 49年３月１日まで 

    私は、昭和 48年５月１日から 56年４月１日までＡ社に勤務していた。 

しかし、社会保険庁の記録では、Ａ社での厚生年金保険被保険者資格の取

得日が昭和 49 年３月１日となっているので、申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持するＡ社での退職金支給通知書に記載された退職金算定期間

から、申立人が申立期間に同社に在籍していたことが推定できる。 

しかし、Ａ社は、昭和 61年 11月 29日に適用事業所では無くなっており、

元事業主は、「申立期間当時の関係資料等は既に廃棄済みであり、申立人の申

立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除の状況は不明である。」旨

回答している上、同社の当時の事務担当者も既に死亡しているため、申立人の

申立期間の勤務実態及び厚生年金保険料の控除に関する陳述が得られない。 

また、管轄社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿

により申立期間当時の在籍が確認できる同僚二人は、「Ａ社では、入社後に試

用期間があった。」旨陳述しており、申立期間当時の同社では、入社から一定

期間経過後に厚生年金保険被保険者資格を取得させる取扱いであったものと

考えられる。 

さらに、Ａ社での申立人の厚生年金保険被保険者期間は、同社での申立人の

Ｂ退職金共済組合加入期間と符合していることが、社会保険庁の記録及びＢ退

職金共済事業本部Ｃ支部に対する照会結果から確認でき、事業主が申立人の厚

生年金保険被保険者資格の取得手続及び建設業退職金共済組合加入手続を同

時期に行ったことがうかがえる。 



加えて、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間の健康保険の

整理番号に欠番は無く、連続して付番されていることが確認でき、同名簿の記

録に不自然な点は見られない。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4861 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年８月 15日から 33年 11月 13日まで 

    社会保険庁の記録では、Ａ社（現在は、Ｂ社。）に勤務していた昭和 27

年８月 15日から 33年 11月 13日までの期間に係る脱退手当金が支給済みと

なっているが、私は、32 年 11 月８日からＣ病院に入院し、退院後の 34 年

の夏ごろにＡ社を退職した記憶があり、脱退手当金支給決定日の時点では、

まだ同社に在職中であったと思う。 

    私は、Ａ社での昭和 24年４月 1日から 27年３月１日までの勤務した期間

に係る脱退手当金を請求した記憶はあるが、申立期間に係る脱退手当金は受

給していないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社での昭和 24年４月 1日から 27年３月１日までの勤務した期

間に係る脱退手当金を請求した記憶はあるが、同社での同年８月 15日から 33

年11月13日までの勤務した期間に係る脱退手当金は受給していないとしてい

る。 

社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は、Ａ社での昭和 33年 11

月 13 日の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約１か月後の同年 12 月 18

日に支給決定されていることが確認できる。 

また、社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金の計算の基礎となっ

た厚生年金保険被保険者期間は、Ａ社における２回の被保険者期間を合計した

期間（110か月）であることが確認できるとともに、申立人が申立期間以前に

受給したと主張している金額は、同社での申立期間以前の厚生年金保険被保険

者期間を計算の基礎とした金額と開きがある上、申立人が脱退手当金の請求手



続を行ったと主張する社会保険事務所の所在地には、昭和 33 年３月まで社会

保険事務所は存在していなかったなど、申立期間以前に脱退手当金を受給して

いたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）を見ると、脱退手当

金支給額の計算のために必要となる被保険者期間及び標準報酬月額の合計額

の記載が確認できる上、Ａ社における２回の被保険者期間を支給対象期間とし

た申立人の脱退手当金の支給金額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理

に不自然さはうかがえない。 

なお、申立人は、「昭和 32 年 11 月８日からＣ病院に入院し、退院後の 34

年の夏ごろにＡ社を退職したと思う。」と陳述しているものの、Ｃ病院は、「当

時の入院診療録は廃棄済みであり、申立人の入院実態は確認できない。」旨回

答しているとともに、Ｂ社は、「申立人のＡ社での被保険者資格の喪失日以降

における在籍及び厚生年金保険料の控除の状況は不明である。」旨回答してい

るほか、管轄社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿

により同社での在籍が確認できる複数の同僚に照会したものの、申立人の同社

での厚生年金保険被保険者資格の喪失日以降の期間における在籍に関する陳

述は得られなかった。 

また、申立人は、「入院中には、給与は支給されておらず、Ａ社に社会保険

料を支払っていないと思う。」と陳述しており、Ａ社が申立人の厚生年金保険

料を全額負担していたとは考え難い上、申立人の厚生年金保険被保険者台帳

（旧台帳）及び同社に係る厚生年金保険被保険者名簿における申立人の厚生年

金保険被保険者資格の喪失日は、いずれも昭和 33年 11月 13日となっており、

資格喪失日の訂正処理などの不自然な処理が行われた形跡は無く、旧台帳及び

同名簿の記録に不自然な点は見当たらない。 

さらに、申立期間当時、健康保険法第 55 条に基づき、厚生年金保険被保険

者資格の喪失後も最長で３年間は継続して療養の給付が可能であったことか

ら、申立人は、Ａ社での昭和 33年 11月 13 日の被保険者資格の喪失後には、

同制度を利用して病気療養をしていたものと考えられる。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4862 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 32年 10月１日から 33年９月 21日まで 

             ② 昭和 34年３月 21日から 36年３月 30日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務

していた期間のうち、昭和 32年 10月１日から 33年９月 21日までの期間（申

立期間①）及び 34年３月 21日から 36年３月 30日までの期間（申立期間②）

の厚生年金保険加入記録が無かった。同社で継続して勤務していたことは間

違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 32年 10月１日から 36年３月 30日まで、Ａ社のＢ部門に所

属し、Ｃ現場に住み込み、継続して勤務したと申し立てている。 

しかし、申立人は、Ａ社における上司及び同僚の名前を記憶しておらず、同

社に係る厚生年金保険被保険者名簿から申立期間①及び②の期間中に被保険

者記録が確認できる複数の同僚に文書照会を行ったところ、申立人を記憶して

いる者は無く、申立人の同社における在籍を確認することができない。 

また、申立期間①については、申立期間当時の、Ａ社経理担当者は、｢Ｂ部

門において責任者以外は正社員ではなく、請負体制をとっていたが、社会保険

には加入させていた。｣と陳述しているところ、同社において厚生年金保険被

保険者期間が確認できる請負業務従事者は、「Ａ社のＣ現場に住み込みで２年

間ぐらい業務に従事していた。」と陳述しているものの、同社での厚生年金保

険被保険者期間は１年４か月であることが確認でき、ほかの請負業務従事者も

勤務を始めたとしている時期から５か月後に被保険者資格を取得しているこ

とが確認できる。 

さらに、申立人は、「Ａ社に勤務するようになって、３か月ほどした時に保



険に加入するからと生年月日を聞かれた覚えがある。」としており、当時、同

社の請負業務従事者については、すぐに厚生年金保険の加入手続が行われなか

ったものと考えられる。 

加えて、申立人は、「前勤務先事業所を退職し、半年ほどしてからＡ社に入

社した。」と陳述しているところ、前勤務先事業所の資格喪失日は昭和 32年７

月 30日であることが確認でき、申立期間①の始期の同年 10月１日は、当該時

期の約２か月後にあたり、陳述内容と申立期間①の始期は一致しない。 

申立期間②については、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿の申立人の備

考欄に、資格の喪失に伴い申立人から健康保険証が返納されたことを示す「証

返」の記載が確認できる。 

また、申立人は、「Ａ社で２年間業務を行なった後、Ｃ現場周辺で同じ場所

に住み込み、同社を含む複数の業者のＤ業務を友人３人から４人と一緒に約２

年間行ったが、厚生年金保険料等が控除されていなかったため、手取り支給額

が増加した。」と陳述しており、申立期間②は、当該約２年間に相当すると考

えられる。 

さらに、申立人は、Ｄ業務の報酬について、支給を受けた事業所の名前を覚

えていない。 

このほか、申立人が申立期間①及び②において事業主により給与から厚生年

金保険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4863 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男  

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 15年生 

    住    所  ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年７月１日から 39年３月 23日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社

に勤務した申立期間の加入記録が無い旨回答をもらった。申立期間に同社で

勤務したのは確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録から、申立人は、申立期間においてＡ社に在職していたこと

が認められる。 

   しかし、Ａ社は、申立期間当時の従業員に関する資料を保有しておらず、申

立人の同社における厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   また、申立人と同じ昭和 39年３月 24日にＡ社において厚生年金保険の被保

険者資格を取得している後輩同僚の雇用保険の資格取得日は、38年９月 26日

となっており、実際の入社日より６か月遅れて厚生年金保険に加入しているこ

とが確認できる。 

   さらに、申立人がＡ社に再就職した昭和 38 年７月１日に在籍していたとす

る女性の同僚は、同年４月の社内旅行時の写真に同氏が写っていることから同

時期に在籍していたことが推認できるが、同氏の厚生年金保険の資格取得日は

同年９月 10 日となっており、入社日より少なくとも５か月以上遅れて厚生年

金保険に加入していることが確認できる。 

加えて、申立期間当時にＡ社に勤務していたことが確認できるほかの複数の

同僚についても、雇用保険の資格取得日から遅れて厚生年金保険の被保険者資

格を取得していることが認められる。 

   以上の事情から、Ａ社は、申立期間当時、従業員を一定期間経過後に厚生年



金保険に加入させていたものと考えられる。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除につ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4864 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 59年１月 23日から 60年７月 31日まで 

           ② 昭和 61年４月１日から平成元年６月 30日まで 

社会保険事務所で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ社に勤務

していた昭和 59年１月 23日から 60年７月 31日までの期間と 61年４月１

日から平成元年６月 30 日までの期間の標準報酬月額が実際に支払われた給

与総支給額と大きく異なっている。調査の上、標準報酬月額を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、Ａ社に勤務していた昭和 59 年１月 23

日から標準報酬月額が32万円から30万円に下がっていることに納得できない

として申し立てているところ、申立人は、申立期間①に係る給与明細書等の資

料を保管していないため、申立期間当時の厚生年金保険料控除額を確認するこ

とができない。 

また、Ａ社は、「申立人がＡ社Ｂ工場より同社本社へ転勤した際に申立人の

給与が減少した。」と回答しており、同社が保管する当該転勤時の厚生年金保

険被保険者資格喪失確認通知書及び同資格取得確認通知書では、同社が昭和

59年１月 23日に申立人の標準報酬月額を 32万円から 30万円に変更して届出

を行ったことが確認でき、社会保険庁の記録と一致している。 

このため、事業主は、申立期間①において社会保険事務所の記録どおりの標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を控除していたものと認められる。 

申立期間②については、申立人は、標準報酬月額がそれまでの 34 万円から

11万 8,000円ないし 24万円へと下がっていることに納得できないとして申し

立てているところ、申立人は、申立期間②に係る給与明細書等の資料を保管し



ていないため、申立期間当時の厚生年金保険料控除額を確認することができな

い。 

また、Ａ社の在籍証明書により、申立人は、昭和 60 年５月９日から平成元

年７月 20 日まで同社の海外子会社であるＣ社へ出向し、出向中はＤ国に居住

していたことが確認でき、同社は、「出向期間中は現地法人により給与支給さ

れていた。」と回答している。 

さらに、Ａ社は、「出向中の一部の期間は、残留家族のために給与の一部を

負担し、これを日本国内にて支給し、この額をもって申立人の厚生年金保険の

標準報酬月額の算定基礎としていた。」と回答しており、同社が保管する申立

期間②中の算定基礎届出に伴う厚生年金保険被保険者報酬改定通知書に記載

された申立人の標準報酬月額は、社会保険庁の記録と一致していることが確認

できる。 

このため、事業主は、申立期間②において社会保険事務所の記録どおりの標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を控除していたものと認められる。 

このほか、申立人が申立期間①及び②において、その主張する標準報酬月額

に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事情等は

見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間について、

厚生年金保険被保険者として、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4865 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 39年ごろから 44年ごろまで 

             ② 昭和 56年ごろから平成 14年ごろまで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、申立

期間①及び②の加入記録が無い旨回答をもらった。申立期間①については、

Ａ社に勤務し、申立期間②については、Ｂ社に勤務していたので、当該期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、Ａ社に勤務し、厚生年金保険に加入し

ていたと申し立てている。 

しかし、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿により申立期間①に同社で

勤務していたことが確認できる従業員に文書照会したところ、12 名から回答

があったものの、全員が申立人のことを記憶していない。 

また、Ａ社は平成 13 年６月 29 日に厚生年金保険の適用事業所で無くなっ

ており、同年７月＊日付けで破産登記されていることから、申立事実を確認

できる資料は無く、申立期間①に係る申立人の同社における勤務状況及び厚

生年金保険料控除について確認することができない。 

さらに、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿で、申立期間①における健

康保険の整理番号に欠落は無く、同名簿に不自然な点は見られない。 

申立期間②については、申立人は、Ｂ社に勤務し、厚生年金保険に加入し

ていたと申し立てている。 

しかし、Ｂ社は、平成３年３月１日に厚生年金保険の適用事業所で無くな

っており、同時期以降は適用事業所となっていない。 



また、Ｂ社に係る厚生年金保険被保険者名簿により申立期間②に同社で勤

務していたことが確認できる従業員に文書照会したところ、９名から回答が

あり、このうち７名は申立人のことを記憶しておらず、ほかの２名について

も記憶が曖昧
あいまい

である。 

さらに、Ｂ社は平成９年６月＊日付けで解散登記されていることから、申

立事実を確認できる資料は無く、申立期間②に係る申立人の同社における勤

務状況及び厚生年金保険料控除について確認することができない。 

加えて、Ｂ社に係る厚生年金保険被保険者名簿で昭和 60 年 12 月まで勤務

していたことが確認できる従業員１名は、「Ｂ社は、経営不振により昭和 61

年には事実上倒産しており、私が退職した後も勤務していたのは社長、専務

及び事務職員の数名であった。」と陳述しており、これについて同社の商業登

記簿謄本により確認できる役員で被保険者資格を有していた３名のうち、２

名は、同年５月１日及び 61年４月１日に厚生年金保険被保険者資格を喪失し、

最後の１名(代表取締役）についても平成３年３月１日に同資格を喪失してい

ることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の事業主によ

る控除については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


